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第46回 先進医療専門家会議 議事次第

日時 :平成 22年 3月 3日

午後4時 30分～

会場 :厚生労働省内

専用第 15会議室 (7階 )

議 題

1 第 2項先進医療 に係 る新規技術の届出状況につ いて

2 第 3項 先進 医療 (高 度 医療 )に 係 る新規 技術の科 学的評価等

について

3 検体検査の共同実施について

4 平成 22年 度診療報酬改定における対応について

(1)保 険導入予定の技術等 (報告 )

(2)先 進医療技術の施設基準の見直 し等
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第2項先進医療の新規届出技術について
(12月 受付分 )

１

３

・　

３２

先

２

整理
番号

技術名 適応症等 保険給付されない費用
※1※ 2

(「先進医療に係る費用」)
保険給付される費用

※2

(「保険外併用療養費」)
受付日
※3
事前評価
担当構成員
(敬称略 )

総評
その他

(事務的対応等 )

200 早期乳癌
に対する術中

放射線照射
早期乳癌

46万 5千円
(1回 )

20万8千円 H21124 返戻
(書類不備 )

201
第V因子欠乏症の遺伝
子診断 第V因子欠損症 発端者 :1万 7千円

家族 :4千円
発端者 :7千円
家族 :フ千円

H211214 返戻
(書類不備 )

202
慢性骨髄性白血病治療
薬イマチニブ血中濃度測
定法

慢性骨髄性白血病
5千円
(1回 )

55万8千円 H211221 返戻
(書類不備 )

※1 医療機関は患者に自己負担を求めることができる。

※2典型的な1症例に要する費用として申請医療機関が記載した額。
※3原則として20日 以降の受付の場合は翌月受付分として処理している。



第2項先進医療の新規届出技術について
(届出状況/2月 受付分 )

先    -   2
2 2    3    3

整理
番号

技術名 適応症等 保険給付されない費用
※1※ 2

(「先進医療に係る費用」)
保険給付される費用

※2

(「保険外併用療養費」)
受付日
※3

203
子宮全摘術後の腟断端脱に対する腹
腔鏡下腟仙骨固定術

腟断端脱
18万8千円
(1回 )

37万 1千円 H22.1.20

204 前眼部三次元画像解析

角膜疾患 (角膜ジストロ
フィー、角膜白斑、角膜変性、
水疱症角膜症、角膜不正乱
視、円錐角膜、角膜移植後)、
緑内障

5千円
(1回 )

3千円 H221.27

205 血清
ペプシノゲンの変化率による

H.pyに間の除菌判定
H pJo‖陽性の胃潰瘍、十二
指腸潰瘍

3千円 (1回 ) 2万2千円 H22.2.9

※1 医療機関は患者に自己負担を求めることができる。

※2典型的な1症例に要する費用として申請医療機関が記載した額。
※3原則として20日以降の受付の場合は翌月受付分として処理している。



高度医療評価会議において承認された新規技術に
対する事前評価結果等について

先    -   3
2  2  .  3  .  3

整

理
番
号

技術名
事前評価

担当構成員
(敬称略)

総評 適応症
医薬品・

医療機器情報

保険給付

されない費用
※1※ 2

(「高度医療に係る費用」)

保険給付

される費用
※2

(「保険外併用療養費」)

その他
(事務的対応
等 )

006 経
カテーテル大動
脈弁留置術

北村 惣―郎 適

弁尖の硬化変性
に起因する重度大
動脈弁狭窄症

Edwards Lifesciencesi製

(製品名 )
Edwards SAPIEN
丁ranscatheter Heart Valve

(未承認医療機器 )

556万 7千円
※3 38万5千円 別紙 1

※1 医療機関は患者に自己負担を求めることができる。

※2典型的な1症例に要する費用として申請医療機関が記載した額。
※3患者負担は一律150万円であり、差額は研究助成金で医療機関が負担予定。



男可糸氏 1

高度医療の名称:経カテーテル大動脈弁留置術

適応症 :弁尖の硬化変性に起因する重度大動脈弁狭窄症 (詳細は別添参照)

内容 :

(先進性)

大動脈弁狭窄症は、炎症性反応・癒着・硬化・石灰化等によって大動脈弁が機能不全に陥
り、狭心症。失神。心不全等の症状をきたす進行性の弁膜疾患である。狭窄が重度になって初
めてこうした症状を呈する場合が多いことから、症状出現後の予後は悪く、患者の QOLも著し
く障害される。

従来、こうした重度の大動脈弁狭窄症に対しては、①薬物治療 ②バルーン大動脈形成術
※l③外科的大動脈弁置換術※2が行われるが、①は対症療法であり、②は外科手術よりも
低侵襲だが治療効果の持続時間が短い。また、唯一根治的である③については、ア)胸骨正
中切開を行い、イ)体外循環を用いて、ウ)心停止下に人工弁置換を行うものであり、このア)
～ウ)の手術侵襲が著しいため、高齢者や重篤な術前合併症のある患者 (同症患者の約3割 )
は手術適応外となり、根治術の選択肢がないことが課題とされてきた。
これに対して本技術は、病的大動脈弁の位置に留置される生体弁

※3と
、それを適正位置ま

で送達するバルーンカテーテル等のデリバリーシステムからなる医療機器 (製品名 :Edwards
SAPIEN Transcatheter Hea■ VJ℃)を用いて、従来は手術の適応となり得なかった患者を対
象として、侵襲性の低いカテーテル治療でありながら根治的な弁置換を実施するものである。
本技術はすでに欧米にて 1,000例以上の臨床実績があり、高い成功率が得られている。

※1:K5562経皮的大動脈弁拡張術 22,800点                   ・
※2:K555  弁置換術(1弁のもの)57,000点
※3:ステンレス製のステント状フレームに、ウシの心嚢膜弁を設置したもの。
〔参考〕特定保険医療材料 異種大動脈弁 861,000円

(概要)

術前に、患者の解剖学的特徴等を踏まえて A)経大腿アプローチ又は B)経心尖アプローチ
を選択する。対の場合は、大腿動脈 (又は総腸骨動脈)を直視下に穿刺してガイドワイャを左
心室まで進める。B)の場合は、第5又は6肋間を小切開し、心膜を切開して露出させた心尖部
に穿刺してガイドヮイャを左心室内に挿入する。いずれの場合も、全身麻酔下とし、経食道′さ
臓超音波検査及び体外ペーシングを併用する。
こうして留置したガイドヮイャに沿って、まず、バルーンカテーテルを挿入し、通常のバルー
ン大動脈形成術を実施した後、一旦カテーテルを抜去する。次に、カテーテルのバルーン周
囲に、新たに留置する生体弁を圧縮して装着した上で、このカテーテルを再び挿入し、病的
大動脈弁の位置まで送達する。続いて、体外ペーシングで数秒間の心停止状態とし、その間
にバルーンを拡張させて折り畳まれていた生体弁を展開して、病的大動脈弁の弁口部に留置
する。最後に、カテーテルを抜去して終了する。

(効果 )

これまで根治術を実施できなかった患者において、大動脈弁狭窄に起因する症状が速や
かに改善することが期待される。また、低侵襲であるため、外科手術に比べて術後の回復が早
く、入院期間の短縮が期待される。

なお、本技術の国内実績としては申請医療機関における2例があり、いずれも術後症状及
び血行動態の改善が認められている。

(高度医療に係る費用)
556万 7千円

(注 :上記の費用のうち、息者負担額は一律 150万円であり、差額は研究助成金で医療機関が負担予定)

申請医療機関 (診療科 ) 大阪大学医学部附属病院 (心臓血管外科)

/



【別添】 「経カテーテル的大動脈弁留置術」の適応症 (申請書類より抜粋)

1平均圧較差が 40111mHg超、あるいは血流速度が 4.Om′sec超、または弁口面積が 0 8cm2未満 (あるいは
弁口面積指数が 0 5cm2/m2未満)である大動脈弁狭窄を有する患者。
2大動脈弁狭窄に起因するblYHAク ラス分類Ⅱ度以上の症候を有する患者。
3 STSス コアが lo以上である患者。ただし、STSス コアが lo以上を満足しない患者であっても、術前合
併症等により手術死亡のリスクが高く外科手術が困難であると′い臓血管外科医及び循環器内科医が判断
した患者。

4被験者が試験に関する説明を受け、試験に同意し、各々の医療機関の審査委員会によって承認されたイン
フォームドコンセントに書面で同意していること。

5手技施行後の必要とされる全ての経過観察日に被験者が来院することについて、被験者及び治療を行う医
師が同意していること。

(一般除外基準)

1当該試験開始前 lヶ 月以内に急性心筋梗塞のエビデンスがみられる患者 (以下の Q波あるいは非 Q波心
筋梗塞と定義 ;CK NIIBが正常値の 2倍以上であるCK上昇。このとき CK‐MB上昇かつ/あるいは トロ
ポニンレベル上昇を認めている。)

2大動lFk弁が先天的に単尖弁、あるいは二尖弁である患者。あるいは大動脈弁が石灰化を呈していない患者。
3重度 (4+以上)の大動脈弁逆流を合併している患者。
4当該試験手技の 30日 以内に心臓に対する侵襲的処置を施した患者 (薬剤溶出ステントが留置された場合
は 6ヶ月以内)。

5いずれかの部位に既に人工弁が植え込まれている、人工弁輪がある、あるいは重度僧帽弁閉鎖不全 (3+
以上)の患者。
6以下に定義する血液疾患を有する患者。白血球減少症、急性貧血、血小板減少症の患者。出血性素因ある
いは凝固障害の既往を有する患者。

7血行再建を必要とする未治療で臨床上顕著な冠動脈疾患を有する患者。
8機械的循環補助を必要とする不安定な血行動態を有する患者。
9何 らかの理由による緊急手術の必要性を有する患者。
10閉塞性あるいは非閉塞性肥大型心筋症を有する患者。
1l L17EF(左室駆出率)が 20%未満の重度心室機能不全を有する患者。
12心エコーによる心臓内腫瘤、血栓、廃贅のエビデンスを有する患者。
13活動性消化性潰瘍あるいは過去 3ヶ 月以内に上部消化管出血の既往がある患者。
14薬斉Jに よる適切な前治療が不可能な、アスピリン、ヘパリン、チクロピジン塩酸塩への既知の過敏症また
は禁忌、造影斉Jへの感受性のある患者。

15心エコーにより、左室流出路から推定した大動脈弁輪サイズ (自 己弁)が、16mm未満であるか、24mm
を超える患者。

16最近 (6ヶ 月以内)いヽ (脳血管障害)あるいは TIA(―過性虚血発作)を呈した患者。
17非心臓関連の術前合併症によつて余命が 12ヶ月未満とされている患者。
18現在、治験薬または他の医療機器の治験に参加している患者 [注:治験製品であったが、その後に市販さ
れた製品について、延長追跡調査を必要とする試験は、治験とはみなさない]。
19その他、心臓血管外科医及び循環器内科医が当該試験の対象として不適当と判断した患者。

(経大腿アプローチ除外基準)

20 最大 5cm以上の径と定義された腹部大動脈瘤あるいは胸部大動脈瘤、アテローム (特に 5mmを超え
る厚さ、突出状のあるいは潰瘍化 )、 留置が困難とされる程の胸腹部大動脈に重篤な変性や解音J学的特徴
を有する患者。

21 22Fあ るいは 24Fのシースイントロデューサの安全な留置を不可能にするような重度の石灰化、極度
の蛇行、7mm未満の腸骨大腿血管を有する患者。

ミ



先進医療評価用紙 (第 1-2号 )暫定版

先進技術としての適格性

技 術 の名 称 経カテーテル大動脈弁留置術

社会的妥当性

(社会的倫理

的 問 題 等 )

日 倫理的問題等はない。
B倫 理的問題等がある。

の

性

で点

及

時現

普

A罹 患率、有病率から勘案して
B.罹患率、有病率から勘案して

□ 罹患率、有病率から勘案して

かなり普及している。

ある程度普及している。

普及していない。

効  率  性

既に保険導入されている医療技術に比較して、

□ 大幅に効率的。
Bや や効率的。
C.効率性は同程度又は劣る。

将来の保険収

載 の必 要 性

□ 将来的に保険収載を行うことが妥当。なお、保険導入等の評価に際しては、
以下の事項について検討する必要がある。

〔灯 ■厳堺穆L5努議文鮎T怠翼る]
B将 来的に保険収載を行うべきでない。

総 評

総合半J定:   国 ・ 否
コメント: 適応が厳選された場合には既に保険導入されている技術よりも大幅に
効率的であると言えるが、一般化された場合にはむしろ効率性に劣ること
から、適応症の適切な設定が特に重要である。こうした観点から、普及に
先立ち、関係学会による指針の策定が必要であると考える。



先   -  4
22  3.  3

検体検査の共同実施について

1.現在の取扱い

(1)先進医療制度では、個々の保険医療機関が単独で先進医療を実施することを

原則としてお り、それを前提として施設基準を技術毎に定めている。

(2)一方で、稀少疾患の診断技術を中心に、医療機関間の検体の搬送を認めて患

者の利便性を向上させるニーズが高まったことから、平成 21年度より、検体検

査に係る先進医療について「共同実施」を認める仕組みを導入 した。

(3)ま た、その際には、委託側医療機関の施設基準を新たに定めることとした。

2.第 45回先進医療専門家会議 (平成 22聟 1月 14同 開催)にお !する議論

遺伝子診断の結果の解釈については、その内容が複雑であると同時に患者に対

する影響が極めて大きいことから、経験及び知見の豊富な

検査の結果の解釈に二定の責任をもつべきとの指摘があった。

3.対応 (案 )

検体検査の共同実施については、委託側医療機関の施設基準に加えて、受託側

医療機関の施設基準も別途定める。具体的には、従来の施設基準に以下を力日える。

1当該検査の結果報告書を委託側医療機関に送付する際には、臨床的意義を含めた適 I

I切な医学的解釈を記載するとともに、委託側医療機関に対して十分な情報提供に努 |

|めること。                                |

従来の取扱い 今後の取扱い (案 )

単独実施する

医療機関
従来の施設基準 従来の施設基準

委託側医療機関
委託側医療機関に係る

施設基準 (新たに設定)

委託側医療機関に係る

施設基準 (新たに設定)

受託側医療機関
従来の施設基準 □ 受託側医療機関[=係る

施邑基準 (新たに設定)

/



221.14 提示済み

先進医療名

(略称 )

(先進医療告示 78〉

先天性難聴の遺伝子診断

適応症

遺伝性が否定できない先天性難聴

内容

(先進性 )

疫学調査によれば出生 1,000人に一人の割合で高度難聴児が生まれてくると
されている。現在、多くの自治体で新生児聴覚スクリーニングが始まり多くの難聴
児が早期に発見されるようになつてきているが、先天性難聴の少なくとも 50%は遺
伝子の関与によるものと推測されている。

本技術により、先天性難聴について、遺伝性の有無や遺伝子変異の種類を明
らかにすることができる。

(概要 )

日本人に特徴的な遺伝子変異あるいは頻度の多い遺伝子変異を網羅的、効
果的にスクリーニングする。

(効果 )

遺伝子変異の種類によって発症時期、進行性、前庭症状、随伴する症状が異
なるため、本検査を実施することにより、難聴の正確な診断、適切な治療法の選
択、予後の推測、合併症の予測が可能である。また、ミトコンドリア原因遺伝子変

果による難聴である場合には、発端者の難聴の進行の予防と、家系内の遺伝因
子保持者の発症の予防が可能である。さらには遺伝カウンセリングに関して重要
な情報が得られる。

(共同実施する場合の概要)

まず、委託側医療機関は、患者から採取した血液検体を、可能な限り速やか

に、受託側医療機関に搬送する。その際、2℃～8℃で温度管理を行うとともに、個
人情報保護の観点から、検体に匿名化 ID番号を割付けておく。匿名化 IDと個人
名の対応表は施錠可能な保管庫にて保管する。

検体の到着後、受託側医療機関は、速やかに核酸の抽出を行う。続いて、抽出
した核酸を用いてインベーダー法又は直接シークエンス法により難聴の原因遺伝
子変異(10遺伝子 47変異)の有無を検査し、得られた検査結果についてデータを
解析・照合する。その後、検査結果通知書に検査結果を入力し、委託側医療機関
に送付する。

結果受領後、委託側医療機関は、対応表を用いて匿名化 IDと個人名との連結
を行う。また、結果返却に先立ちカンファレンスを行い、結果返却に際する問題 ,点

などを検討する。その上で、遺伝カウンセリングとともに患者に対して、検査結果を
踏まえた今後の治療方針について説明を行う。

(先進医療に係る費用 (委託に係る費用を含む))

約 5万 5千円

こ



22.1.14 提示済み

先進医療評価用紙 (第13号 )

共同実施により先進医療を実施することの適格性について

療

称

医進

名

先

の

<告示番号 78>
先天性難聴の遺伝子診断 (遺伝性による先天性難聴が疑われるものに係るもの

に限る。)

合
性
錫
効
講
有
委
の

□ 従来の技術を用いるよりも、委託した方が大幅に有効。
B 従来の技術を用いるよりも、委託した方がやや有効。
C.従来の技術を用いるのと委託して実施するのとは同程度、又は劣る:

委託する場合

の 安 全 性

□ 問題なし。

B、 あまり問題なし。 (留意事項 :

C.問題あり
)

委託する場合
の

技術的成熟度

□ 当該分野を専門とし経験を積んだ医師又は医師の指導下であれば行える。
B 当該分野を専門とし数多く経験を積んだ医師又は医師の指導下であれば行
える。

C.当該分野を専門とし、かなりの経験を積んだ医師を中心とした診療体制をとっ
ていないと行えない。

他施設で実施

す る こ との

社会的妥当性

(社会的倫理

的 問 題 等 )

□ 倫理的問題等はない。
B 倫理的問題等がある。

の

性

で点

及

時現

普

A罹 患率、有病率から勘案して
□ 罹患率、有病率から勘案して

C罹 患率、有病率から勘案して

かなり普及している。

ある程度普及している。

普及していない。

合
性
錫
率
討
効
委
の

既に保険導入されている医療技術に比較して、委託実施することは、

□ 大幅に効率的。
B.やや効率的。
C効率性は同程度又は劣る。

将来の保険収

載 の 必 要 性
□ 将来的に保険収載を行うことが妥当。
B.将来的に保険収載を行うべきでない。

総 評

総合判定 :

コメ)/卜 :

国 否

ご



22.1.14 提示済み

先進医療評価用紙 (第 2-2号)

共同実施による先進医療を実施可能とす 医療機関の要件として考えられるもの(案 )
先進医療名 (略称):先天性難聴の遺伝子診断 (遺伝性による先天性難聴が疑われるものに係るものに限

る。)

I.困艶園医療機関における実施責任医師の要件

診療科 (耳鼻いんこう科又は小児科)・不要

資格 (耳鼻咽喉科専門医又は小児科専門医)。不要
当該診療科の経験年数 ( 5 )年以上・不要
当該技術の経験年数 要 ( )年以上・体要

当該技術の経験症例数 実施者 [術者]として (  )例以上。匿ヨ
~~~~~~

[それに加え、助手又は術者として (  )例以上・不要]
その他 (上記以外の要件)

Ⅱ.響韻榊医療機関の要件

診療科 □ (耳鼻いんこう科又は小児科 )・不要

実施診療科の医師数 国・不要
具体的内容:常勤の医師 1名 以上

他診療科の医師数 要・匠コ
具体的内容 :

その他医療従事者の配置

(薬剤師、臨床工学技士等)

要 ( )・匿ヨ

病床数 要(  床以上)・体要
看護配置 要 ( 対1看護以上)。不要

当直体制 要(      )・ 不要
緊急手術の実施体制 要・小 要

院内検査(24時間実施体制) 要・不要

他の医療機関との連携体制

(患者容態急変時等 )

要。□

連携の具体的内容 :

医療機器の保守管理体制 ・不要

倫理委員会による審査体制 園・不要
審査開催の条件 :届出後、当該療養を初めて実施するときは、必ず

事前に開催すること

医療安全管理委員会の設置 要・□
医療機関としての当該技術の実施症例数 要 ( 症例以上)。匠ヨ
そ の他 (上記以外の要件、例 ;遺伝カウンセリンク・

の実施体制が必要 等)

。遺伝カウンセリングの実施体制を有していること。
・特定非営禾!活動法人日本臨床検査標準協議会が作成した遺伝

子関連検査検体品質管理マニュアルに従つて検体の品質管理が

行われていること。

Ⅲ。その他の要件

頻回の実績報告 月間又は要 ( 症例までは、毎月報告)。 1不要

その他 (上記以外の要件)

チ



先進医療評価用紙 (第 2-3号)(案 )

共同実施による先進医療を実施可能とする国目回医療機関の要件(案 )
先進医療名及び適応症 :<告示番号 78>先天性難聴の遺伝子診断 (遺伝性による先天性難聴が

疑われるものに係るものに限る。)

I.覇護画医療機関における実施責任医師の要件

診療科 邸
一
耳鼻いんこう科 )・ 不要

資格 □ (耳鼻咽喉科専門医 )  ・  不要
当該診療科の経験年数 園 (5)年以上・不要
当該技術の経験年数 園 (3)年以上 ・不要
当該技術の経験症例数 注 1) 実施者 [術者]として(1)例以上  ・ 不要

[それに加え、助手又は術者として(  )例以上 。「雨司]
その他 (上記以外の要件)

Ⅱ.葬誕側医療機関の要件

診療科 目 (耳鼻いんこう科 )。 不要

実施診療科の医師数 注 2) 国・不要
具体的内容: 常勤の耳鼻咽喉科専門医が%以 上

他診療科の医師数 注 2) 国
内容‥
。
的体

要

具

看護配置 要 (

その他医療従事者の配置

(薬剤師、臨床工学技士等)
国 (臨床検査技師  )。 不要

病床数 要

`    
床以上)。 匿ヨ

当直体制 ≡(  )・ 回
緊急手術の実施体制 要 。 □

院内検査 (24時間実施体制) 要 。 日

他の医療機関との連携体制
(患者容態急変時等)

要 。 □
連携の具体的内容 :

医療機器の保守管理体制 □・不要
倫理委員会による審査体制 国・不要

審議開催の条件 :届出後、当該療養を初めて実施するとき
は、必ず事前に開催すること。

医療安全管理委員会の設置 要 ・ 回

医療機関としての当該技術の実施症例数 国( 10症例以上)・ 不要
その他 (上記以外の要件、例;遺伝カウン

セリングの実施体制が必要 等)

。彗伝カウンセリングの実施体制を有していること。

Ⅲ.その他の要件

頻回の実績報告 園 ( 症例まで又は 6月 間は、毎月報告)・不要
その他 (上記以外の要件)

よ



当該技術の医療機関の要件

先進医療名及び適応症 :<告示番号 78>先天性難聴の遺伝子診断 (遺伝性による先天性難聴が
疑われるものに係るものに限る。)

I.実施責任医師の要件

診療科 □(耳鼻いんこう科)。 不要
資格 国 (耳鼻咽喉科専門医 )  ・  不要
当該診療科の経験年数 □ (5)年以上 不 要

当該技術の経験年数 □ (3)年以上 不要

当該技術の経験症例数 注 1) 実施者 [術者]として(1)例以上  ・ 不要
[それに加え、助手又は術者として(  )例以上・ Fヨ]

その他 (上記以外の要件)

Ⅱ`医療機関の要件

肇墜型     1園 (耳鼻いんこう科 )。 不要
実施診療科の医師数 注 2) 園・不要

具体的内容: 常勤の耳鼻咽喉科専門医が鳴 以上

他診療科の医師数 注 2) 国
内容‥
・
的体

要

具

看護配置 対 1看護以上)。 日要

一その他医療従事者の配置
(薬剤師、臨床工学技士等)

□ (臨床検査技師  )・ 不要

病床数 琴(   _床以上)・ 歴ヨ
当直体制

)・
[∃

緊急手術の実施体制 要 ・ □

院内検査(24時間実施体制) 要 ・ □

他の医療機関との連携体制

(患者容態急変時等 )
要 。 □
連携の具体的内容 :

医療機器の保守管理体制

倫理委員会による審査体制 □・不要
審議開催の条件 :届 出後、当該療養を初めて実施するとき

は、必ず事前に開催すること。

医療安全管理委員会の設置 要 ・ 四

医療機関としての当該技術の実施症例数 園( 10症例以上)・ 不要
その他 (上記以外の要件、例;遺伝カウン

セリングの実施体制が必要 等)

・遺伝カウンセリングの実施体制を有していること。

Ⅲ その他の要件

頻回の実績報書        | □ ( 症例まで又は 6月 間は、毎月報告)・不要
その他 (上記以外の要件 )

ノ
レ



先 -5-1

22_ 3_ 3

平成 22年 1月 20日

中央社会保険医療協議会

会 長  遠藤 久夫   殿
先進医療専門家会議

座長 猿田享男

既存の先進医療に関する保険導入等について

先進医療専門家会議において、既存の第 2項先進医療 103技術 (平成 22年

1月現在)の うち、平成21年 6月末までに先進医療として承認され、実績報
告が提出された 94技術※1について、保険導入等を検討した。その結果を取り

まとめたので、以下の通り報告する。

1 優先的に保険導入が適切であると評価された先進医療

以下の 12技術については、その普及性、'有効性、効率性等に鑑み、保険

適用とすることが適当と考える。但し、技術の集約及び適応症や実施する

施設等について適切な条件を付すこと等が必要であると考える。

(1)告示番号 4:胎児心超音波検査 (産科スクリーニング胎児超音波検査
において心疾患が強 く疑われる症例に係るものに限る。)

(2)告示番号 20:子宮頸部前がん病変の HPV― DNA診 断 (子宮頸部軽
度異形成に係るものに限る。)

(3)告示番号 21:腹腔鏡下肝部分切除術 (肝外側区域切除術を含み、肝腫
瘍に係るものに限る。)

(4)告示番号 23:エキシマレーザーによる治療的角膜切除術 (角膜ジス ト
ロフィー又は帯状角膜変性に係るものに限る。)

(5)告示番号 31:神経変性疾患の DNA診 断 (ハンチントン舞踏病、脊髄
小 1出変性症、球脊髄性筋萎縮症、家族性筋萎縮性側索硬化症、家族性低

カリウム血症性周期性四肢麻痺又はマックリー ド症候群その他の神経

変性疾患に係るものに限る。)

/



(6)告示番号 64:膀肌水圧拡張術 (間質性膀眺炎に係るものに限る。)

(7)告示番号 85:強度変調放射線治療 (限局性の国形悪性腫瘍 (頭頸部腫
瘍、前立腺腫瘍又は中枢神経腫瘍であって、原発性のものを除く。)に
係るものに限る。)

(3)告示番号 87:抗 EGFR抗 体医薬投与前におけるKRAS遺 伝子変異
検査 (EGFR陽 性の治癒切除不能な進行又は再発の結腸又は直腸がん
に係るものに限る。)

(9)告示番号 96※
2:腋
高リンパ節郭清術の実施前におけるセンチネルリン

パ節の同定及び生検 (触診及び画像診断の結果、腋嵩リンパ節への転移

が認められない乳がんに係るものであって、放射性同位元素及び色素を

用いて行うものに限る。)

(10)告示番号 97※
2:腋
嵩リンパ節郭清術の実施前におけるセンチネルリ

ンパ節の同定及び生検 (触診及び画像診断の結果、腋高リンパ節への転

移が認められない手Lがんに係るものであって、色素を用いて行うものに

限る。)

(11)告示番号 98※
2:悪
性黒色腫におけるセンチネルリンパ節の同定、転

移の検索及び遺伝子診断 (触診及び画像診断の結果、悪性黒色腫の遠隔

転移が認められないものであって、臨床的に所属 リンパ節の腫大が確認

されていないものに限る。)

(12)告示番号 99※
2:悪
性黒色腫におけるセンチネルリンパ節の同定及び

転移の検索 (触診及び画像診断の結果、悪性黒色l重の遠隔転移が認めら

れないものであって、臨床的に所属 リンパ節の腫大が確認されていない

ものに限る。)

※ 1  この 94技術には、平成 20年 7月 から平成 21年 6月末日までの実績報告のある第 2項先
進医療 (90種類)に加えて、同期間に第 3項先進医療 (高度医療)と しての実績報告があり、

かつその後に第 2項先進医療として承認された技術 (4種類、※ 2参照)が含まれる。

※ 2 上記 (9)～ (12)に ついては、2種類の第 3項先進医療 (高度医療)と して実績を重ねた後、
平成 21年 8月 に医薬品 (放射性同位元素及び色素)の薬事承認が得られたため、同年 10月

1日 より4種類に再編成した上で第 2項先進医療として実施されることとなつて現在に至る。

ミ



2 削除が適切であると評価された先進医療

以下の 6技術については、その先進性、有効性等に鑑み、先進医療から
肖J除することが適当と考える。

(1)告示番号フ :顎関節症の補綴学的治療 (顎関節症 (顎関節内障、下顎

頭の著 しい変形及び顎関節円板の断裂を除 く。)に係るものに限る。)

(2)告示番号 8:経皮的埋め込み電極を用いた機能的電子刺激療法 (神経
の障害による運動麻痺又は骨・関節手術後の筋萎縮に係るものに限る。)

(3)告示番号 26:手 L房温存療法における鏡視下腋高郭清術 (主に乳房温存

手術が可能なステージ I又はIの手しがんに係るものに限る。)

(4)告示番号 27:声帯内自家側頭筋膜移植術 (一側性反回神経麻痺又は声

帯溝症に係るものに限る。)

(5)告示番号 45:活性化 Tリ ンパ球移入療法 (原発性若しくは続発性の免
疫不全症の難治性日和見感染症又は慢性活動性 EBウイルス感染症に
係るものに限る。)

(6)告示番号 51:頸椎椎間板ヘルニアに対するヤグレーザーによるCT透
視下の経皮的椎間板減圧術 (頸椎椎間板ヘルニア (画像診断上椎間板繊

維輪の破綻 していないヘルニアであって、神経根症が明らかであり保存

治療に抵抗性のもの (後縦靱帯骨化症、脊椎管狭窄状態又は脊椎症状の

あるものを除く。))に係るものに限る。)

3 継続が適切であると評価された先進医療

3



削除が適切であるとされた先進医療(6技術)

お

示
号
告
番 先進医療技術名 概要 削除が適切とされた主な理由

つ
′

置意封
竣形及び顎関節円板賜審5嵯雇根B皇嘱痣ご雰電撃喬智麟属〉蛤ヽ郡珊盤鷺

で懇 譜
紺聯簿
習腰輔盤21贈籠鍵3驚鶴だなま蹄錦暮幣

:孵翼翼蒻 鍮麟織脚 概

8
8晟警讃:3運動麻痺又ぼ春常詣推野霜』醤霜翼話だ撚る奪鵬

電極を用いて、自分の意図する日常生活動
♀滉萬型言堪揚:鷺治aξ押

はれヽられなくなっており、表面電極等をれヽた新たな技

器嘲 習峨鍵ぶ読等麓輛螺鑽躍摯
止す

26 詔
悟寵な翠 SttT野識憑11軍講需膚融響お下勇臨 つた患者に対し、内視鏡を用いて欝崎tttf需赫2鶴鶏襲崎副見籠ぼ譜妻:電電Fとな維例

O先進医療としては2年間実施されていない。

27 幕蕩農屋魔鶉 ,(~側
性反回神経麻痺又は声

O現在の一般的な術式に比べて有効性、普及性で特段優れていると考えられない。

Oより優れた医療材料が用いられるようになり、ホ技術の意義が薄れた。

O実施施設がlヵ所のみであり、実施件数も極めて少ない。

45 雰ξ麒   朧卿 鶴製縦鰹首錢litt芦鵠謬O有効性に関するエビデンスが示されていない。O先進医療としては5年間実施されていない。

51 副l囃卿幹 朧鵬 : 顆 穐師 輔 評 刷 耀 慨諄讃室散

○先進医療としては5年間実施されていない。



先進医療専門家会議における粒子線治療に関する検討について

粒子線治療は、陽子線治療が平成 13年から、重粒子線治療が平成 15年から保険と

の併用が承認され:現在はともに先進医療として実施されている。
平成 22年度診療報酬改定に合わせて、他の技術と同様に、保険導入の適否を含めた

再評価が行われた結果、F先進医療として継続することが妥当」と判断された。

検討の概要は以下の通り。

1 現状
(1)粒子線治療は、骨軟部腫瘍、小児がん、悪性黒色腫、前立腺がん、肺がん、頭頸
部がん、肝がん等について良好な治療成績を収めている。特に、骨軟部腫瘍、小児

がん、悪性黒色腫、頭蓋底腫瘍等については、従来の治療法より成績が良好とされ

ている。

(2)1施設当たりの年間症例数は、陽子線 約 160件、重粒子線 約 400件であり※1、

着実に増加している。 (※ 1 平成21年度実績報告より)
(3)実施医療機関は、陽子線 5施設、重粒子線 2施設に限られている。
(4)先進医療に係る費用 (自己負担)Iよ、 1患者につき約 300万円にのぼる。

2 課題
(1)有効性・効率性                   千

①前立腺がん、肺がん、頭頸部がん、肝がん等については、手術等の有効な既存治

療も存在するが、これらの既存治療との比較検討結果は示されていない。

②近年普及しつつある IMRT※
2等の放射線治療との比較が十分に検討されていない。

※2 強度変調放射線治療。腫瘍病巣に最適な線量を照射し、正常組織への線量を大幅に低減
することができる照射技術。

(2)技術的成熟度
放射線治療の専門医等が不足している。また、人材育成を促進した場合も、より

普及性の高い IMRT等と競合する可能性がある。

(3)普及性
巨額な建設費を伴う施設の適正配置等、国内整備の在り方に関して更なる検討が

必要。               
｀

3.評価結果
保険導入については、上記のような課題を踏まえた更なる検討が必要と判断され、粒

子線治療については「先進医療として継続することが妥当」と判定された。

ξ



粒子線治療の現況について
(参考資料)

先進医療における粒子線治療の実績

勁
柳
７０。
６。。
珈
勒
珈
２。。
１００
。

９０。
ｍ
加
帥
５。０
４００
３００
加
ｍ
Ｏ

`

陽子線治療
20年度
(H20.6.30時点)

21年度
(H21.6.30時 点)

実施施設数 3施設 5施設

年間実施件数 611件 821件

1件当たり先進医療費用 2,850,879円 2,756,454円

1件当たり保険外併用療養費 215,457Fヨ 319,037FЧ

陽子線治療

"18年
度H19年度H20年度H21年度

重粒子線治療
20年度

(H20.6.30時点)

21年度
(H21.6.30時 点)

実施施設数 2施設 2施設

年間実施件数
634rト 7797キ

1件当たり先進医療費用 3,080,412R 3,023,297円

1件当たり保険外併用療養費 410,507FЧ 341,538円

重粒子線治療

H"年度H撃議 H2●●度H21年度



先進医療実施医療機関 (平成22年 1月現在)

沫:8動 ンタ
Tの

書理異
｀

平成21年 11月 時点
出典 :(財 )医用原子力技術研究振興財団
httpノ /w″wJuryush1 0r只ノhospt」 ion/hospta html
(一部改変)

陽子線
治療

千葉県 国立力くんセンター東病院

兵庫県 兵庫県立粒子線医療センター

静岡県 静岡県立静岡がんセンター

茨城県 筑波大学附属病院

福島県 (財 )脳神経疾患研究所附属南東北がん陽子線治療センター

重粒子線
治療

千葉県 (独 )放射線医学総合研究所・重粒子医科学センター病院

兵庫県 兵庫県立粒子線医療センター

(参考)建設中の施設一覧

陽子線
稼

福井県 福井県陽子線がん治療センター(仮称)

鹿児島県 がん粒子線治療研究センター

重粒子線
治療

群馬県 群馬大学重粒子線医学研究センター

告示番号33重粒子線治療 (固形がんに係るものに限る。)の施設基準

イ 主として実施する医師に係る基準

(1)専ら放射線科に従事し、当該診療科について十年以上の経験を有すること。
(2)放射線科専門医であること。
(3)当該療養について二年以上の経験を有すること。
(4)当該療養について、当該療養を主として実施する医師又は補助を行う医師として十例以
上の症例を実施しており、そのうち当該療養を主として実施する医師として五例以上の症例
を実施していること。

口 保険医療機関に係る基準

(1)放射線科を標榜していること。
(2)実施診療科において、常勤の医師が二名以上配置されていること。
(3)診療放射線技師が配置されていること。
(4)医療機器保守管理体制が整備されていること。
(5)倫理委員会が設置されており、必要なときは必ず事前に開催すること。
(6)医療安全管理委員会が設置されていること。
(7)当該療養について十例以上の症例を実施していること。

3
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(23)

θ
26)

平成2¬年11月 時点
出典 :(財)医用原子力技術研究振興財団
httpノ/wwwjuryush or/hospl● upn/hosp tal用 ml

平成20年 2月時点

放医研における重粒子線治療の登録患者数
1994年6月 ～2009年 7月

対象となっている
頭頭

“
530(11●

"先二E饉:243

骨軟

“
4フ7(99%)

先進臓僚』03

膵臓
125(20D

崚 :

注1)20年フ月1日～21年 6月 30日の期間を
対象とした実績報告における症例数。

注2)当該期間の報告症例数は計779症例。

※ 固形がんであれば、先進医療として保険併用が可能。
(現行の先進医療では、がんの種類について特段の限定をしていない)

多(27)

′

ち
薇 L

・肝がん

、  ・肺がん



【参考】粒子線治療とは
■粒子の大きさ

アメレゴン

電子よりも重い粒子を加速器で高速に加速したものを

重粒子線という。重粒子線は、中性子線、陽子線、

重イオン(炭素、ネオン等のイオン)線等に分けられる。

出典 :httロ ノ/wwwn"s貞 o lpttnfoノ re po“ /pamoh et/pdf/himac d Odf(一 部改変)
独立行政法人放射線医学総合研究所「HIMAC重粒子線がん治療装置」バンフレットより

【参考】従来法との比較

■従来の放射線治療は線2Fヨ照射の場合) ■重粒子線治療 (炭素イオン水平垂直2P月照射の場合)
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■各種放射線の生体内における線量分布
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出典 :httpプ /wwwn「s goJpハ nfo/re po rt/pampHet/pdf/h mlc‐ d odf(一 部改変)
独立行政法人放射線医学総合研究所「HIMAC重粒子線がん治療装置」バンフレットより
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先 -5-2
2 2. 3. 3

先進医療技術の施設基準の見直しに係る対応について

平成 22年度診療報酬改定における先進医療技術の再評価の結果、継続が妥当と判

断された技術について、主に以下の観点から見直しを行 う。

1 技術名及び適応症の明確化

先進医療名 として組み合わせて告示 している「技術名」と「適応症」を分離

して記載することにより、表現の整理及び明確化を図る。

2.各技術の施設基準の見直し

(例 )

(1)積極的に普及を促進すべき技術について、一部の施設基準を緩和する。

(2)重複すると考えられる要件を一本化する。

(3)関連学会により策定された指針等の遵守を要件化する。

(4)分野の類似した技術間で施設基準を比較し、適宜、整合性をとる※1。

(5)その他、以下の事務的な整理を行う。

①診療科名の表記について、関連規定
※2に基づき見直しを行 う。

②専門医資格の表記について、関連規定
※3に基づき見直しを行 う。

※ 1 他技術との整合性の観点から、新たな基準を設けぎるを得ない場合もあること
から:経過措置を設け、現に先進医療を実施している医療機関に配慮する。

※ 2 広告可能な診療科名の改正について (平成 20年 3月 31日 医政発第 0331042号 )
<参考資料 1参照>

※ 3 広告が可能な医師等の専門性に関する資格名等について (平成 19年 6月 18日
医政総発第 0618001号)<参考資料 2参照>



各先進医療技術の今後の取扱について

告示番号
(現0 先進医療技術名(現行)

適用
年月日

評価結果

1 高周波切除器を用いた子官腺筋症核出術 H17101 先進医療として継続

2
膝靭帯再建手術における画像支援ナビゲーション(前十字靭帯損傷又は後十
字靭帯損傷に係るものに限る。)

H1712_1 先進医療として継続

り

０
凍結保存同種組織を用いた外科治療(心臓弁又は血管を用いるものであっ
て、組織の凍結保存及び外科治療を同一施設内で行うものに限る。)

H1811 先進医療として継続

4
胎児心超音波検査 (産科スクリーニング胎児超音波検査において心疾患が強
く疑われる症例に係るものに限る。)

H1861 保険導入

ｒ
●
インプラント義歯 (顎骨の過度の吸収により、従来の可撤性義歯では咀嘔機能
の回復が困難なものに限る。)

S60111 先進医療として継続

ｒ
υ
顎顔面補綴 (腫瘍手術、外傷及び炎症その他の原因により顔面領域に生じた
広範囲の実質欠損に係るものに限る。)

S61101 先進医療として継続

7
顎関節症の補織学的治療(顎関節症(顎関節内障、下顎頭の著しい変形及び
顎関節円板の断裂を除く。)に係るものに限る。)

S6231 先進医療から肖1除

０
０
経皮的埋め込み電極を用いた機能的電子刺激療法(神経の障害による運動
麻痺又は骨 関節手術後の筋萎縮に係るものに限る。)

H4.111 先進医療から肖1除

ｎ
υ 人工括約筋を用いた尿失禁の治療 H551 先進医療として継続

ｎ
υ 光学印象採得による陶材歯冠修復法 (歯冠部麟蝕の修復に係るものに限る。) H771 先進医療として継続

経皮的レーザー椎間板減圧術 (内視鏡下によるものを含み、椎間板ヘルニア
に係るものに限る。) H871 先進医療として継続

ｎ
４
造血器腫瘍細胞における薬剤耐性遺伝子産物P糖蛋自の測定(白血病、悪性
リンパ腫又は多発性骨髄腫その他の造血器悪性腫瘍に係るものに限る。)

H8121 先進医療として継続

う

０

スキンドフアイバー法による悪性高熱症診断法 (手術が予定されている者で、
悪性高熱症が強く疑われる者に係るものに限る。)

H971 先進医療として継続

14 CTガイド下気管支鏡検査(肺腫瘍に係るものに限る。) H1021 先進医療として継続

ｒ
ｕ

先天性血液凝固異常症の遺伝子診断 (アンチトロンビン欠乏症.第Ⅶ因子欠
乏症t先天性アンチトロンビンIll欠乏症、先天性ヘパリンコファクターⅡ欠乏症
又は先天性プラスミノゲン欠乏症に係るものに限る。)

H10101 先進医療として継続

Ｃ
ｕ 筋強直性又は筋緊張性ジストロフィーのDNA診断 Hl1 61 先進医療として継続



告示番号
(現行) 先進医療技術名(現行)

適用
年月日

評価結果

７
‥

SDI法による抗悪性腫瘍感受性試験 (消化器がん、頭頸部がん、乳がん、肺
がん、がん性胸・腹膜炎、子宮頸がん、子宮体がん又は卵巣がんに係るもの
に限る。)

Hl1 61 先進医療として継続

二次元形状解析による顔面の形態的診断 (頭蓋、顔面又は頸部の変形性疾患
に係るものに限る。)

Hl1 9.1 先進医療として継続

HDRA法又はCD―DST法による抗悪性腫瘍感受性試験 (消化器がん (根治度
Cの胃がんを除く。)、 頭頸部がん、亭Lがん、肺がん、がん性胸薇 膜炎、子官
頸がん、子宮体がん又は卵巣がんに係るものに限る。)

H1231 先進医療として継続

ｎ
υ
●
‘
子宮頸部前がん病変のHPV― DNA診断 (子宮頸部軽度異形成に係るものに
限る。) H1231 保険導入

腹腔鏡下肝部分切除術(肝外側区域切除術を含み、肝腫瘍に係るものに限
る。) H127_1 保険導入

●
‘
う
‘ 悪性腫瘍に対する陽子線治療 (固形がんに係るものに限る。) H13_71 先進医療として継続

●
●
う
４

エキシマレーザーによる治療的角膜切除術(角膜ジストロフィー又は帯状角膜
変性に係るものに限る。)

H1331 保険導入

“
，
０
こ 成長障害のDNA診断(特発性低身長症に係るものに限る。) H1331 先進医療として継続

●

‘

門脈圧完進症に対する経頸静脈肝内門脈大循環短絡術 (内視鏡的治療若しく
は薬物治療抵抗性の食道静脈瘤又は胃静脈瘤、円脈圧克進症性胃腸症、難
治性腹水又は難治性肝性胸水に係るものに限る。)

H1541 先進医療として継続

ｒ
ｕ
●
‘
手L房温存療法における鏡視下腋高郭清術 (主に手L房温存手術が可能なステー
ジ I又はIの早しがんに係るものに限る。) H1541 先進医療から削除

７
‥
声帯内自家側頭筋膜移植術 (―側性反回神経麻痺又は声帯溝症に係るもの
に限る。) H1571 先進医療から削除

28
骨髄細胞移植による血管新生療法(開塞性動脈硬化症又はパージャー病 (従
来の治療法に抵抗性のもので、フォンタン分類Ⅲ度又は同分類Ⅳ度のものに
限る。)に係るものに限る。)

H1571 先進医療として継続

ｎ
υ
●
‘
ミトコンドリア病のDNA診断 (高手L酸血症その他のミトコンドリア機能低下が疑
われる疾患に係るものに限る。)

H1591 先進医療として継続

ｎ
υ
う
０

鏡視下肩峰下腔徐圧術 (透析アミロイド肩関節症又は腱板断裂、五十肩若しく
は関節リウマチその他の原因による肩インピンジメント症候群に係るものに限
る。)

H1591 先進医療として継続

●

●

神経変性疾患のDNA診断(ハンチントン舞踏病、脊髄小脳変性症、球脊髄性
筋萎縮症、家族性筋萎縮性側索硬化症、家族性低カリウム血症性周期性四肢
麻痺又はマックリード症候群その他の神経変性疾患に係るものに限る。)

H1591
一部の適応症を保険導入、残りの適
応症については先進医療として継続

Xl

●

●

難治性眼疾患に対する羊膜移植 lTI(再発翼状片、角膜上皮欠損(角膜移植に
よるものを含む。)、 角膜穿孔、角膜化学腐食、角膜療痕、瞼球癒着 (スティー
プンス・ジョンソン症候群、眼類天疱清、熱・化学外傷搬痕その他の重症の確
痕性角結膜疾患を含む。)、 結膜上皮内過形成又は結膜腫瘍その他の眼表面
疾患に係るものに限る。)

H15111 先進医療として継続



告示番号
(現行 ) 先進医療技術名 (現行 )

適用
年月日

評価結果

つ
０
０
０ 重粒子線治療(固形がんに係るものに限る。) H15111 先進医療として継続

34
脊椎腫瘍に対する腫瘍脊椎骨全摘術(原発性脊椎腫瘍又は転移性脊椎腫瘍
に係るものに限る。)

H1611 先進医療として継続

ｒ
υ

31憐―磁気共鳴スペクトロスコピーとヶミカルシフト画像による糖尿病性足病
変の非侵襲的診断 (穂尿病性足病変危険群と考えられる糖尿病患者に係るも
のに限る。)

H1681 先進医療として継続

●
υ
う
０ 神経芽腫のRNA診断 H1631 先進医療として継続

７
‥
つ
０

硬膜外腔内視鏡による難治性腰下肢痛の治療 (腰椎椎間板ヘルニア、腰部脊
推管狭窄症又は腰椎手術の実施後の腰下肢痛(保存治療に抵抗性のものに
限る。)に係るものに限る。)

H1681 先進医療として継続

０
０
重症BCG副反応症例における遺伝子診断(BCG副反応症例又は非定形抗酸
菌感染で重症、反復若しくは難治である場合に係るものに限る。)

H1631 先進医療として継続

６
Ｊ
０
０ 骨軟部腫瘍切除後骨欠損に対する自家液体窒素処理骨移植 H16111 先進医療として継続

ｎ
υ
И
■

陣腫瘍に対する腹腔鏡補助下降切除術(インスリノーマ、牌動脈瘤、粘液性嚢
胞腫瘍、膵管内腫瘍その他の膵良性腫瘍に係る膵体尾部切除又は核出術に
限る。)

H16111 先進医療として継続

41
低悪性度非ホジキンリンパ腫の遺伝子診断(マントル細胞リンパ腫の補助診断
として用いるものに限る。)

H16111 先進医療として継続

０
‘
力
” 悪性脳腫瘍に対する抗悪性腫瘍剤治療における薬剤耐性遺伝子解析 H16111 先進医療として継続

つ
０
”
■
Q熱診断における血清抗体価測定及び病原体遺伝子診断 (急性期又は慢性
期の0熱に係るものに限る。)

H16111 先進医療として継続

44
エキシマレーザー冠動脈形成術 (経皮的冠動脈形成術 (エキシマレーザー冠
動脈形成術を除く。)による治療が困難なもの、慢性完全閉塞のもの又はこれ
に準ずるものに係るものに限る。)

H16111 先進医療として継続

45
活性化Tリンパ球移入療法 (原発性若しくは続発性の免疫不全症の難治性日
和見感染症又は慢性活動性EBウイルス感染症に係るものに限る。)

H16111 先進医療から削除

“
■ 家族性アルツハイマー病の遺伝子診断 H16121 先進医療として継続

一ｒ■
９
膀眺尿管逆流症に対する腹腔鏡下逆流防止術(膀騰尿管逆流症(国際分類グ
レードVの高度逆流症を除く。)に係るものに限る。)

H16121 先進医療として継続

０
０
′
■ 三次元再構築画像による股関節疾患の診断及び治療 H16121 先進医療として継続

ｎ
０
И
『

泌尿生殖器腫瘍の後腹膜リンパ節転移に対する腹腔鏡下リンパ節郭清術(泌
尿生殖器腫瘍のリンパ節転移例又は画像上リンパ節転移が疑われるものに係
るものに限る。)

H1721 先進医療として継続



告示番号
(現行 ) 先進医療技術名(現行)

適用
年月日

評価結果

ｎ

ｕ

HLA抗原不一致血縁ドナーからのCD34陽性造血幹細胞移植(HLA適合ド
ナーがいないために造血幹細胞移植が受けられない小児のがん、難治性造血
障害又は免疫不全症に係るものに限る。)

H1721 先進医療として継続

ｒ
ｕ

頸椎椎間板ヘルニアに対するヤグレーザーによるCT透視下の経皮的椎間板
減圧術 (頸椎椎間板ヘルニア(画像診断上推間板繊維輸の破綻していないへ
ルニアであつて、神経根症が明らかであり保存治療に抵抗性のもの(後縦靭帯
骨化症、脊椎管狭窄状態又は脊椎症状のあるものを除く。))に係るものに限
る。)

H1721 先進医療から削除

０
こ
Ｅ
υ
ケラチン病の遺伝子診断 (水疱型魚鱗癬様紅皮症又は単純型表皮水疱症そ
の他の遺伝子異常に係るものに限る。)

H1741 先進医療として継続

う
０
Ｅ
υ 隆起性皮膚線維肉腫の遺伝子診断 H1741 先進医療として継続

54
末梢血幹細胞による血管再生治療 (慢性閉塞性動脈硬化症又はパージヤー病
(重篤な虚血性心疾患又は脳血管障害を有するものを除く。)に係るものに限
る。)

H17_61 先進医療として継続

Ｅ
υ
Ｅ
υ

末梢血単核球移植による血管再生治療 (慢性閉塞性動脈硬化症又はパー
ジヤー病 (従来の内科的治療又は外科的治療が無効であるものに限り、三年
以内の悪性新生物の既往又は未治療の結尿病性網膜症のあるものを除く。)
に係るものに限る。)

H1761 先進医療として継続

ｒ
ｕ
一ｂ

一絨毛膜性双胎妊娠において発症した双胎間輸血症候群に対する内視鏡的
胎盤吻合血管レーザー焼灼術 (双胎間輸血症候群に罹患した一織毛膜性双
胎妊娠の症例 (妊娠十六週から二十六週に限る。)に係るものに限る。)

H1791 先進医療として継続

７
′
Ｅ
υ
カラー蛍光観察システム下気管支鏡検査及び光線力学療法(肺がん又は気管
支前がん病変に係るものに限る。)

H18101 先進医療として継続

０
０
ｒ
υ
先天性銅代謝異常症の遺伝子診断(ウィルソン病、メンケス病又はオクシピタ
ルホーン症候群に係るものに限る。)

H18111 先進医療として継続

ｎ
υ
ｒ
υ

超音波骨折治療法 (四肢の骨折 (治療のために手術中に行われるものを除
く。)のうち、観血的手術を実施したもの (開放骨折又は粉砕骨折に係るものを
除くb)に係るものに限る。)

H1811_1 先進医療として継続

ｎ
υ
晨
υ

CYP2C19遺伝子多型検査に基づくテーラーメイドのヘリコパクター・ピロリ除
菌療法 (ヘリコパクター・ピロリ感染を伴う胃潰瘍又は十二指腸漬瘍に係るもの
に限る。)

H1941 先進医療として継続

Ｃ

ｕ

非生体ドナーから採取された同種骨・靭帯組織の凍結保存 (骨又は靭帯の再
建術であって、先天性疾患、外傷性(欠損性又は感染性偽関節に係るものに
限る。)、 骨腫瘍切除後、関節固定術時若しくは人工関節置換術時 (初回又は
再置換術時に限る。)の広範囲骨欠損、脊椎固定術時の骨融合促進又は靭帯
断裂による関節不安定性に係るものに限る。)

H1941 先進医療として継続

●
‘
晨
Ｕ

XttCT画像診断に基づ〈手術用顕微鏡を用いた歯根端切除手術 (難治性根尖
性歯周炎であつて、通常の根管治療では効果が認められないものに係るもの
に限る。)

H1941 先進医療として継続

●
●
●
０

定量的CTを用いた有限要素法による骨強度予測評価 (骨粗髯症、骨変形若し
くは骨1重瘍又は骨腫瘍掻爬術後若しくは骨髄炎掻爬術後の症状に係るものに
限る。)

H1961 先進医療として継続

64 膀眺水圧拡張術 (間質性膀脱炎に係るものに限る。) H1991 保険導入



告示番号
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評価結果

Ｅ
υ
●
υ 色素性乾皮症に係る遺伝子診断 H19101 先進医療として継続

企
Ｕ
α
υ 先天性高インスリン血症に係る遺伝子診断 H19101 先進医療として継続

７
１
●
υ
歯周外科治療におけるバイオ・リジエネレーション法 (歯周炎による重度垂直性
骨欠損に係るものに限る。)

H19101 先進医療として継続

０

０
セメント固定人工股関節再置換術におけるコンピュータ支援フルオロナビゲー
ションを用いたセメント除去術 (人工股関節のたるみに係るものに限る。)

H19111 先進医療として継続

ｎ
υ
ａ
υ 腹腔鏡下直腸固定術(直腸脱に係るものに限る。) H19111 先進医療として継続

ｎ
ｕ
７
‥
骨移動術による関節温存型再建 (骨軟部腫瘍切除後の骨欠損に係るものに限
る。)

H19121 先進医療として継続

７

‘
肝切除手術における画像支援ナビゲーション(原発性肝がん、肝内胆管がん、
転移性肝がん又は生体肝移植ドナーに係るものに限る。)

H2011 先進医療として継続

●
‘
７
‘

樹状細胞及び腫瘍抗原ペプチドを用いたがんワクチン療法(腫瘍抗原を発現
する消化管悪性腫瘍 (食道がん、胃がん又は大腸がん)、 進行再発手Lがん又
は原発性若しくは転移性肺がんに係るものに限る。)

H1721 先進医療として継続

７
′
自己腫瘍・組織を用いた活性化自己リンパ球移入療法 (がん性の胸水、腹水
又は進行がんに係るものに限る。)

H1021 先進医療として継続

74
自己腫瘍・組織及び樹状細胞を用Lヽた活性化自己リンパ球移入療法 (がん性
の胸水、腹水又は進行がんに係るものに限る。)

H811.1 先進医療として継続

７
′ リアルタイムPcRを用いた迅速診断(EBウ イルス感染症に係るものに限る。) H2021 先進医療として継続

Ｃ
ｕ
７
１

内視鏡下小切開泌尿器腫瘍手術(尿管腫瘍、膀批腫瘍、後腹膜腫瘍、後腹瞑
リンパ節腫瘍 (精巣がんから転移したものに限る。)又は骨盤リンパ節腫瘍(泌
尿器がんから転移したものに限る。)に係るものに限る。)

H202■ 先進医療として継続

７
‘ 多焦点眼内レンズを用いた水晶体再建術(白内障に係るものに限る。) H207_1 先進医療として継続

０
●
７
‘
先天性難聴の遺伝子診断 (遺伝性による先天性難聴が疑われるものに係るも
のに限る。)

H207.1 先進医療として継続

ｎ
υ
７
′

フェニルケトン尿症の遺伝子診断(フェニルケトン尿症、高フェニルアラニン血
症又はビオプテリン反応性フェニルアラニン水酸化酵素欠損症に係るものに限
る。)

H2071 先進医療として継続

80

培養細胞による先天性代謝異常診断(先天性代謝異常 (ライソゾーム病に限
る。)に罹患する可能性の高い胎児若しくは新生児又は先天性代謝異常 (ライ
ソゾーム病に限る。)が疑われる小児に係るものであつて、酵素補充療法によ
る治療が出来ないものに限る。)

H2071 先進医療として継続

０

０
腹腔鏡下子宮体がん根治手術 (手術進行期分類 Ib期までの子宮体がんに係
るものに限る。)

H2071 先進医療として継続



研
０
箭
Ｑ

先進医療技術名(現行)
適用
年月日

評価結果

●
‘
０
０ 培養細胞による脂肪酸代謝異常症又は有機酸代謝異常症の診断 H2081 先進医療として継続

●
０ RET遺伝子診断 (甲状腺髄様癌に係るものに限る。) H2091 先進医療として継続

84 角膜
ジストロフィーの遺伝子解析 (角膜ジストロフィーと診断された症例に係る

ものに限る。) H20121 先進医療として継続

Ｅ
０
０
０
強度変調放射線治療 (限局性の固形悪性腫瘍(頭頸部腫瘍、前立腺腫瘍又は
中枢神経腫瘍であって、原発性のものを除く。)に係るものに限る。)

H2012.1 保険導入

公
Ｕ
０
０

マイクロ波子宮内膜アプレーション(機能性及び器質性過多月経 (ただし、妊學
性の温存が必要な場合又は子宮内膜がん、異型内膜増殖症その他の悪性疾
患及びその疑いがある場合を除く。)であつて、子宮壁厚十ミリメートル以上の
症例に係るものに限る。)

H2111 先進医療として継続

７
′
Ｏ
Ｏ
抗EGFR抗体医薬投与前におけるKRAS遺伝子変異検査(EGFR陽性の治
癒切除不能な進行又は再発の結腸又は直腸がんに係るものに限る。)

H2131 保険導入

０
０
０
０

光トポグラフィー検査を用いたうつ症状の鑑別診断補助(ICD-10(統計去第
二十八条及び附則第二条の規定に基づき、疾病、傷害及び死因に関する分類
の名称及び分類表を定める件 (平成二十一年総務省告示第百七十六号)の
「(1)疾病、傷害及び死因の統計分類基本分類表」に規定する分類をいう。)に
おいてF2(統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害)に分類される疾
病及びF3(気分(感情)障害)に分類される疾病のいずれかの疾病の患者であ
ることが強く疑われるうつ症状の者(器質的疾患に起因するうつ症状の者を除
く。)に係るものに限る。)

H2141 先進医療として継続

ｎ
υ
０
０

内視鏡下筋膜下不全穿通枝切離術(下肢慢性静脈不全症(下腿の広範囲の
皮膚に色素沈着、硬化若しくは萎縮が起こり、又は潰瘍を有するとともに、超
音波検査により穿通枝の血液が逆流してもヽることが確認され、かつ、従来の外
科的治療法の実施により根治性が期待できないものに限る。)に係るものに限
る。)

H2151 先進医療として継続

ｎ
υ
ｎ
υ
歯科用CAD・ CAMシステムを用いたハイプリッドレジンによる歯冠補綴(4ヽ日
歯の重度の麟蝕に対して全部被覆冠による歯冠補綴が必要な場合に限る。)

H2151 先進医療として継続

ｎ

●

大腸腫瘍に対する内視鏡的粘膜下層剥離術(早期大腸がん〈EMR(内視鏡的
粘膜切除術をいう。以下同じ。)では一括切除が困難なニセンテメートル以上
の病変であつて、拡大内視鏡診断又は超音波内視鏡診断による十分な術前評
価の結果、根治性が期待できるものに限る。)又は腺腫(EMRを実施した際の
病変の挙上が不良なもの又はEMRを実施した後に遺残又は再発したもので
あってEMRでは切除が困難な一センチメートル以上の病変のものに限る。)に
係るものに限る。)

H2161 先進医療として継続
(実績報告がないため評価対象外)

実物大臓器立体モデルによる手術支援(骨盤、四肢骨又は関節に著しい変形
又は欠損を伴う疾患又は外傷に係るものに限る。)

H2171 先進医療として継続
(実績報告がないため評価対象外)

つ
０
ｎ
Ｊ

無拘束型多点感圧シートセンサを用いた検査(閉塞性睡眠時無呼吸症候群が
強く疑われる症状 (習慣性がある激しいいびき、日中の傾眠等をいう。)及び所
見 (肥満、薬物療法に対して抵抗性を有する高血圧等をいう。)が認められる者
又は中枢性睡眠時無呼吸症候群が強く疑われる慢性心不全の者に係るもの
に限る。)

H2181 先進医療として継続
(実績報告がないため評価対象外)

94
リアルタイムPCRを用いた迅速診断(単純疱疹ウイルス感染症又は水痘帯状
疱疹ウイルス感染症に係るものであつて、免疫不全のため他の方法による鑑
別診断が困難なものに係るものに限る。)

H2191 先進医療として継続
(実績報告がないため評価対象外)

ｒ
ｕ
ｎ
υ
小児期の悪性腫瘍に対する18FDGを用いたポジトロン断層撮影による検査
(神経芽腫、軟部腫瘍、胚細胞性腫瘍又は腎芽腫に係るものに限る。)

H21101 保険導入
※2



告示番号
(現行) 先進医療技術名 (現行) 適用

年月日
評価結果

96※
3
腋嵩リンパ節郭清術の実施前におけるセンチネルリンパ節の同定及び生検
(触診及び画像診断の結果、腋高リンパ節への転移が認められない手しがんに
係るものであつて、放射性同位元素及び色素を用いて行うものに限る。)

H1591 保険導入

97※
3
腋冑リンパ節郭清術の実施前におけるセンチネルリンパ節の同定及び生検
(触診及び画像診断の結果、腋高リンパ節への転移が認められない乳がんに
係るものであって、色素を用いて行うものに限る。)

H1591 保険導入

98×
3
悪性黒色腫におけるセンチネルリンパ節の同定、転移の検索及び遺伝子診断
(触診及び画像診断の結果、悪性黒色腫の遠隔転移が認められないもので
あって、臨床的に所属リンパ節の腫大が確認されていないものに限る。)

H1541 保険導入

99×
3
悪性黒色腫におけるセンチネルリンパ節の同定及び転移の検索 (触診及び画
像診断の結果、悪性黒色腫の遠隔転移が認められないものであつて、臨床的
に所属リンパ節の腫大が確認されていないものに限る。)

H1591 保険導入

ｎ
Ｕ
網膜芽細胞腫の遺伝子診断 (網膜芽細胞腫患者又は当該患者の血族 (当該
患者の疾患が遺伝性疾患である場合に限る。)) H21111 先進医療として継続

(実績報告がないため評価対象外)

ｎ

υ
胸腔競下動脈管開存症手術(最大径が十ミリメートル以下であつて、石灰化、
感染又は瘤化していない動脈管の動脈管開存症に係るものに限る。)

H2211 先進医療として継続
(実績報告がないため評価対象外)

ｎ

υ
腹腔鏡下スリーブ状胃切除術(BMI(体 重(キログラム)を身長 (メートル)の二
乗で除して得た数値をいう。)が三十五以上のBE満症に係るものに限る。)

H2211 先進医療として継続
(実績報告がないため評価対象外)

０
０
ｎ
υ 腹腔鏡下膀肌内手術 (膀脱尿管逆流症又は巨大尿管症に係るものに限る。) H2211 先進医療として継続

(実績報告がないため評価対象外)

104 腹腔鏡下根治的膀眺全摘除術 (浸潤性膀眺がんに係るものに限る。) H2221 先進医療として継続
(実績報告がないため評価対象外)

※ 1
ハンチントン舞踏病及び球脊髄性筋萎縮症については保険導入され、脊髄小脳変性症、家族性筋姜縮性側索硬イヒ症、家族性低カリウム血症
性周期性四肢麻痺又はマックリード症候群については先進医療として継続することとされた。

※2
実績給 がないために先進囀 専門家会謝 こおいては評価対象外で

匂 罪 ゝ参曇黎鰊 霜F分
科却 における既収載技術の再評価

に際してPET検査の適応拡大がなされた結果、本技術の適応症につい‐

※3
第3項先進医療 (高度医療 )として実績を重ねた後、平成21年 8月 に医薬品 (放射性同位元素及び色素)の薬事承認が得られたため、同年10月 1
日より4種類に再編成した上で第2項先進医療として実施されることとなつた。



平成22年 1月時点の
先進医療技術

計103技術
(平成22年 1月時点)

平成22年度診療報酬改定における
第2項先進医療の保険導入等及び施設基準の見直しについて

中医協への報告内容

口 、

‐ ´

ｒ
、

先
進
医
療
専
門
家
会
議
で
の
審
議

ヽ
い
Ｘ

″
′

※1:

※2:

|口 ____」 I_____:

一部保険導入となり、残りが先進医療として継続
となつた先進医療がある(告示番号31番 )。

実績報告がなく評価対象外だった先進医療で、
中医協医療技術評価分科会における評価の結果、
保険導入となつた技術がある(告示番号95番 )。

施設基準
の見直し

平成22年4月 ～

「

‐‐■由‐ローロローロ

1

計86技術
(平成22年 3月時点)



分類 l  ① 体細胞の遺伝子診断  (18技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

番

号

先進医療技術名 称

適応症 (案 )
一
Ｔ現 新技術名 (案 )

神
経
内
科
関
係

筋強直性又は筋緊張性ジス トロフ

ィーのDNA診 断
筋強直性ジス トロフィ
ーのDNA診 断 筋強直性ジス トロフィー

ミトコンドリア病のDNA診 断
(高乳酸血症その他のミトコンド
リア機能低下が疑われる疾患に係
るものに限る。)

ミトコンドリア病のD
NA診断 ミトコンドリア病

神経変性疾患のDNA診 断 (ハン
チントン舞踏病、脊髄小脳変性症、
球脊髄性筋萎縮症、家族性筋萎縮
性側索硬化症、家族性低カリウム
血症性周期性四肢麻痺又はマック
リー ド症候群その他の神経変性疾
患に係るものに限る。)

神経変性疾患のDNA
診断

脊髄小脳変性症、家族性筋萎縮性側
索硬化症、家族性低カリウム血症性
同期性四肢麻痺、マックリー ド症候
群

家族性アルツハイマー病の遺伝子
診断

家族性アルツハイマー

病の遺伝子診断
家族性アルツハイマー病

小
児
科
関
係

成長障害のDNA診 断 (特発性低
身長症に係るものに限る。)

成長障害のDNA診断 特発性低身長症

先天性銅代謝異常症の遺伝子診断
(ウ ィルソン病、メンケス病又は
オクシピタルホーン症候群に係る
ものに限る。)

先天性銅代謝異常症の
遺伝子診断

ウィルソン病、メンケス病又はオク
シピタルホーン症候群

先天性高インスリン血症に係る遺
伝子診断

先天性高インスリン血
症に係る遺伝子診断

先天性高インスリン血症

フェニルケ トン尿症の遺伝子診断
(フ ェニルケ トン尿症、高フェニ

ルアラニン血症又はビオプテリン

反応性フェニルアラニン水酸化酵
素欠損症に係るものに限る。)

フエニルケ トン尿症の

遺伝子診断

フエニルケ トン尿症、高フェニルア
ラニン血症又はビオプテリン反応
性フェニルアラニン水酸化酵素欠
損症

皮
膚
科
関
係

ケラチン病の遺伝子診断 (水疱型
魚鱗癬様紅皮症又は単純型表皮水
疱症その他の遺伝子異常に係るも
のに限る。)

ケラチン病の遺伝子診
断

水疱型魚鱗癬様紅皮症又は単純型
表皮水疱症など

色素性乾皮症に係る遺伝子診断
色素性乾皮症の遺伝子
診断

色素性乾皮症

そ
の
他

先天性血液凝固異常症の遺伝子診
断 (ア ンチ トロンビン欠乏症、第
VII因子欠乏症、先天性アンチ トロ
ンピン HI欠乏症、先天性ヘパリン
コファクターH欠乏症又は先天性
プラスミノゲン欠乏症に係るもの
に限る。)

先天性血液凝固異常症
の遺伝子診断

アンチトロンビン欠乏症、第 VII因
子欠乏症、先天性アンチ トロンピン
HI欠乏症、先天性ヘパリンコファ
クターH欠 乏症又は先天性プラス
ミノゲン欠乏症

重症BCG副 反応症例における遺
伝子診断 (BCG副反応症例又は
非定型抗酸菌感染で重症、反復若
しくは難治である場合に係るもの
に限る。)

重症BCG副 反応症例
における遺伝子診断

B C G Ell反 応症例又は非定型抗酸
菌感染で重症、反復若しくは難治で
あるもの

番

号

先進医療技術名称

適応症 (案 )一Ｔ現 新技術名 (案 )

先天性難聴の遺伝子診断 (遺伝性
による先天性難聴が疑われるもの

に係るものに限る。)

先天性難聴の遺伝子診
断

先天性難聴

RET遺 伝子診断 (甲 状腺髄様癌
に係るものに限る。)

RET遺伝子診断 甲状腺髄様癌

角膜ジス トロフィーの遺伝子解析
(角膜ジス トロフィーと診断され

た症例に係るものに限る。)

角膜ジストロフィーの

遺伝子解析
角膜ジストロフィー

網膜芽細胞腫の遺伝子診断 (網膜
茅細胞腫患者又は当該患者の血族
(当該患者の疾患が遺伝性疾患で
ある場合に限る。))

網膜芽細胞腫の遺伝子
診断

網膜芽細胞腫患者又は当該患者の
血族 (当該患者の疾患が遺伝性疾患
である場合に限る。)

先
天
性
代
謝
異
常
症

培養細胞による先天性代謝異常診
断 (先天性代謝異常 (ラ イソゾー
ム病に限る。)に罹患する可能性の
高い胎児若 しくは新生児又は先天
性代謝異常 (ラ イソゾーム病に限
る。)が疑われる小児に係るもので
あって、酵素補充療法による治療
が出来ないものに限る。)

培養細胞による先天性
代謝異常診断

ライソゾーム病 (ムコ多糖症 I・ エ
型、ゴーシェ病、ファプリ病、ポン
ペ病を除く。)

培養細胞による脂肪酸代謝異常症
又は有機酸代謝異常症の診断

培養細胞による代謝異
常症の診断

脂肪酸代囲異常症又は有機酸代翻
異常症



平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)分類 l  ① 体細胞の遺伝子診断  (18技術)

I.実施責任医師の要件

1‐01診療科 (医師)

爵鍔 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

神
経
内
科

筋強直性又は筋緊張性ジストロフィー
のDNA診断 内科、神経内科又は小児科 神経内科又は小児科

ミトコンドリア病のDNA診 断 内科、神経内科又は小児科 (変更なし)

神経変性疾患のDNA診 断 内科、神経内科又は小児科 神経内科又は小児科

家族性アルツハイマー病の遺伝子診断 内科、精神科又は神経内科 神経内科又は精神科

小
児
科

成長障害のDNA診 断 内科又は小児科 (変更なし)

先天性銅代謝異常症の遺伝子診断 内科又は小児科 神経内科又は小児科

先天性高インス リン血症に係 る遺伝子
診断

小児科又は小児外科 (変更なし)

フェニルケ トン尿症の遺伝子診断 小児科 (変更なし)

皮

膚

ケラチン病の遺伝子診断 皮膚科 皮膚科又は小児科

色素性乾皮症に係る.遺伝子診断 皮膚科 皮膚科又は小児科

そ

の
他

先天性血液凝固異常症の遺伝子診断 内科又は小児科 血液内科又は小児科

重症B C GEll反応症例における遺伝子
診断

内科又は小児科 (変更なし)

先天性難聴の遺伝子診断 耳鼻いんこう科 (変更なし)

RET遺 伝子診断 内科、小児科、外科、小児外科
又は耳鼻いんこう科

(変更なし)

角膜ジス トロフィーの遺伝子解析 眼科 変更なし)

網膜芽細胞腫の遺伝子診断 眼科 変更なし)

代

謝

培養細胞による先天性代謝異常診断 小児科又は産婦人科 変更なし)

培養細胞による脂肪酸代謝異常症又は
有機酸代謝異常症の診断

小児科又は産婦人科 (変更なし)

1‐02資格

爵号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

神
経

内
科
関
係

筋強直性又は筋緊張性ジストロフィー
のDNA診断

神経内科専門医、小児科専F5医
又は臨床遺伝専門医

(変更なし)

ミトコンドリア病のDNA診 断
内分泌代謝科専門医、神経内科
専門医、小児科専門医又は臨床
遺伝専門医

(変更なし)

神経変性疾患のDNA診 断 神経内科専門医、小児科専門医
又は臨床遺伝専門医

(変更なし)

家族性アルツハイマ~病の遺伝子診断 神経内科専門医又
は臨床遺伝専

門医
(変更なし)

小
児
科
関
係

成長障害のDNA診 断 内分泌代謝科専門医、小児科専
門医又は臨床遺伝専門医

(変更なし)

先天性銅代謝異常症の遺伝子診断
内科専門医、小児科専門医又は
臨床遺伝専門医

神経内科専門医、小
児科専門医又は臨床
遺伝専Fl医

先天性高インスリン血症に係る遺伝子
診断

小児科専門医、日本小児外科専
門医又は臨床遺伝専門医

(変更なし)

7・ェニルケトン尿症の遺伝子診断
小児科専門医又は臨床遺伝専l15
医

(変更なし)

皮
膚
科
関
係

ケラチン病の遺伝子診断
皮膚科専P5医又は臨床遺伝専門
医

皮膚科専門医、小児
科専Pl医又は臨床遺
伝専門医

色素性乾皮症に係る遺伝子診断
皮膚科専P5医又は臨床遺伝専門
医

皮膚科専門医、小児
科専門医又は臨床遺
伝専門医

そ

の
他

先天性血液凝固異常症の遺伝子診断
血液専門医、小児科専門医又は
臨床遺伝専門医

(変更なし)

重症 BCG副 反応症例における遺伝子
診断

感染症専門医又は臨床遺伝専門
医

(変更なし)

先天性難聴の遺伝子診断
耳鼻咽喉科専門医又は臨床遺伝
専門医

(変更なし)

RET遺 伝子診断

総合内科専門医、内分泌代謝科
専門医、小児科専門医、外科専
門医、小児外科専門医、耳鼻い
んこう科専門医又は臨床遺伝専
門医

(変更なし)

角膜ジス トロフィーのila伝子解析 眼科専門医又は臨床遺伝専門医 (変更なし)
100 網膜芽細胞腫の遺伝子診断 眼科専門医又は臨床遺伝専門医 (変更なし)

代

謝

培養細胞による先天性代謝異常診断
小児科専門医、産婦人科専門医
又は臨床遺伝専門医

(変更なし)

培養細胞による脂肪酸代謝異常症又は
有機酸代謝異常症の診断

小児科専門医、産婦人科専門医
又は臨床遺伝専門医

(変更なし)



分類 l  ① 体細胞の遺伝子診断 (18技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別1比較)

I¨03当該診療科の経験年数

酪号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

神
経
内
科

筋強直性又は筋緊張性ジス トロフィーのDNA診 断 5年以上

ミトコンドリア病のDNA診 断 5年 以上

神経変性疾患のDNA診 断 5年以上

家族性アルツハイマー病の遺伝子診断 5年以上

小
児

科
関
係

成長障害のDNA診断 5年以上

先天性銅代謝異常症の遺伝子診断 5年以上 (変更なし)

先天性高インスリン血症に係る遺伝子診断 3年以上 5年以上

フェニルケ トン尿症の遺伝子診断 5年以上 (変更なし)

皮
膚
科

ケラチン病の遺伝子診断 5年以上

色素性乾皮症に係る遺伝子診断 5年以上 (変更なし)

そ

の
他

先天性血液凝固異常症の遺伝子診断 3年以上 5年 以上

重症BCG副 反応症例における遺伝子診断 5年以上 (変更なし)

先天性難聴の遺伝子診断 5年以上 (変更なし)

RET遺 伝子診断 5年以上 〈変更なし)

角膜ジストロフィーの遺伝子解析 5年以上 (変更なし)

網膜芽細胞腫の遺伝子診断 5年以上 (変更なし)

代

謝

培養細胞による先天性代謝異常診断 5年以上 (変更なし)

培養細胞による脂肪酸代謝異常症又は有機酸代謝異常症の診断 5年以上 (変更なし)

1‐05当該技術の経験症例数

番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

神
経
内
科

筋強直性又は筋緊張性ジス トロフィーのDNA診 断 2例以上 1例以上

ミトコン ドリア病のDNA診 断 1例以上 (変更なし)

神経変性疾患のDNA診 断 2例以上 1例以上

家族性アルツハイマー病の遺伝子診断 2例以上 1例以上

小
児
科

成長障害のDNA診 断 3例以上 1例以上

先天性銅代謝異常症の遺伝子診断 1例以上 (変更なし)

先天性高インスリン血症に係る遺伝子診断 1例以上 (変更なし)

フェニルク トン尿症の遺伝子診断 1例以上 (変更なし)

皮

膚

ケラチン病の遺伝子診断 1例以上 (変更なし)

色素性乾皮症に係る遺伝子診断 3例以上 1例以上

そ

の
他

先天性血液凝固異常症の遺伝子診断 1例以上 (変更なし)

重症BCG副 反応症例における遺伝子診断 1例以上 (変更なし)

先天性難聴の遺伝子診断 1例以上 (変更なし)

RET遺 伝子診断 l例以上 (変更なし)

角膜ジス トロフィーの遺伝子解析 1例以上 (変更なし)

網膜芽細胞腫の遺伝子診断 1例以上 (変更なし)
代

謝

培養細胞による先天性代謝異常診断 1例以上 (変更なし)

培養細胞による脂肪酸代謝異常症又は有機酸代謝異常症の診断 1例以上 (変更なし)

I‐04当該技術の経験年数

1番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

神
経
内
科

筋強直性又は筋緊張性ジス トロフィーのDNA診 断 3年以上 1年以上

ミトコンドリア病のDNA診 断 1年以上 変更なし)

神経変性疾患のDNA診 断 1年以上 変更なし)

家族性アルツハイマー病の遺伝子診断 1年以上 変更なし)

小
児
科
関
係

成長障害のDNA診 断 1年以上 変更なし)

先天性銅代謝異常症の遺伝子診断 1年以上 変更なし)

先天性高インスリン血症に係る遺伝子診断 1年以上 (変更なし)

フェニルケ トン尿症の遺伝子診断 3年以上 1年以上

皮
膚
科

ケラチン病の遺伝子診断 1年以上 (変更なし)

色素性乾皮症に係る遺伝子診断 3年以上 1年以上

そ

の
他

先天性血液凝固異常症の遺伝子診断 1年以上 (変更なし)

重症BCG副 反応症例における遺伝子診断 1年以上 (変更なし)

先天性難聴の遺伝子診断 3年以上 1年以上

RET遺 伝子診断 1年以上 (変更なし

角膜ジス トロフィーの遺伝子解析 1年以上 (変更なし

100 網膜芽細胞腫の遺伝子診断 1年以上 変更なし

代

謝

培養細胞による先天性代謝異常診断 3年以上 (変更なし

培養細胞による脂肪酸代謝異常症又は有機酸代謝異常症の診断 3年以上 変更なし

I‐06その他 (医師)

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

神
経
内
科

筋強直性又は筋緊張性ジス トロフィーのDNA診 断 (変更なし)

ミトコンドリア病のDNA診 断 (変更なし)

神 経 変 性 疾 思 の DNA診 断 (変更なし)

家族性アルツハイマー病の遺伝子診断 (変更なし)

小
児
科

成長障害のDNA診 断 (変更なし)

先天性銅代謝異常症の遺伝子診断 (変更なし)

先天性高インスリン血症に係る遺伝子診断 (変更なし)

フェニルケ トン尿症の遺伝子診断 (変更なし)

皮

膚

ケラチン病の遺伝子診断 (変更なし)

色素性乾皮症に係る遺伝子診断 (変更なし)

そ

の
他

先天性血液凝固異常症の遺伝子診断 (変更なし)

重症BCG副反応症例における遺伝子診断 (変更なし)

先天性難聴の遺伝子診断 (変更なし)

RET遺 伝子診断 (変更な し)

角膜ジス トロフィーの遺伝子解析 (変更なし)

網膜芽細胞腫の遺伝子診断 (変更なし)
代

謝
培養細胞による先天性代謝異常診断 (変更なし)

培養細胞による脂肪酸代謝異常症又は有機酸代謝異常症の診断 (変更なし)



分類 l  ① 体細胞の遺伝子診断 _(18技術)

Ⅱ.医療機関の要件

肛‐01診療科 (医療機関)

平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

先進医療技術名称 現  行 修 正 案

神
経
内
科

筋強直性又は筋緊張性ジストロフイー

のDNA診断 内科、神経内科又は小児科 (変更なし)

ミトコンドリア病のDNA診 断 内科、神経内科又は小児科 (変更なし)

神経変性疾患のDNA診 断 内科、神経内科又は小児科 神経内科又は小児科

尿族 性 ア ル ツハ イ マ
~病 の 慣 伝 子 診 断 内科、精神科又は神経内科 神経内科又は精神科

小
児
科
関
係

成長障害のDNA診 断 内科又は小児科 (変更なし)

先天性銅代謝異常症の遺伝子診断 内科又は小児科 神経内科又は小児科

先天性高インスリン血症に係る遺伝子
診断

小児科又は小児外科 (変更なし)

フェニルケ トン尿症の遺伝子診断 小児科 (変更なし)

皮
膚
科

ケラチン病の遺伝子診断 皮膚科 皮膚科又は小児科

色素性乾皮症に係る遺伝子診断 皮膚科 皮膚科又は小児科

そ

の
他

先天性血液凝固異常症の遺伝子診断 内科又は小児科 血液内科又は小児科

重症BCG副 反応症例における遺伝子
診断

内科又は小児科 (変更なし)

先天性難聴の遺伝子診断 耳鼻いんこう科 (変更なし)

RET遺 伝子診断 内科、小児科、外科、小児外科
又は耳鼻いんこう科

(変更なし)

角膜ジス トロフィーの遺伝子解析 眼科 変更なし)

網膜芽細胞月重の遺伝子診断 眼科及び小児科 変 更 な し )

代

謝

培養細胞による先天性代謝異常診断 小児科又は産婦人科 変 更 な し )

培養細胞による脂肪酸代謝異常症又は
有機酸代謝異常症の診断

小児科 (変更なし)

Ⅱ‐02実施診療科の医師数

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

神
経
内
科

筋強直性又は筋緊張性ジス トロフィーのDNA診 断 常勤医師 2名以上 (変更なし)

ミトコン ドリア病のDNA診 断 常勤医師 2名以上 (変更なし)

神経変性疾患のDNA診 断 常勤医師 2名以上 (変更なし)

家族性アルツハイマ~病の遺伝子診断 常勤医師 2名以上 (変更なし)

小
児
科

成長障害のDNA診 断 常勤医師 2名以上 (変更なし)

先天性銅代謝異常症の遺伝子診断 常勤医師 1名 以上 変更なし)

先天性高インスリン血症に係る遺伝子診断 常勤医師 1名以上 変更なし)
フェニルタトン尿症の遺伝子診断 常勤医師 1名 以上 変更なし)

皮
膚
科

ケラチン病の遺伝子診断 常動医師 2名以上 変更なし)

色素性乾皮症に係る遺伝子診断 常勤医師 2名以上 (変更なし)

そ
の
他

先天性血液凝固異常症の遺伝子診断 常勤医師 1名 以上 (変更なし)

重症BCG副反応症例における遺伝子診断 常勤医師 1名 以上 (変更なし)

先天性難聴の遺伝子診断 常勤医師 2名以上 (変更なし)

RET遺 伝子診断 常勤医師 1名 以上 変更なし)

角膜ジス トロフィーの遺伝子解析 常勤医師 1名 以上 (変更なし)

網膜芽細胞腫の遺伝子診断 常勤医師 1名 以上 (変更なし)

代

謝

暗養細胞による先天性代謝異常診断 常勤医師 1名 以上 (変更なし)

培養細胞による脂肪酸代謝異常症又は信機酸代謝異
常症の診断

常勤医師 1名 以上 (変更なし)

I‐03他診療科の医師数
ケ原 番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

神

経

内

科

筋強直性又は筋緊張性ジス トロフィーのDNA
診断

(変更なし)

ミトコン ドリア病のDNA診 断 変更なし

神経変性疾患のDNA診 断 変更なし
家族性アルツハイマー病の遺伝子診断 変更なし

小
児
科

成長障害のDNA診 断 変更なし

先天性銅代謝異常症の遺伝子診断 変更なし

先天性高インスリン血症に係る遺伝子診断 変更なし
フェニルケ トン尿症の遺伝子診断 変更なし

皮

膚

ケラチン病の遺伝子診断 変更なし

色素性乾皮症に係る遺伝子診断 変更なし

そ

の
他

先天性血液凝固異常症の遺伝子診断 変更なし

重症BCG日 1反応症例における遺伝子診断 変更なし

先天性難聴の遺伝子診断 変更なし

RET遺 伝子診断 変更なし

角膜ジス トロフィーの遺伝子解析 変更なし

網膜芽細胞腫の遺伝子診断 臨床遺伝専門医 1名 以上 変更なし

代

謝

培養細胞による先天性代謝異常診断 変更なし

培養細胞による脂肪酸代訪f異常症又は有機酸代
謝異常症の診断

(変更なし)



分類 l  ① 体細胞の遺伝子診断 (18技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

I‐04その他医療従事者の配置

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

神
経
内
科

筋強直性又は筋緊張性ジス トロフィー

のDNA診 断 臨床検査技師 1名 以上

ミトコン ドリア病のDNA診 断 臨床検査技llT l名以上 (変更なし)

神経変性疾患のDNA診 断 臨床検査技師 1名以上 (変更なし)

家族性アルツハイマー病の遺伝子診断 臨床検査技師 1名以上 (変更なし)

小
児
科

関
係

成長障害のDNA診 断 臨床検査技師 1名 以上 (変更なし)

先天性銅代謝異常症の遺伝子診断 臨床検査技師 1名以上 (変更なし)

先天性高インスリン血症に係る遺伝子
診断

臨床検査技師1名以上 (変更なし)

フェニルケトン尿症の遺伝子診断 臨床検査技師 1名以上 (変更なし)

皮

膚

ケラチン病の遺伝子診断 臨床検査技師 1名 以上

色素性乾皮症に係る遺伝子診断 臨床検査技師 1名 以上 (変更なし)

そ

の
他

先天性血液凝固異常症の遺伝子診断 臨床検査技師 1名 以上 (変更なし)

重症BCG副 反応症例における遺伝子
診断

臨床検査技師 1名以上 く変更なし)

先天性難聴の遺伝子診断 臨床検査技師 1名 以上 (変更なし)

RET遺 伝子診断 臨床検査技師 1名以上 (変更なし)

角膜ジス トロフィーの遺伝子解析 臨床検査技師 1名 以上 (変更なし)

網膜芽細胞腫の遺伝子診断 臨床検査技師 1名 以上 (変更なし)

代

謝

培養細胞による先天性代謝異常診断 臨床検査技師 1名以上 (変更なし)

培養細胞による脂肪酸代謝異常症又は
有機酸代謝異常症の診断

臨床検査技師 1名以上 (変更なし)

Π‐06看護配置

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

神
経

内

科

筋強直性又は筋緊張性ジストロフィーのDNA診 断 (変更なし)

ミトコンドリア病のDNA診 断 (変更なし)

神経変性疾患のDNA診断 (変更なし)

家族性アルツハイマー病の遺伝子診断 (変更なし)

小
児
科

関
係

成長障害のDNA診 断 (変更なし)

先天性銅代謝異常症の遺伝子診断 (変更なし)

先天性高インスリン血症に係る遺伝子診断 (変更なし)

フェニルケ トン尿症の遺伝子診断 (変更なし)

皮
膚
科

ケラチン病の遺伝子診断 (変更な し)

色素性乾皮症に係る遺伝子診断 (変更なし)

そ

の
他

先天性血液凝固異常症の遺伝子診断

重症 BCG副 反応症例における遺伝子診断
(変更なし)

(変更なし)
一

一
８３ ‐

先天性難聴の遺伝子診断

RET遺 伝子診断
(変更なし)

(変更なし)
８４ 十
一
‐００‐

角膜ジス トロフィーの遺伝子解析

網膜芽細胞腫の遺伝子診断

(変更なし)

(変更なし)

代

謝

培養細胞による先天性代謝異常診断 (変更なし)

培養細胞による脂肪酸代謝異常症又 |ま有機酸代謝異常症
の診断

(変更なし)

I‐05病床数

番月 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

神
経
内
科

筋強直性又は筋緊張性ジス トロフィーのDNA診 断 (変更なし

ミトコン ドリア病のDNA診 断 (変更なし

神経変性疾患のDNA診 断 (変更なし

家族性アルツハイマー病の遺伝子診断 (変更なし

小
児
科

関
係

成長障害のDNA診 断 (変更なし

先天性銅代謝異常症の遺伝子診断 (変更なし

先天性高インス リン血症に係る遺伝子診断 (変更なし

フェニルケ トン尿症の遺伝子診断 (変更なし

皮
膚
科

ケラチン病の遺伝子診断 (変更なし

色素性乾皮症に係る遺伝子診断 (変更なし)

そ

の
他

先天性血液凝固異常症の遺伝子診断 (変更なし

重症 B C Gttl反 応症例における遺伝子診断 (変更なし

先天性難聴の遺伝子診断 (変更なし

RET遺 伝子診断 (変更なし

角膜ジストロフィーの遺伝子解析 (変更なし

網膜芽細胞腫の遺伝子診断 (変更なし

代

謝

培養細胞による先天性代謝異常診断 (変更なし

培養細胞による脂肪酸代謝異常症又は有機酸代謝異常
症の診断

(変更なし)

Π‐07当直体制

多IR● 番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

神
経
内
科

務強直性又は筋緊張性ジス トロフィーのDNA診 断 (変更 な し )

ミトコン ドリア病のDNA診 断 (変更なし)

神経変性疾患のDNA診 断 (変更なし)

家族性アルツハイマ~病の遺伝子診断 (変更なし)

小
児
科
関
係

成長障害のDNA診断 (変更なし)

先天性銅代謝異常症の遺伝子診断 (変更なし)

先天性高インスリン血症に係る遺伝子診断 (変更なし)

フェニルケ トン尿症の遺伝子診断 (変更なし)

皮
膚
科

ケラチン病の遺伝子診断 (変更なし)

色素性乾皮症に係る遺伝子診断 (変更なし)

そ

の
他

先天性血lll凝固異常症のil■伝子診断 (変更なし)

重症BCG副 反応症例における遺伝子診断 (変更なし)

先天性難聴の遺伝子診断 (変更なし)

RET遺 伝子診断 (変更なし)

角膜ジス トロフィーの遺伝子解析 (変更なし)

網膜芽細胞腫の遺伝子診断 (変更なし)

代

謝

培養細胞による先天性代謝異常診断 (変更なし)

培養細胞による脂肪酸代謝異常症又は有機酸代謝異常
症の診断

く変更なし)



分類 l  ① 体細胞の遺伝子診断  (18技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

Ⅱ-08緊急手術の実施体制

番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

神
経
内

科

筋強直性又は筋緊張性ジストロフィーのDNA診断 (変更なし

ミトコンドリア病のDNA診 断 (変更なし

神経変性疾患のDNA診 断 (変更なし

家族性アルツハイマー病の遺伝子診断 (変更なし

小
児
科
関
係

成長障害のDNA診 断 (変更なし

先天性銅代訪1異常症の遺伝子診断 (変更なし

先天性高インスリン血症に係る遺伝子診断 (変更なし

フェニルケトン尿症の遺伝子診断 (変更なし

皮
膚
科

ケラチン病の遺伝子診断 (変更なし

色素性乾皮症に係る遺伝子診断 (変更なし)

そ

の
他

先天性血液凝固異常症の遺伝子診断 変更なし)

重症BCG副反応症例における遺伝子診断 変更なし)

先天性難聴の遺伝子診断 (変更なし)

RET遺 伝 子 診 断 〔変更なし)

角膜ジス トロフィーの遺伝子解析 (変更なし)

網膜芽細胞腫の遺伝子診断 (変更なし)

代

謝

培養細胞による先天性代謝異常診断 変更なし)

培養細胞による脂肪酸代謝異常症又は有機酸代謝異常
症の診断

(変更なし)

1‐ 10他の医療機関との連携体制

番烏 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

神

経

内

科

筋強直性又は筋緊張性ジストロフィーのDNA診断 変更なし

ミトコンドリア病のDNA診断 変更なし

神経変性疾患のDNA診断 変更なし

家族性アルツハイマー病の遺伝子診断 変更なし

小
児
科
関
係

成長障害のDNA診 断 変更なし

先天性銅代謝異常症の遺伝子診断 変更なし

先天性高インスリン血症に係る遺伝子診断 変更なし

フェニルケ トン尿症の遺伝子診断 変更な し)

皮
膚
科

ケラチン病の遺伝子診断 変更なし

色素性乾皮症に係る遺伝子診断 (変更なし)

そ

の
他

先天性血液凝固異常症の遺伝子診断 (変更なし)

重症 BCG副 反応症例における遺伝子診断 (変更なし)

先天性難聴の遺伝子診断 (変更なし)
RET遺 伝子診断 (変更なし)

角膜ジストロフィーの遺伝子解析 (変更なし)

網膜芽細胞腫の遺伝子診断 (変更なし

代

謝

培養細胞による先天性代謝異常診断 (変更なし)

培養細胞による脂肪酸代謝異常症又は有機酸代謝異常症
の診断

(変更なし)

I‐09院内検査 (24時間実施体制)

番号 先進医療技術名称        i 現  行 修 正 案

神
経
内
科

筋強直性又は筋緊張性ジス トロフィーのDNA診 断 要 (削除

ミトコンドリア病のDNA診 断 要 (肖 1除

神経変性疾患のDNA診 断 要 (印 1除

家族性アルツハイマー病の遺伝子診断 要 (削除

小
児
科

関
係

成長障害のDNA診 断 要 (肖 1除

先天性銅代謝異常症の遺伝子診断 要 (削除)

先天性高インス リン血症に係る遺伝子診断 要 (削除 )

フェニルケ トン尿症の遺伝子診断 要 (削除)

皮
膚
科

ケラチン病の遺伝子診断 要 (肖 1除 )

色素性乾皮症に係る遺伝子診断 要 (肖1除 )

そ
の
他

先天性血液凝固異常症の遺伝子診断 要 (削除 )

重症 BCG副 反応症例における遺伝子診断 要 (削除 )

先天性難聴の遺伝子診断 要 (削除)

RET遺伝子診断 (変更なし)

角膜ジストロフィーの遺伝子解析 要 (肖1除

網膜芽細胞腫の遺伝子診断 (変更なし)

代

謝

培養細胞による先天性代謝異常診断 要 (削除 )

培養細胞による脂肪酸代謝異常症又は有機酸代謝異常
症の診断

要 (肖1除 )

Π‐11医療機器の保守管理体制

野号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

神
経
内
科

筋強直性又は筋緊張性ジス トロフィーのDNA診 断 要 (変更なし

ミトコン ドリア病のDNA診 断 要 変更なし

神経変性疾患のDNA診 断 要 変更なし

家族 性 ア ル ツ ハ イ マ ー 病 の 遺 伝 子 診 断 要 変更なし

小
児
科
関
係

成長障害のDNA診 断 要 変更なし

58 先天性銅代謝異常症の遺伝子診断 要 変更なし

先天性高インスリン血症に係る遺伝子診断 要 (変更なし

フェニルケ トン尿症の遺伝子診断 要 変更なし)

皮
膚
科

ケラチン病の遺伝子診断 要 変更なし

色素性乾皮症に係る遺伝子診断 要 (変更なし)

そ

の
他

先天性血液凝固異常症の遺伝子診断 要 (変更なし

重症 BCG副 反応症例における遺伝子診断 要 (変更なし

先天性難聴の遺伝子診断 要 (変更なし

RET遺伝子診断 要 (変更なし

角膜ジストロフィーの遺伝子解析 要 1変更なし

網膜芽細胞IIIの遺伝子診断 要 (変更なし

代

謝

培養細胞による先天性代謝異常診断 要 (変更なし

培養細胞による脂肪酸代謝異常症又は有機酸代謝異常症
の診断

要 (変更なし

6/9



分類 l  ① 体細胞の遺伝子診断 (18技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

Π‐12倫理委員会による審査体制

番月 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

神
経
内
科

筋強直性又は筋緊張性 ジス トロフィー

のDNA診 断
要 (届出後当該療養を初めて実
施するときは必ず事前に開催)

(変更なし)

ミトコン ドリア病のDNA診 断 要 (届出後当該療養を初めて実
施するときは必ず事前に開催)

(変更なし)

神経変性疾患のDNA診 断 要 (届出後当該療養を初めて実
施するときは必ず事前に開催)

(変更なし)

家族性アルツハイマー病の遺伝子診断
要 (届出後当該療養を初めて実
施するときは必ず事前に開催、
Z、要なときは必ず事前に開催)

要 (届出後当該療養
を初めて実施すると
きは必ず事前 に開
催 )

小
児
科
関
係

成長障害のDNA診 断 要 (届 出後当該療養を初めて実
施するときは必ず事前に開催)

(変更なし)

先天性銅代謝異常症の遺伝子診断
要

催
(必要なときは必ず事前に開

要 (届 出後当該療養
を初めて実施すると
きは必ず事前に開
催)

先天性高インスリン血症に係る遺伝子
診断

要 (届出後当該療養を初めて実
施するときは必ず事前に開催)

(変更なし)

フェニルケトン尿症の遺伝子診断
要 (届出後当該療養を初めて実
施するときは必ず事前に開催)

(変更なし)

皮
膚

科

ケラチン病の遺伝子診断
要 (届出後当該療養を初めて実
施するときは必ず事前に開催)

(変更なし)

色素性乾皮症に係る遺伝子診断
要 (届 出後当該療養を初めて実
施するときは必ず事前に開催)

(変更なし)

そ

の
他

先天性血液凝固異常症の遺伝子診断
要 (届 出後当該療養を初めて実
施するときは必ず事前に開催)

(変更なし)

重症 BCG副 反応症例における遺伝子
診断

要 (届出後当該療養を初めて実
施するときは必ず事前に開催)

(変更なし)

先天性難聴の遺伝子診断
要 (届 出後当該療養を初めて実
施するときは必ず事前に開催)

(変更なし)

RET遺 伝子診断 要 (届出後当該療養を初めて実
施するときは必ず事前に開催)

(変更なし)

角膜ジストロフィーの遺伝子解析
要 (届 出後当該療養を初めて実
施するときは必ず事前に開催)

(変更なし)

網膜芽細胞腫の遺伝子診断
要 (届出後当該療養を初めて実
施するときは必ず事前に開催)

(変更なし)

代

謝

培養細胞による先天性代謝異常診断
要 (届出後当該療養を初めて実
施するときは必ず事前に開催)

(変更なし)

培養細胞による脂肪酸代謝異常症又は
有機酸代謝異常症の診断

要 (届 出後当該療養を初めて実
施するときは必ず事前に開催 )

(変更なし)

Ⅱ‐13医療安全管理委員会の設置

番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

神
経
内
科

筋強直性又は筋緊張性ジス トロフィーのDNA診 断 要 (変更なし)
ミトコンドリア病のDNA診 断 要 (変更なし)

神経変性疾患のDNA診 断 要 (変更なし)

家族性アルツハイマー病の遺伝子診断 要 (変更なし)

小
児

科
関
係

成長障害のDNA診 断 要 (変更なし)

先天性銅代謝異常症の遺伝子診断 要 (変更なし)

先天性高インスリン血症に係る遺伝子診断 要 (変更なし)

フェニルケ トン尿症の遺伝子診断 要 (変更なし)

皮

膚

科

クラチン病の遺伝子診断 要 (変更なし)

色素性乾皮症に係る遺伝子診断 要 (変更なし)

そ

の
他

先天性血液凝固異常症の遺伝子診断 要 (変更なし)

重症 BCG副 反応症例における遺伝子診断 要 (変更なし)

先天性難聴の遺伝子診断 要 (変更なし)

RET遺 伝子診断 要 (変更なし)

角膜ジス トロフィーの遺伝子解析 要 (変更なし)

網膜芽細胞腫の遺伝子診断 要 (変更なし)

代

謝

培養細胞による先天性代謝異常診断 要 (変更なし)
培養細胞による脂肪酸代謝異常症又は有機酸代謝異常症
の診断

要 (変更なし)

Π‐14当該技術の実施症例数

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

神
経
内
科

筋強直性又は筋緊張性ジス トロフィーのDNA診 断 2例 以上 1夕1以上

ミトコン ドリア病のDNA診 断 1例以上 (変更なし)

神経変性疾患のDNA診 断 2例 以上 1例以上

家族性アルツハイマー病の遺伝子診断 2例以上 1例以上

小
児
科

関
係

成長障害のDNA診 断 3例以上 1例以 上

先天性銅代謝異常症の遺伝子診断 1例以上 (変更なし

先天性高インスリン血症に係る遺伝子診断 1例以上 (変更なし

フェニルケトン尿症の遺伝子診断 1例以上 (変更なし)

皮
膚
科

ケラチン病の遺伝子診断 1例以上 (変更なし

色素性乾皮症に係る遺伝子診断 3例以上 1例以上

そ

の
他

先天性血液凝固異常症の遺伝子診断 1例以上 変更なし)

重症BCG副 反応症例における遺伝子診断 1例以上 変更なし)

先天性難聴の遺伝子診断 1例以上 変更なし)

RET遺伝子診断 1例以上 変更な し)

角膜ジストロフィーの遺伝子解析 l例以上 変更なし)

網膜芽細胞腫の遺伝子診断 l例以上 変更なし)

代

謝

培養細胞による先天性代謝異常診断 1例以上 変更なし)

培養細胞による脂肪酸代謝異常症又は有機酸代謝異
常症の診断

1例以上 (変更なし)



分類 l  ① 体細胞の遺伝子診断 (18技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

1‐ 15その他 (医療機関)

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

神
経
内
科

筋強直性又は筋緊
張性ジス トロフィ
ーのDNA診 断

遺伝カウンセ リン

グの実施体制を有
していること

・遺伝カウンセリングの実施体制を有していること、
・神経疾患の遺伝子診断ガイドライン 2009に 準拠し
ていること。
・遺伝子関連検査検体品質管理マニュアルに従って検
体の品質管理が行われていること

ミトコンドリア病
のDNA診 断

遺伝カ ウンセ リン

グの実施体制を有
していること

・遺伝カウンセリングの実施体十」を有していること、
・神経疾患の遺伝子診断ガイドライン 2009に準拠し
ていること。
・遺伝子関連検査検体品質管理マニュアルに従つて検
体の品質管理が行われていること

神経変性疾患のD
NA診断

遺伝カウンセ リン

グの実施体制を有
していること

・遺伝カウンセリングの実施体制を有していること、
・神経疾患の遺伝子診断ガイドライン 2009に準拠し
ていること。
・遺伝子関連検査検体品質管理マニュアルに従つて検
体の品質管理が行われていること

家族性アル ツハイ
マー病の遺伝子診
断

遺伝カウンセ リン

グの実施体制を有
していること

・遺伝カウンセリングの実施体制を有していること、
・神経疾患の遺伝子診断ガイドライン 2009に 準拠し
ていること。
・遺伝子関連検査検体品質管理マニュアルに従つて検
体の品質管理が行われていること

小
児
科

関
係

成長障害のDNA
診断

遺伝カウンセ リン

グの実施体制を有
していること

・遺伝カウンセリングの実施体制を有していること、
・遺伝子関連検査検体品質管理マニュアルに従つて検
体の品質管理が行われていること

先天性銅代謝異常
症の遺伝子診断

遺伝カウンセ リン

グの実施体制を有
していること

・遺伝カウンセリングの実施体制を有していること、
`遺伝子関連検査検体品質管理マニュアルに従つて検
体の品質管理が行われていること

先天性高インスリ
ン血症に係る遺伝
子診断

遺伝カウンセ リン

グの実施体制を有
していること

・遺伝カウンセリングの実施体制を有していること、
・遺伝子関連検査検体品質管理マニュアルに従つて検
体の品質管理が行われていること

フェニルケ トン尿
症の遺伝子診断

遺伝カウンセ リン
グの実施体制を有
していること

・遺伝カウンセ リングの実施体制を有 していること、
・遺伝子関連検査検体品質管理マニュアルに従つて検
体の品質管理が行われていること

皮
膚
科

ケラチン病の遺伝
子診断

遺伝カウンセ リン

グの実施体制を有
していること

・遺伝カウンセリングの実施体制を有していること、
・遺伝子関連検査検体品質管理マニュアルに従って検
体の品質管理が行われていること

色素性乾皮症に係
る遺伝子診断

遺伝カウンセ リン

グの実施体制を有
していること

・遺伝カウンセリングの実施体制を有していること、
・遺伝子関連検査検体品質管理マニュアルに従つて検
体の品質管理が行われていること

そ

の
他

先天性血液凝固異
常症の遺伝子診断

遺伝カウンセ リン

グの実施体制を有
していること

・遺伝カウンセリングの実施体制を有していること、
・遺伝子関連検査検体品質管理マニュアルに従つて検
体の品質管理が行われていること

重症BCG副 反応
症例における遺伝
子診断

遺伝カ ウンセ ノン

グの実施体制を有
していること

・遺伝カウンセリングの実施体制を有していること、
・遺伝子関連検査検体品質管理マニュアルに従つて検
体の品質管理が行われていること

先天性難聴の遺伝
子診断

遺伝カウンセ リン
グの実施体制を有
していること

。遺伝カウンセリングの実施体制を有していること、
・遺伝子関連検査検体品質管理マニュアルに従つて検
体の品質管理が行われていること

先進医療技術名称 現  行 修 正 案

RET遺伝子診断
遺伝カウンセ リン

グの実施体制を有
していること

・遺伝カウンセリングの実施体制を有していること、
・遺伝子関連検査検体品質管理マニュアルに従つて検
体の品質管理が行われていること

角膜ジストロフィ
ーの遺伝子解析

遺伝カウンセ リン

グの実施体制を有
していること

(肖 1除 )

網膜芽細胞腫の遺
伝子診断

遺伝カウンセ リン

グの実施体制を有
していること、特
定非営利活動法人
日本臨床検査標準
協議会が平成 21
年 2月 に作成 した

遺伝子関連検査検
体品質管理マニュ

アルに従つて検体
の品質管理が行わ
れていること

,遺伝カウンセリングの実施体制を有していること、
・遺伝子関連検査検体品質管理マニュアルに従つて検
体の品質管理が行われていること

代

謝

培養細胞による先
天性代謝異常診断

遺伝カウンセ リン

グの実施体制を有
していること

・遺伝カウンセリングの実施体制を有していること、
,遺伝子関連検査検体品質管理マニュアルに従つて検
体の品質管理が行われていること

培養細胞による脂
肪酸代謝異常症又
は有機酸代謝異常
症の診断

遺伝カウンセリン

グの実施体制を有
していること

・遺伝カウンセリングの実施体制を有していること、
・遺伝子関連検査検体品質管理マニュアルに従つて検
体の品質管理が行われていること



分類 l  ① 体細胞の遺伝子診断 (18技術)

Ⅲ。その他の要件

皿‐01頻回の実績報告

平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

神
経
内
科

筋強直性又は筋緊張性ジス トロフィーのDN
A診断

(変更なし)

ミトコンドリア病のDNA診 断 (変更なし)

神経変性疾患のDNA診 断 (変更なし)

家族性アルツハイマー病の遺伝子診断 (変更なし)

小
児
科

成長障害のDNA診 断 (変更なし)

先天性銅代謝異常症の遺伝子診断 (変更なし)

先天性高インス リン血症に係る遺伝子診断 (変更なし)

フェニルケ トン尿症の遺伝子診断 (変更なし)

皮

膚

ケラチン病の遺伝子診断 (変更なし)

色素性乾皮症に係る遺伝子診断 (変更なし)

そ

の
他

先天性血液凝固異常症の遺伝子診断 (変更なし)

重症BCG副 反応症例における遺伝子診断 (変更なし)

先天性難聴の遺伝子診断 (変更なし)

RET遺 伝子診断 (変更なし)

角膜ジストロフィーの遺伝子解析 (変更なし)

網膜芽細胞腫の遺伝子診断 12月 間は、 1月 毎の報告 (変更なし)

代

謝

培養細胞による先天性代謝異常診断 (変更なし)

培養細胞による脂肪酸代謝異常症又は有機酸
代謝異常症の診断

(変更なし)

Ⅲ‐02その他

先進医療技術名称 現   行 修 正 案

神
経
内
科

筋強直性又は筋緊張性ジス トロフィーのDNA診 断 (変更なし

ミトコン ドリア病のDNA診 断 (変更な し

神経変性疾患のDNA診 断 (変更なし

家族性アルツハイマー病の遺伝子診断 (変更なし

小
児
科
関
係

成長障害のDNA診 断 (変更なし

先天性銅代謝異常症の遺伝子診断 (変更なし

先天性高インスリン血症に係る遺伝子診断 (変更なし

フェニルケ トン尿症の遺伝子診断 (変更なし

皮
膚
科

ケラチン病の遺伝子診断 (変更なし

色素性乾皮症に係る遺伝子診断 (変更なし)

そ
の
他

先天性血液凝固異常症の遺伝子診断 変更なし)

重症BCG副 反応症例における遺伝子診断 変更なし)

先天性難聴の遺伝子診断 変更なし)

RET遺 伝子診断 変更なし)

角膜ジス トロフィーの遺伝子解析 変更なし)

網膜芽細胞腫の遺伝子診断 変更なし)

代
謝

培養細胞による先天性代謝異常診断 変更なし

培養細胞による脂肪酸代謝異常症又は有機酸代謝異常
症の診断

(変更なし)



分類 l ② 癌組織・病原体の診断 (10技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

I,実施責任医師の要件
1‐01診療科 (医師)番

号

先 進 医 療 技 術 名

適応症修正案〕
７現 新技術名 (案 )

悪
性
腫
瘍
薬
剤
感
受
性
検
査

造血器腫瘍細胞における薬剤耐性遺
伝子産物 P糖蛋自の測定 (白血病、
悪性リンパ腫又は多発性骨髄腫その

他の造血器悪性腫瘍に係るものに限
る。)

造血器腫瘍細胞にお
ける薬剤耐性遺伝子
産物P糖蛋白の測定

白血病、悪性リンパ腫又は多発性

骨髄腫

SDI法 による抗悪性腫瘍感受性試
験 (消化器がん、頭頸部がん、乳が
ん、肺がん、がん性胸・腹膜炎、子
官頸がん、子官体がん又は卵巣がん
に係るものに限る。)

抗悪性腫瘍剤感受性
検査 (SDl法 )

消化器がん、頭頸部がん、早しがん、

肺がん、がん性胸・腹膜炎、子富

頸がん、子宮体がん又は卵巣がん

HDRA法 又はCD― DST法 によ
る抗悪性腫瘍感受性試験 (消化器が
ん (根治度 Cの 胃がんを除く。)、 頭
頸部がん、乳がん、肺がん、がん性
胸・腹膜炎、子宮頸がん、子宮体が
ん又は卵巣がんに係るものであっ
て、保険医療機関が自らその全部を
実施するものに限る。)

抗悪性腫瘍剤感受性

検査 (HDRA法 又は
CD― DST法 )

消化器がん (根治度Cの 胃がんを

除く。)、 頭頸部がん、乳がん、肺

がん、がん性胸・腹膜炎、子宮頸

がん、子宮体がん又は卵巣がん

悪性脳腫瘍に対する抗悪性腫瘍剤治
療における薬剤耐性遺伝子解析

孤悪性腫場 Ill治療に

おける薬剤耐性遺伝
子起新

悪性脳腫瘍

悪
性
腫
瘍
遺
伝
子
検
査

神経芽腫のRNA診 断 神経牙腫の RNA診
断

神経芽腫

低悪性度非ホジキンリンパ腫の遺伝
子診断 (マ ントル細胞リンパ腫の補
助診断として用いるものに限る。)

遺伝子解析を用いた
低悪性度非ホジキン
リンパ腫の補助診断

マントル細胞リンパ腫

隆起性皮膚線維肉腫の遺伝子診断
隆起性皮膚線維肉腫
の遺伝子診断

隆起性皮膚線維肉腫

感
染
症
病
原
体
検
査

Q熱診断における血清抗体価測定及
び病原体遺伝子診断 (急性期又は慢
性期のQ熱に係るものに限る。)

Q熱診断における血
清抗体価測定及び病
原体遺伝子診断

Q熱

リアルタイムPCRを 用いた迅速診
断 (EBウ イルス感染症に係るもの
に限る。)

EBウ イルス感染症
迅速診断 (リ アルタイ
ムPCR法 )

EBウ イルス感染症に係るもので

あつて、免疫不全のため他の方法

による鑑別診断が困難なもの

リアルタイムPCRを 用いた迅速診
断 (単純疱疹ウイルス感染症又は水
痘帯状疱疹ウイルス感染症に係るも
のであつて、免疫不全のため他の方
法による鑑別診断が困難なものに係
るものに限る。)

単純疱疹ウイルス感
染症又は水FE帯状疱
疹ウイルス感染迅速
診断 (リ アルタイム P
CR法 )

単純疱疹ウイルス感染症又は水痘

帯状疱疹ウイルス感染症に係るも

のであつて、免疫不全のため他の

方法による鑑別診断が困難なもの

先進医療技術名称 現  行 修 正 案

悪
性
腫
瘍
薬
剤
感
受
性
検
査

造血器月重瘍細胞における薬剤耐性遺伝子産

物 P糖蛋由の測定
内科又は小児科 血液内科又は小児科

SDI法 による抗悪性腫瘍感受性試験

内科、呼吸器科、消化器

科、小児科、外科、整形

外科、脳神経外科、呼吸

器外科、小児外科、皮膚

科、泌尿器科、産婦人科、

眼科又は耳鼻いんこう

科

外科、整形外科、脳神経

外科、呼吸器外科、小児

外科、皮膚科、泌尿器科、

産婦人科、眼科、耳鼻い

んこう科、内科、呼吸器

内科、消化器内科、小児

科又は腫瘍内科

HDRA法 又はCD― DsT法 による抗悪
性腫瘍感受性試験

内科、呼吸器科、消化器

科、外科、整形外科、脳

神経外科、呼吸器外科、

小児外科、皮膚科、泌尿

器科、産婦人科、眼科又

は耳鼻いんこう科

外科、整形外科、脳神経

外科、呼吸器外科、小児

外科、皮膚科、泌尿器科、

産婦人科、眼科、耳鼻い

んこう科、内科、呼吸器

内科、消化器内科、小児

科又は腫瘍内科

悪性脳腫瘍に対する抗悪性腫瘍剤治療にお

ける薬剤耐性遺伝子解析
脳神経外科 〈変更な し)

遺
伝
子
検
査

神経芽腫のRNA診 断 」ヽ児科又は小児外科 (変更なし)

低悪性度非ホジキンソンパ腫の遺伝子診断 内科又は小児科 血液内科又は小児科

隆起性皮膚線維肉腫の遺伝子診断 皮膚科 (変更なし)

感
染
症
病
原
体
検
査

Q熱診断における血清抗体価測定及び病原

体遺伝子診断
内科又は小児科 (変更なし)

リアルタイムPCRを用いた迅速診断 (E
Bウイルス感染症)

内科、小児科、外科、小

児外科又は泌尿器科
(変更なし)

リアルタイムPCRを用いた迅速診断 (単
純疱疹ウイルス感染症又は水痘帯状疱疹ウ

イルス感染症)

皮膚科 (変更なし)



分類 l ② 癌組織・病原体の診断  (10技術) 平成21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

I‐02資格

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

悪
性
腫
瘍
薬
剤
感
受
性
検
査

造血器腫瘍細胞における薬剤耐性

遺伝子産物 P糖蛋自の測定
血液専門医 (変更なし)

17
SDI法 による抗悪性腫瘍感受性
試験

内科専F5医、呼吸器専門医、

消化器病専門医、小児科専門

医、外科専Fl医 、整形外科専

門医、脳神経外科専門医、呼

吸器外科専門医、小児外科専

門医、皮膚科専門医、泌尿器

科専門医、産婦人科専Fl医、

眼科専門医又は耳鼻咽喉科

専門医

外科専門医、整形外科専門

医、脳神経外科専門医、呼吸

器外科専rl医、小児外科専門

医、皮膚科専門医、泌尿器科

専門医、産婦人科専門医、眼

科専門医又は耳鼻咽喉科専

門医、総合内科専門医、呼吸

器専門医、消化器病専門医、

小児科専門医又はがん築物

療法専門医

HDRA法 又はCD―DST法 に
よる抗悪性腫瘍感受性試験

内科専門医、呼吸器専門医、

消化器病専門医、小児科専門

医、外科専門医、整形外科専

門医、脳神経外科専門医、呼

吸器外科専門医、小児外科専

門医、皮膚科専門医、泌尿器

科専門医、産婦人科専門医、

眼科専Fl医 又は耳鼻咽喉科

専門医

外科専門医、整形外科専門

医、脳神経外科専門医、呼吸

器外科専門医、小児外科専門

医、皮膚科専門医、泌尿器科

専門医、産婦人科専門医、眼

科専門医又は耳鼻咽喉科専

門医、総合内科専門医、呼吸

器専門医、消化器病専門医、

小児科専門医又はがん栗物

療法専門医

悪性脳腫瘍に対する抗悪性腫瘍剤

治療における薬剤耐性遺伝子角子析
脳神経外科専門医 (変更なし)

悪
性
腫
瘍
遺
伝
子
検
査

神経芽腫のRNA診 断
小児科専門医又は小児外科

専門医
(変更なし〉

低悪性度非ホジキンリンパ腫の遺

伝子診断
血液専門医

血液専門医又は小児科専門

医

隆起性皮膚線維肉腫の遺伝子診断 皮膚科専門医 (変更なし)

感
染
症
病
原
体
検
査

Q熱診断における血清抗体価測定

及び病原体遺伝子診断
感染症専門医 (変更なし)

リアルタイムPCRを用いた迅速
診断 (EBウ イルス感染症)

内科専門医、小児科専門医、

外科専門医、小児外科専門医

又は泌尿器科専門医

総合内科専門医、小児科専門

医、外科専門医、小児外科専

門医又は泌尿器科専門医

リアルタイムPcRを用いた迅速
診断 (単純疱疹ゥイルス感染症又

は水痘帯状疱疹ウイルス感染症)

皮膚科専門医 (変更なし)

I‐03当該診療科の経験年数

1番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

薬
剤
感
受
性
検
査

造血器腫瘍細胞における薬剤耐性遺伝子産物 P糖蛋

自の測定
3年以上 (変更なし)

SDI法 による抗悪性腫瘍感受性試験 5年以上 (変更なし)

HDRA法 又はCD― DST法 による抗悪性腫瘍感
受性試験

5年以上 (変更なし)

悪性脳腫瘍に対する抗悪性腫瘍剤治療における薬剤

耐性遺伝子解析
5年以上

遺
伝
子
検
査

神経芽腫のRNA診 断 5年以上

低悪性度非ホジキンリンパ腫の遺伝子診断 3年以上 (変更なし)

隆起性皮膚線維肉腫の遺伝子診断 5年以上

感
染
症
病
原
体
検
査

Q熱診断における血清抗体価測定及び病原体遺伝子

診断
5年以上 (変更なし)

リアルタイムPCRを用いた迅速診断 (EBウ イル
ス感染症)

3年以上 (変更なし)

リアルタイムPCRを 用いた迅速診断 (単純疱疹ウ
イルス感染症又は水痘帯状疱疹ウイルス感染症)

5年以上    |(変 更なし)

1‐04当該技術の経験年数

1番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

薬
剤
感
受
性
検
査

造血器腫瘍細胞における薬剤耐性遺伝子産物 P糖蛋

自の測定
1年以上 (変更なし)

SDI法 による抗悪性腫瘍感受性試験 1年以上 (変更なし)

HDRA法 又はCD― DST法による抗悪性ll■瘍感
受性試験

1年以上 (変更なし)

悪性脳腫瘍に対する抗悪性腫瘍剤治療における薬剤

耐性遺伝子解析
3年以上 1年以上

遺
伝

子
検
査

神経芽月重のRNA診 断 3年以上 1年以上

低悪性度非ホジキンリンパllCの遺伝子診断 1年以上 (変更なし)

隆起性皮膚線維肉腫の遺伝子診断 3年以上 1年以上

感
染
症
病
原
体
検
査

Q熱診断における血清抗体価測定及び病原体遺伝子

診断
1年以上 (変更なし)

リアルタイムPcRを用いた迅速診断 (EBウ イル
ス感染症)

1年以上 (変更なし)

リアルタイムPCRを用いた迅速診断 (単純疱疹ウ
イルス感染症又は水痘帯状疱疹ウイルス感染症)

1年以上 (変更なし)



分類 l ② 癌組織・病原体の診断 (10技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

I.医療機関の要件
Ⅱ‐01診療科 (医療機関)

I‐05当該技術の経験症例数

番暑 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

薬
剤
感
受
性
検
査

造血器腫瘍細胞における薬剤耐性遺伝子産物 P

糖蛋白の測定
1例以上 (変更なし)

SDI法による抗悪性腫瘍感受性試験 5例以上 3例以上

HDRA法又はCD―DST法による抗悪性腫瘍
感受性試験

5例以上 3例以上

悪性脳腫瘍に対する抗悪性腫瘍剤治療における

薬剤耐性遺伝子解析
3例以上 (変更なし)

遺
伝
子
検
査

神経芽腫のRNA診 断 3例以上 (変更なし)

低悪性度非ホジキンリンパ腫の遺伝子診断 1例以上 (変更なし)

隆起性皮膚線維肉腫の遺伝子診断 3例以上 (変更なし)

感
染
症
病
原
体
検
査

Q熱診断における血清抗体価測定及び病原体遺

伝子診断
1例以上 (変更なし)

リアルタイムPCRを用いた迅速診断 (EBウイ
ルス感染症)

1例以上 (変更なし)

リアルタイムPCRを用いた迅速診断 (単純疱疹
ウイルス感染症又は水痘帯状疱疹ウイルス感染

症)

1例以上 (変更なし)

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

薬
剤
感
受
性
検
査

造血器腫瘍細胞における薬剤耐性遺伝子産

物 P糖蛋自の測定
内科又は小児科 血液内科又は小児科

SDI法 による抗悪性腫瘍感受性試験

内科、呼吸器科、消化器

科、小児科、外科、整形

外科、脳神経外科、呼吸

器外科、小児外科、皮膚

科、泌尿器科、産婦人科、

眼科又は耳鼻いんこう

科

外科、整形外科、1遇神経

外科、呼吸器外科、小児

外科、皮膚科、泌尿器科、

産婦人科、眼科、耳鼻い

んこう科、内科、呼吸器

内科、消化器内科、小児

科又は1重瘍内科

HDRA法 又はCD― DST法 による抗悪
性腫瘍感受性試験

内科、呼吸器科、消化器

科、外科、整形外科、脳

神経外科、呼吸器外科、

小児外科、皮膚科、泌尿

器科、産婦人科、眼科又

は耳鼻いんこう科

外科、整形外科、脳神経

外科、呼吸器外科、小児

外科、皮膚科、泌尿器科、

産婦人科、眼科、耳鼻い

んこう科、内科、呼吸器

内科、消化器内科、小児

科又は腫瘍内科

悪性脳腫瘍に対する抗悪性ll■瘍剤治療にお

ける薬剤耐性遺伝子解析
脳神経外科 (変更な し)

遺
伝

子
検
査

神経芽腫のRNA診 断 小児科又は小児外科 (変更なし)

低悪性度非ホジキンリンパ腫の遺伝子診断 内科又は小児科 血液内科又は小児科

隆起性皮膚線維肉腫の遺伝子診断 皮膚科 (変更なし)

感
染
症
病
原
体
検
査

Q熱診断における血清抗体価測定及び病原

体遺伝子診断
内科又は小児科 (変更なし)

リアルタイムPCRを用いた迅速診断 (E
Bウ イルス感染症)

内科、小児科、外科、刀

児外科又は泌尿器科
(変更なし)

リアルタイムPCRを用いた迅速診断 (単
純疱疹ウイルス感染症又は水痘帯状疱疹ウ

イルス感染症)

皮膚科 (変更なし)

I‐06その他 (医師)

先進医療技術名称 現  行 修 正 案

薬
剤
感
受
性
検
査

造血器腫瘍細胞における薬剤耐性遺伝子産物 P

糖蛋白の測定
(変更なし)

SDI法 による抗悪性腫瘍感受性試験 (変更なし)

HDRA法又はCD― DST法による抗悪性腫瘍
感受性試験

(変更なし)

悪性脳腫瘍に対する抗悪性腫瘍剤治療における

薬剤耐性遺伝子解析
(変更なし)

遺
伝
子
検
査

神経芽腫のRNA診 断 (変更なし)

低悪性度非ホジキンリンパ腫の遺伝子診断 (変更なし)

隆起性皮膚線維肉腫の遺伝子診断 (変更なし)

感
染
症
病
原
体
検
査

Q熱診断における血清抗体価測定及び病原体遺

伝子診断
(変更なし)

リアルタイムPCRを用いた迅速診断 (EBウイ
ルス感染症)

(変更なし)

リアルタイムPCRを用いた迅速診断 (単純疱疹
ウイルス感染症又は水痘帯状疱疹ウイルス感染

症)

(変更なし)



分類 l ② 癌組織・病原体の診断 (10技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

Π̈02実施診療科の医師数

1番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

薬
剤
感
受
性
検
査

造血器腫瘍細胞における薬剤耐性遺伝子産物 P

糖蛋自の測定
常勤医師 1名 以上 (変更なし)

SDI法 による抗悪性腫瘍感受性試験 常勤医師 2名以上 (変更なし)

HDRA法 又はCD―DST法 による抗悪性腫
瘍感受性試験

常勤医師2名以上 (変更なし)

悪性脳腫瘍に対する抗悪性llE瘍剤治療における

薬剤耐性遺伝子解析
常勤医師2名以上 (変更なし)

遺
伝

子
検
査

神経芽腫のRNA診 断 常勤医師 2名以上 (変更なし)

低悪性度非ホジキンリンパ腫の遺伝子診断 常勤医師 1名 以上 (変更なし)

隆起性皮膚線維肉腫の遺伝子診断 常勤医師 2名 以上 (変更なし)

感
染
症
病
原
体
検
査

Q熱診断における血清抗体価測定及び病原体遺

伝子診断
常勤医師 1名 以上 (変更なし)

リアルタイムPCRを 用いた迅速診断 (EBウ
イルス感染症)

常勤医師 i名以上 (変更なし)

リアルタイムPCRを 用いた迅速診断 (単純疱
疹ウイルス感染症又は水痘帯状疱疹ウイルス感

染症)

常勤医師 l名 以上 (変更なし)

Π‐04その他医療従事者の配置

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

薬
剤
感
受
性
検
査

造血器腫瘍細胞における薬剤耐性遺伝子産

物 P糖蛋白の測定
臨床検査技師 l名 以上

薬剤師 1名 以上、臨床検

査技師 1名 以上

SDI法 による抗悪性腫瘍感受性試験
薬剤師 1名 以上、専任の

細胞培養を担当する者

1名以上

(変更なし)

HDRA法 又はCD― DST法 による抗悪
性腫瘍感受性試験

薬剤師 1名 以上、専任の

細胞培養を担当する者

1名 以上

(変更なし)

悪性脳腫瘍に対する抗悪性腫瘍剤治療にお

ける薬剤耐性遺伝子解析

薬剤師 1名 以上、臨床検

査技師 1名 以上

遺
伝

子
検
査

神経芽腫のRNA診 断 臨床検査技師 1名 以上 (変更なし)

低悪性度非ホジキンリンパ腫の遺伝子診断 臨床検査技師 1名以上 (変更なし)

隆起性皮膚線維肉腫の遺伝子診断 臨床検査技師 1名 以上

感
染
症
病
原
体
検
査

Q熱診断における血清抗体価測定及び病原

体遺伝子診断
臨床検査技師 1名以上 (変更なし)

リアルタイムPcRを用いた迅速診断 (E
Bウイルス感染症)

臨床検査技師 l名以上 (変更なし)

リアルタイムPcRを用いた迅速診断 (単
純疱疹ウイルス感染症又は水痘帯状疱疹ウ

イルス感染症)

臨床検査技師1名以上 (変更なし)I‐03他診療科の医師数

番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

薬
剤
感
受
性
検
査

造血器腫瘍細胞における薬剤耐性遺伝子産物 P

糖蛋自の測定
病理医 1名以上 (変更なし)

SDI法 による抗悪性腫瘍感受性試験 病理医 1堵 以上 (変更なし)

HDRA法 又はCD―DST法 による抗悪性腫
瘍感受性試験

病理医 1名 以上 (変更なし)

悪性脳腫瘍に対する抗悪性腫瘍剤治療における

薬剤耐性遺伝子解析
病理医 1名 以上 (変更なし)

遺
伝
子
検
査

神経芽腫のRNA診 断 病理医 1名 以上 (変更なし)

低悪性度非ホジキンリンパ腫の遺伝子診断 病理医1名 以上 (変更なし)

隆起性皮膚線維肉腫の遺伝子診断 病理医 1名 以上

感
染
症
病
原
体
検
査

Q熱診断における血清抗体価測定及び病原体遺

伝子診断
(変更なし)

リアルタイムPCRを 用いた迅速診断 (EBウ
イルス感染症)             .

(変更なし)

リアルタイムPCRを 用いた迅速診断 (単純疱
疹ウイルス感染症又は水痘帯状疱疹ウイルス感

染症)

(変更なし)

I‐05病床数

番号 先進医療技術名称 現  行  1 修 正 案

薬
剤
感
受
性
検
査

造血器腫瘍細胞における薬剤耐性遺伝子産物 P糖蛋白
の測定

―       (変 更なし)

17 SDI法 による抗悪性腫瘍感受性試験 (変更なし)

HDRA法 又はCD― DST法 による抗悪性腫瘍感受
性試験 (変更なし)

悪性脳腫場に対する抗悪性腫瘍剤治療における薬剤耐
性遺伝子解析

(変更なし)

遺
伝
子
検
査

神経芽腫のRNA診 断 変更なし)

低悪性度非ホジキンリンパ腫の遺伝子診断 変更なし)

隆起性皮膚線維肉腫の遺伝子診断 変更なし)

病
原
体
検
査

Q熱診断における血清抗体価測定及び病原体遺伝子診
断

(変更なし)

リアルタイム PcRを 用いた迅速診断 (EBウ イルス
成築庁 ) (変更なし)

リアルタイムPCRを 用いた迅速診断 (単純疱疹ウイ
ルス感染症又は水痘帯状疱疹ウイルス感染症) (変更なし)



分類 l ② 癌組織・病原体の診断 (10技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

Π‐06看護配置

野号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

薬
剤
感
受
性
検
査

造血器腫瘍細胞における薬剤耐性遺伝子産物 P糖蛋白

の測定
(変更なし)

SDI法 による抗悪性腫瘍感受性試験 (変更なし)

HDRA法 又はCD―DST法 による抗悪性腫瘍感受
性試験

(変更なし)

悪性脳腫瘍に対する抗悪性腫瘍剤治療における薬剤耐

性遺伝子解析
(変更なし)

遺

伝

子
検
査

神経芽腫のRNA診 断 (変更なし)

低悪性度非ホジキンリンパ腫の遺伝子診断 (変更なし)

隆起性皮膚線維肉腫の遺伝子診断 (変更なし)

感
染
症
病
原
体
検
査

Q熱診断における血清抗体価測定及び病原体遺伝子診

断
(変更なし)

リアルタイムPCRを 用いた迅速診断 (EBウ イルス
感染症)

(変更なし)

リアルタイムPcRを 用いた迅速診断 (単純疱疹ウイ
ルス感染症又は水痘帯状疱疹ウイルス感染症)

(変更なし)

Ⅱ‐08緊急手術の実施体制
口
写
嘔
雪 先進医療技術名称 現   イテ 修 正 案

薬
剤
感
受
性
検
査

造血器腫瘍細胞における薬剤耐性遺伝子産物P糖蛋自の

測定
(変更なし)

SDI法 による抗悪性腫瘍感受性試験 要 (削除 )

HDRA法 又はCD― DST法 による抗悪性腫瘍感受性
試験

要 (肖 1除 )

悪性脳腫瘍に対する抗悪性腫瘍剤治療における薬剤耐性

遺伝子解析
要 (削除 )

遺
伝
子
検
査

神経芽腫のRNA診 断 要 (削除 )

低悪性度非ホジキンリンパ腫の遺伝子診断 (変更なし)

隆起性皮膚線維肉腫の遺伝子診断 (変更なし)

病
原
体
検
査

Q熱診断における血清抗体価測定及び病原体遺伝子診断 (変更なし〉

リアルタイムPCRを用いた迅速診断 (EBウイルス感
染症)

(変更なし)

リアルタイムPCRを用いた迅速診断 (単純疱疹ウイル
ス感染症又は水痘帯状疱疹ウイルス感染症)

(変更なし)

Ⅱ‐07当直体制

野長 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

薬
剤
感
受
性
検
査

造血器腫瘍細胞における薬剤耐性遺伝子産物 P糖蛋白

の測定
(変更なし)

SDI法 による抗悪性腫瘍感受性試験 要 (削除)

HDRA法 又はCD―DST法 による抗悪性腫瘍感受
性試験

要 (肖 1除 )

悪性脳腫瘍に対する抗悪性腫瘍剤治療における薬剤耐

性遺伝子解析
要 (削除)

遺
伝
子
検
査

神経芽腫のRNA診 断 要 (肖 1除 )

低悪性度非ホジキンリンパ腫の遺伝子診断 (変更なし)

隆起性皮膚線維肉腫の遺伝子診断 (変更なし)

感
染
症
病
原
体
検
査

Q熱診断における血清抗体価測定及び病原体遺伝子診

断
(変更なし)

リアルタイムPcRを 用いた迅速診断 (EBウ イルス
感染症)

(変更なし)

リアルタイムPCRを 用いた迅速診断 (単純疱疹ウイ
ルス感染症又は水痘帯状疱疹ウイルス感染症)

(変更なし)

Π‐09院内検査 (24時間実施体制)

番鍔 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

薬
剤
感
受
性
検
査

造血器腫瘍細胞における薬斉1耐性遺伝子産物 P糖蛋白の

測定
要 (削除)

SDI法 による抗悪性腫瘍感受性試験 要 (削除)

HDRA法 又はCD― DST法 による抗悪性腫瘍感受性
試験

要 (削除 )

悪性脳III瘍に対する抗悪性腫瘍剤治療における薬剤 lT・T性

遺伝子解析
要 (削除)

遺
伝
子
検
査

神経芽腫のRNA診 断 要 (肖1除 )

低悪性度非ホジキンリンパ腫の遺伝子診断 要 (削除)

隆起性皮膚線維肉腫の遺伝子診断 要 (肖 1除 )

病
原
体
検
査

Q熱診断における血清抗体価測定及び病原体遺伝子診断 要 (削除)

リアルタイムPCRを用いた迅速診断 (EBウ イルス感
染症)

要 (変更なし)

リアルタイムPCRを用いた迅速診断 (単純疱疹ウイル
ス感染症又は水痘帯状疱疹ウイルス感染症)

要 (変更なし)



分類 l ② 癌組織・病原体の診断 (10技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

1‐ 10他の医療機関との連携体制

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

薬
剤
感
受
性
検
査

造血器腫瘍細胞における薬剤耐性遺伝子産物 P糖蛋自の

澳l定
(変更なし)

SDI法 による抗悪性腫瘍感受性試験 (変更なし)

HDRA法 又はCD― DST法 による抗悪性腫瘍感受性
試験

(変更なし)

悪性脳腫瘍に対する抗悪性腫瘍剤治療における薬剤耐性

遺伝子解析
(変更なし)

遺
伝
子
検
査

神経芽腫のRNA診 断 (変更なし)

低悪性度非ホジキンリンパ腫の遺伝子診断 (変更なし)

隆起性皮膚線維肉腫の遺伝子診断 (変更なし)

層

ダ

痴

″

局

材

彬

埜

Q熱診断における血清抗体価測定及び病原体遺伝子診断 (変更なし)

リアルタイムPCRを用いた迅速診断 (EBウ イルス感
染症)

(変更なし)

リアルタイムPCRを用いた迅速診断 (単純疱疹ウイル
ス感染症又は水痘帯状疱疹ウイルス感染症)

(変更なし)

Π-12倫理委員会による審査体制

旨号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

薬
剤
感
受
性
検
査

造血器腫瘍細胞における薬剤耐性遺伝子産

物 P糖蛋自の測定
(変更なし)

SDI法 による抗悪性腫瘍感受性試験 (変更なし)

HDRA法 又 は CD― DST法 に よ る抗 悪

性腫瘍感受性試験
(変更なし)

悪性脳腫瘍に対する抗悪性腫瘍剤治療にお

ける薬剤耐性ilu伝子解析
要 (必要なときは必ず事前に開催 ) (削除)

遺
伝
子
検
査

神経芽腫のRNA診 断 要 (必要なときは必ず事前に開催) (削除)

低悪性度非ホジキンリンパ腫の遺伝子診断 要 (必要なときは必ず事前に開催 ) (削除)

隆起性皮膚線維肉腫の遺伝子診断 要 (必要なときは必ず事前に開催 ) (削除)

感
染
症
病
原
体
検
査

Q熱診断における血清抗体価測定及び病原

体遺伝子診断
(変更なし)

リアルタイムPCRを用いた迅速診断 (E
Bウ イルス感染症)

(変更なし)

リアルタイムPCRを用いた迅速診断 (単
純疱疹ウイルス感染症又は水痘帯状疱疹ウ

イルス感染症)

(変更なし)

n‐11医療機器の保守管理体制

先進医療技術名称        : 現  行 修 正 案

薬
剤
感
受
性
検
査

造血器月重瘍細胞における薬剤耐性遺伝子産物 P糖蛋自の

測定
要 (変更なし)

SDI法 による抗悪性腫瘍感受性試験 要 (変更なし)

HDRA法 又はCD― DST法による抗悪性腫瘍感受性
試験

要 (変更なし)

悪性脳月重瘍に対する抗悪性月重瘍剤治療における薬剤耐性

遺伝子解析
要 (変更なし)

遺
伝
子
検
査

神経芽腫のRNA診 断 要 (変更なし

低悪性度非ホジキンリンパ腫の遺伝子診断 要 〈変更なし

隆起性皮膚線維肉腫の遺伝子診断 要 (変更なし

病
原
体
検
査

Q熱診断における血清抗体価測定及び病原体遺伝子診断 要 (変更なし

リアルタイムPCRを用いた迅速診断 (EBウ イルス感
染症)

要 (変更なし)

リアルタイムPCRを 用いた迅速診断 (単純疱疹ウイル
ス感染症又は水痘帯状疱疹ウイルス感染症)

要 (変更なし)

1‐13医療安全管理委員会の設置

番月 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

薬
剤
感
受
性
検
査

造血器腫瘍細胞における薬剤耐性遺伝子産物 P糖蛋白

の測定
要 (変更なし)

SDI法 による抗悪性腫瘍感受性試験 要 (変更なし)

HDRA法 又はCD―DST法による抗悪性腫瘍感受
性試験

要 (変更なし)

悪性脳腫瘍に対する抗悪性腫瘍剤治療における薬剤 F・l

性遺伝子解析
要 (変更なし)

遺
伝
子
検
査

神経芽腫のRNA診 断 要 (変更なし)

低悪性度非ホジキンリンパ腫の遺伝子診断 要 (変更なし)

隆起性皮膚線維肉腫の遺伝子診断 要 (変更なし)

感
染
症
病
原
体
検
査

Q熱診断における血清抗体価測定及び病原体遺伝子診

断
要 (変更なし)

リアルタイムPCRを 用いた迅速診断 (EBウ イルス
感染症)

要 (変更なし)

リアルタイムPCRを 用いた迅速診断 (単純疱疹ウイ
ルス感染症又は水痘帯状疱疹ウイルス感染症)

要



分類 l ② 癌組織・病原体の診断 (10技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

Ⅲ,その他の要件
Ⅲ‐01頻回の実績報告

Π‐14当該技術の実施症例数

番鍔 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

薬
剤
感
受
性
検
査

造血器腫瘍細胞における薬剤耐性遺伝子産物P糖蛋白

の測定
1例以上 (変更なし)

SDI法による抗悪性腫瘍感受性試験 5例以上 3例以上

HDRA法 又はCD― DST法 による抗悪性腫瘍感受
性試験

5例以上 3例以上

悪性脳腫瘍に対する抗悪性腫瘍剤治療における薬剤耐

性遺伝子解析
3例以上 (変更なし)

遺
伝
子
検
査

神経芽腫のRNA診 断 3例以上 (変更なし)

低悪性度非ホジキンリンパ腫の遺伝子診断 1例以上 (変更なし)

隆起性皮膚線維肉腫の遺伝子診断 3例以上 (変更なし)

感
染
症
病
原
体
検
査

Q熱診断における血清抗体価測定及び病原体遺伝子診

断
1例以上 (変更なし)

リアルタイムPCRを 用いた迅速診断 (EBウ イルス
感染症)

1例以上 (変更なし)

リアルタイムPCRを 用いた迅速診断 (単純疱疹ウイ
ルス感染症又は水痘帯状疱疹ウイルス感染症)

1例以上 (変更なし)

番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

薬
剤
感
受
性
検
査

造血器腫瘍細胞における薬剤耐性遺伝子産

物P糖蛋白の測定
(変更なし)

SD I法による抗悪性腫瘍感受性試験 (変更なし)

HDRA法 又はCD― DST法 による抗悪
性腫瘍感受性試験

(変更なし)

悪性脳腫瘍に対する抗悪性腫瘍剤治療にお

ける薬剤耐性遺伝子解析
(変更なし)

遺
伝
子
検
査

神経芽腫のRNA診 断 (変更な し)

低悪性度非ホジキンリンパ腫の遺伝子診断 (変更なし)

隆起性皮膚線維肉腫の遺伝子診断 (変更なし)

感
染
症
病
原
体
検
査

Q熱診断における血清抗体価測定及び病原
体遺伝子診断

(変更なし)

リアルタイムPCRを用いた迅速診断 (E
Bウイルス感染症)

(変更なし)

リアルタイムPCRを用いた迅速診断 (単
純疱疹ウイルス感染症又は水痘帯状疱疹ウ

イルス感染症)

(変更なし)

I‐ 15その他 (医療機関)

番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

薬
剤
感
受
性
検
査

造血器腫瘍細胞における薬剤耐性遺伝

子産物 P糖蛋自の測定
病理部門が設置されていること (変更なし)

SDI法 による抗悪性腫瘍感受性試験 病
理部門が設置されていること、院

内で細胞培養を実施していること
(変更なし)

HDRA法 又はCD―DST法 による
抗悪性腫瘍感受性試験

病理部門が設置されていること、院

内で細胞培養を実施していること
(変更なし)

悪性脳1重瘍に対する抗悪性腫瘍剤治療

における薬剤耐性遺伝子解析
病理部門が設置されていること (変更なし)

遺
伝
子
検
査

神経芽腫のRNA診 断 病理部門が設置されていること (変更なし)

低悪性度非ホジキンリンパ腫の遺伝子

診断
病理部門が設置されていること (変更なし)

隆起性皮膚線維肉腫の遺伝子診断
病理部門が設置

されていること

感
染
症
病
原
体
検
査

Q熱診断における血清抗体価測定及び
病原体遺伝子診断

(変更なし)

リアルタイムPCRを用いた迅速診断
(EBウ イルス感染症)

(変更なし)

リアルタイムPCRを 用いた迅速診断
(単純疱疹ウイルス感染症又は水痘帯

状疱疹ウイルス感染症)

(変更なし)

Ш‐02そ の他

先進医療技術名称 現   行 修 正 案

薬
剤
感
受
性
検
査

造血器腫瘍細胞における薬剤耐性遺伝子産

物 P糖蛋白の測定
(変更なし)

SDI法による抗悪性腫瘍感受性試験 (変更なし)

HDRA法 又はCD―DST法 による抗悪
性腫瘍感受性試験

(変更なし)

悪性脳腫瘍に対する抗悪性腫瘍剤治療にお

ける薬剤1耐性遺伝子解析
(変更なし)

遺
伝
子
検
査

神経芽腫のRNA診 断 (変更なし)

低悪性度非ホジキンリンパ腫の遺伝子診断 (変更なし)

隆起性皮膚線維肉腫の遺伝子診断 (変更なし)

感
染
症
病
原
体
検
査

Q熱診断における血清抗体価測定及び病原
体il■伝子診断

(変更なし)

リアルタイム PCRを 用いた迅速診断 (E
Bウ イルス感染症)

(変更なし)

リアルタイムPCRを用いた迅速診断 (単
純疱疹ウイルス感染症又は水痘帯状疱疹ウ

イルス感染症)

(変更なし)



対象技術一覧

番

号

先進医 療技 術名称

適応症修正案現   行     1 新 技 術 名 (案 )

画
像
診
断
技
術

CTガイ ド下気管支鏡検査 (肺腫瘍に
係るものに限る。)

CTガイ ド下気管支鏡検
査

肺腫瘍

31燐・磁気共鳴スペクトロスコピーと
ケミカルシフ ト画像による糖尿病性
足病変の非侵襲的診断 (糖尿病性足病
変危険群と考えられる糖尿病患者に
係るものに限る。)

31燐―磁気共鳴スペクトロ
スコピーとケミカルシフ
ト画像による糖尿病性足
病変の非侵襲的診断

糖尿病性足病変危険群と考
えられる糖尿病症例

カラー蛍光観察システム下気管支鏡
検査及び光線力学療法 (肺がん又は気
管支前がん病変に係るものに限る。)

カラー蛍光観察システム

下気管支鏡検査及び光線
力学療法

肺がん又は気管支前がん病
変

定量的CTを用いた有限要素法によ
る骨強度予測評価 (骨粗承症、骨変形
若 しくは骨腫瘍又は骨腫瘍掻爬術後
若 しくは骨髄炎掻爬術後の症状に係
るものに限る。)

定量的 CTを 用いた有限
要素法による骨強度予測
評価

骨粗継症、骨変形又は骨腫瘍
掻爬術後

そ
の
他

スキン ドファイバー法による悪性高
熱症診断法 (手術が予定されている者
で、悪性高熱症が強く疑われる者に係
るものに限る。)

悪性高熱症診断法 (スキン
ドファイパー法)

手術が予定されている者で、
悪性高熱症が強く疑われる
症例

CYP2C19遺 伝子多型検査に基
づくテーラーメイ ドのヘ リコバクタ
ー・ピロリ除菌療法 (ヘ リコバクタ
ー・ピロリ感染を伴う胃潰瘍又は十二

指腸潰瘍に係るものに限る。)

CYP2C19遺 伝子多
型検査に基づくテーラー
メイ ドのヘ リコパクタ
ー・ピロリ除菌療法

ヘリコパクター・ピロリ感染
を伴う胃漬瘍又は十二指腸
漬瘍

光 トポグラフィー検査を用いたうつ

症状の鑑別診断補助 (ICD-10(統
計法第二十人条及び附則第二条の規
定に基づき、疾病、傷害及び死因に関
する分類の名称及び分類表を定める
件 (平成二十一年総務省告示第百七十
六号)の 「(1)疾病、傷害及び死因の
統計分類基本分類表」に規定する分類
をいう。)においてF2(統合失調症、
統合失調症型障害及び妄想性障害)に
分類される疾病及びF3(気分 (感情)
障害)に分類される疾病のいずれかの
疾病の患者であることが強く疑われ
るうつ症状の者 (器質的疾患に起因す
るうつ症状の者を除く。)に係るもの
に限る。)

光 トポグラフィー検査を
用いたうつ症状の鑑別診
断補助

ICD-10(統計法第二十八
条及び附則第二条の規定に

基づき、疾病、傷害及び死因
に関する分類の名称及び分
類表を定める件 (平成二十一

年総務省告示第百七十六号 )
の「(1)疾病、傷害及び死
因の統計分類基本分類表」に

規定する分類をいう。)に お
いてF2(統合失調症、統合
失調症型障害及び妄想性障
害)に分類される疾病及び F
3(気分 (感情)障害)に分
類される疾病のいずれかの
疾病の患者であることが強
く疑われるうつ症状の者 (器

質的疾患に起因するうつ症
状の者を除く。)

分類 l   ③ その他の診断技術 (8技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

1.実施責任医師の要件

番 :        先進医 療技 術名称

現 行     1 新 技 術 名 (案 ) 適応症修正案

無拘束型多点感圧シー トセンサを用
いた検査 (閉塞性 1垂眠時無呼吸症候群
が強く疑われる症状 (習慣性がある激
しいいびき、日中の傾眠等をいう。)
及び所見 (肥 iFt、 薬物療法に対して抵
抗性を有する高血圧等をいう。)が認
められる者又は中枢性睡眠時無呼吸
症候群が強く疑われる慢性心不全の

者に係るものに限る。)

無拘束型多点感圧シー ト
センサを用いた検査

閉塞性睡眠時無呼吸症候群
が強く疑われる症状 (習慣性
がある激しいいびき、日中の
傾眠等をいう。)及び所見(肥
満、薬物療法に対して抵抗性
を有する高血圧等をいう。)
が認められる者又は中枢性
睡眠時無呼吸症候群が強く
疑われる慢性心不全の者

1‐01診療科 (医師)

野号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

画
像
診
断
技
術

CTガイド下気管支鏡検査 内科、呼吸器科又は外科 呼吸器内科又は外科
31燐・磁気共鳴スペクトロスコピーと
ケミカルシフ ト画像による糖尿病性
足病変の非侵襲的診断

内科又は放射線科 (変更なし)

カラー蛍光観察システム下気管支鏡
検査及び光線力学療法

呼吸器科
呼吸器内科又は呼吸
器外科

定量的CTを用いた有限要素法によ
る骨強度予測評価

整形外科 (変更なし)

そ
の
他

スキン ドファイバー法による悪性高
熱症診断法

麻酔科 (変更なし)

P2C19遺 伝子多型検査に基
テーラーメイ ドのヘ リコパクタ
ピロソ除菌療法

Ｙ

ノ
ヽ

●

Ｃ
づ

一

消化器科
消化器内科又は消化
器外科

光 トポグラフィー検査を用いたうつ
症状の鑑別診断補助

精神科又は心療内科 (変更なし)

無拘束型多点感圧シー トセンサを用
いた検査

呼吸器内科、循環器内科、神経内
科、耳鼻いんこう科又は精神科

(変更なし)



分類 l   ③ その他の診断技術  (8技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

I‐02資格

先進医療技術名称 現   行 修 正 案

画
像
診
断
技
術

CTガイド下気管支鏡検査 呼吸器専門医又は気管支鏡専門
医

(変更なし)

31燐・磁気共鳴スペクトロスコピーと
ケミカルシフト画像による糖尿病性
足病変の非侵襲的診断

糖尿病専門医又は放射線科専門
医

(変更なし)

カラー蛍光観察システム下気管支鏡
検査及び光線力学療法

気管支鏡専門医 (変更なし)

定量的CTを用いた有限要素法によ
る骨強度予測評価

整形外科専門医 (変更なし)

そ
の
他

スキン ドファイバー法による悪性高
熱症診断法

麻酔科専門医 (変更なし)

CYP2C19遺 伝子多型検査に基
づくテーラーメイ ドのヘ リコパクタ
ー・ピロリ除菌療法

消化器病専門医 (変更なし)

光 トポグラフィー検査を用いたうつ
症状の鑑別診断補助

精神保健指定医 (変更なし)

無拘束型多点感圧シー トセンサを用
いた検査

呼吸器専門医、循環器専門医、神
経内科専門医、耳鼻咽Illl科 専門医
又は精神保健指定医

(変更なし)

1‐04当該技術の経験年数

番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

画
像
診
断
技
術

CTガイ ド下気管支鏡検査 5年以上 (変更なし)

31燐・磁気共鳴スペクトロスコピーと
ケミカルシフト画像による糖尿病性
足病変の非侵襲的診断

5年以上 (変更なし)

カラー蛍光観察システム下気管支鏡
検査及び光線力学療法

3年以上 (変更なし)

定量的 CTを 用いた有限要素法によ
る骨強度予測評価

1年以上 (変更なし)

そ
の
他

スキンドファイバー法による悪性高
熱症診断法

5年以上 (変更なし)

CYP2C19遺 伝子多型検査に基
づくテーラーメイ ドのヘ リコバクタ
ー・ピロリ除菌療法

1年以上 (変更な し)

光 トポグラフィー検査を用いたうつ
症状の鑑別診断補助

1年以上 (変更なし)

無拘束型多点感圧シー トセンサを用
いた検査

1年以上 (変更なし)

I‐03当該診療科の経験年数

爵鍔 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

画
像
診
断
技
術

CTガイ ド下気管支鏡検査 5年以上

31燐・磁気共鳴スペクトロスコピーと
ケミカルシフト画像による糖尿病性
足病変の非侵襲的診断

7年以上 (変更なし)

カラー蛍光観察システム下気管支鏡
検査及び光線力学療法

5年以上 (変更なし)

定量的CTを用いた有限要素法によ
る骨強度予測評価

6年以上 (変更なし)

そ
の
他

スキンドファイバー法による悪性高
熱症診断法

(変更なし)

cYP2C19遺 伝子多型検査に基
づくテーラーメイ ドのヘ リコパクタ
ー・ピロリ除菌療法

5年以上

光 トポグラフィー検査を用いたうつ
症状の鑑別診断補助

5年以上 (変更なし)

無拘束型多点感圧シー トセンサを用
いた検査

(変更なし)

1‐05当該技術の経験症例数

時号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

画
像
診
断
技
術

CTガイ ド下気管支鏡検査 術者 として 5例以上 (変更なし)

31燐。磁気共鳴スペクトロスコピ‐と
ケミカルシフト画像による糖尿病性
足病変の非侵襲的診断

術者として5例以上 (変更なし)

カラー蛍光観察システム下気管支鏡
検査及び光線力学療法

助手又は術者として 20例以上、
うち術者として 10例 以上 (変更なし)

定量的CTを用いた有限要素法によ
る骨強度予測評価

術者として 3例以上 (変更なし)

そ
の
他

スキン ドファイバー法による悪性高
熱症診断法

術者として 3例以上 (変更な し)

CYP2C19遺 伝子多型検査に基
づくテーラーメイ ドのヘ リコバクタ
ー・ピロリ除菌療法

術者として 1例以上 (変更なし)

光 トポグラフィー検査を用いたうつ
症状の鑑別診断補助

術者として10例以上 術者として 5例 以上

無拘束型多点感圧シー トセンサを用
いた検査

術者として 3例以上 (変更なし)
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分類 l   ③ その他の診断技術 (8技術)

I.医療機関の要件
Π‐01診療科 (医療機関)

平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

I‐06その他 (医師)

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

画
像
診
断
技
術

CTガイ ド下気管支鏡検査 (変更なし)

31燐・磁気共鳴スペクトロスコピーと
ケミカルシフ ト画像による糖尿病性
足病変の非侵襲的診断

(変更なし)

カラー蛍光観察システム下気管支鏡
検査及び光線力学療法

(変更なし)

定量的CTを用いた有限要素法によ
る骨強度予測評価

(変更なし)

そ
の
他

スキン ドファイパー法による悪性高
熱症診断法

(変更なし)

CYP2C19遺 伝子多型検査に基
づくテーラーメイ ドのヘ リコバクタ
ー・ピロリ除菌療法

(変更なし)

光 トポグラフィー検査を用いたうつ

症状の鑑別j診断補助
(変更なし)

無拘束型多点感圧シー トセンサを用
いた検査

(変更なし)

Ⅱ‐02実施診療科の医師数

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

画
像
診
断
技
術

CTガイド下気管支鏡検査 常勤医師 1名以上 (変更な し)

31燐・磁気共鳴スペクトロスコピすと
ケミカルシフト画像による糖尿病性
足病変の非侵襲的診断

実施医師が内科の場合は常勤医

師 2名 以上及び放射線科医llF l
名以上、実施医師が放射線科の場
合は常勤医師 2名以上

(変更なし)

カラー蛍光観察システム下気管支鏡
検査及び光線力学療法

常勤医師3名以上 (変更なし)

定量的CTを 用いた有限要素法によ
る骨強度予測評価

常勤医師 1名以上 (変更なし)

そ
の
他

スキン ドファイバー法による悪性高
熱症診断法

常勤医師 2名以上 (変更なし)

CYP2C19遺 伝子多型検査に基
づくテーラーメイ ドのヘ リコバクタ
ー・ピロリ除菌療法

消化器病専門医である常勤医師
1名以上

常勤医師 1名 以上

光 トポグラフィー検査を用いたうつ
症状の鑑別診断補助

精神保健指定医である常勤医師
1名 以上

(変更なし)

無拘束型多点感圧シー トセンサを用
いた検査

常勤医師 1名 以上 (変更なし)

番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

画
像
診
断
技
術

CTガイド下気管支鏡検査 内科、呼吸器科又は外科並びに放
射線科及び麻酔科

(変更なし)

31燐・磁気共鳴スペクトロスコピーと
ケミカルシフ ト画像による糖尿病性
足病変の非侵襲的診断

内科又は放射線科 (変更なし)

カラー蛍光観察システム下気管支鏡
検査及び光線力学療法

呼吸器科 (変更なし)

定量的CTを用いた有限要素法によ
る骨強度予測評価

整形外科
整形外科及び放射線

科

そ
の
他

スキンドファイバー法による悪性高
熱症診断法

麻酔科 (変更なし)

CYP2C19遺 伝子多型検査に基
づくテーラーメイ ドのヘ リコパクタ
ー・ピロリ除菌療法

消化器科 (変更なし)

光 トポグラフィー検査を用いたうつ
症状の鑑別診断補助

精神科又は,い療内科 (変更なし)

無拘束型多点感圧シー トセンサを用
いた検査

内科、耳鼻いんこう科又は精神科 (変更なし)

Π‐03他診療科の医師数

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

画
像
診
断
技
術

CTガイド下気管支鏡検査 放射線科医師 1名 以上及び麻酔
科医師 1名 以上、病理医 1名以上

(変更なし)

31燐・磁気共鳴スペクトロスコピーと
ケミカルシフ ト画像による糖尿病性
足病変の非侵襲的診断

(変更なし)

カラー蛍光観察システム下気管支鏡
検査及び光線力学療法

(変更なし)

定量的CTを用いた有限要素法によ
る骨強度予測評価

(変更なし)

そ
の
他

スキン ドファイバー法による悪性高
熱症診断法

(変更なし)

CYP2C19遺 伝子多型検査に基
づくテーラーメイ ドのヘ リコパクタ
ー・ピロリ除菌療法

(変更なし)

光 トポグラフィー検査を用いたうつ

症状の鑑別診断補助
神経内科又は脳神経外科常勤医
師 1名 以上

(変更なし)

無拘束型多点感圧シー トセンサを用
いた検査

(変更なし)



分類 l   ③ その他の診断技術 (8技術)

I‐05病床数

平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

I‐06看護配置I‐04その他医療従事者の配置

薔薫 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

画
像
診
断
技
術

CTガイ ド下気管支鏡検査 診療放射線技師 1名 以上 (変更なし)

31燐・磁気共鳴スペクトロスコピーと
ケミカルシフ ト画像による糖尿病性
足病変の非侵襲的診断

診療放射線技師 1名以上 (変更なし)

カラー蛍光観察システム下気管支鏡
検査及び光線力学療法

臨床工学技± 1名 以上 (変更なし)

定量的 CTを 用いた有限要素法によ
る骨強度予測評価

診療放射線技師 1名
以上

そ
の
他

スキンドファイバー法による悪性高
熱症診断法

(変更なし)

CYP2C19遺 伝子多型検査に基
づくテーラーメイ ドのヘリコバクタ
ー・ピロリ除菌療法

臨床検査技師 1名以上 (変更なし)

光トポグラフィー検査を用いたうつ
症状の鑑別診断補助

臨床検査技師 1名以上 (変更なし)

無拘束型多点感圧 シー トセ ンサを用
いた検査

(変更なし)

爵月 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

画
像
診
断
技
術

CTガイ ド下気管支鏡検査 (変更なし)

31燐・磁気共鳴スペクトロスコピーと
ケミカルシフト画像による糖尿病性
足病変の非侵襲的診断

(変更なし)

カラー蛍光観察システム下気管支鏡
検査及び光線力学療法

(変更なし)

定量的CTを 用いた有限要素法によ
る骨強度予測評価 (変更なし)

そ
の
他

スキン ドファイバー法による悪性高
熱症診断法

(変更なし)

CYP2C19遺 伝子多型検査に基
づくテーラーメイ ドのヘ リコバクタ
ー・ピロリ除菌療法

(変更なし)

光 トポグラフィー検査を用いたうつ
症状の鑑別診断補助

(変更なし)

無拘束型多点感圧シー トセンサを用
いた検査

(変更なし)

番月 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

画
像
診
断
技
術

CTガイ ド下気管支鏡検査 (変更なし)

31燐・磁気共鳴スペクトロスコピーと
ケミカルシフ ト画像による糖尿病性
足病変の非侵襲的診断

(変更なし)

カラー蛍光観察システム下気管支鏡
検査及び光線力学療法

l床以上 (変更なし)

定量的CTを用いた有限要素法によ
る骨強度予測評価

(変更なし)

そ
の
他

スキンドファイバー法による悪性高
熱症診断法

(変更なし)

Ｙ

く

。

Ｃ

づ

一

P2C19遺 伝子多型検査に基
テーラーメイ ドのヘ リコバクタ
ピロリ除菌療法

(変更なし)

光 トポグラフィー検査を用いたうつ
症状の鑑別診断補助

(変更なし)

無拘束型多点感圧シートセンサを用
いた検査

1床以上 (変更なし)

1‐07当直体制

番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

画
像
診
断
技
術

CTガイド下気管支鏡検査 要 (変更なし)

31燐・磁気共鳴スペクトロスコピーと
ケミカルシフト画像による糖尿病性
足病変の非侵襲的診断

(変更なし)

カラー蛍光観察システム下気管支鏡
検査及び光線力学療法

要 (変更なし)

定量的CTを 用いた有限要素法によ
る骨強度予測評価

(変更なし)

そ
の
他

スキンドファイバー法による悪性高
熱症診断法

要 (変更なし)

CYP2C19遺 伝子多型検査に基
づくテーラーメイ ドのヘ リコバクタ
ー・ピロリ除菌療法

(変更なし)

光 トポグラフィー検査を用いたうつ
症状の鑑別診断補助

(変更なし)

無拘束型多点感圧シー トセンサを用
いた検査

(変更なし)
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分類 l   ③ その他の診断技術  (3技術)

Ⅱ‐09院内検査 (24時間実施体制)

平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

1‐08緊急手術の実施体制

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

画
像
診
断
技
術

CTガイド下気管支鏡検査 要 (変更なし)

31燐・磁気共鳴スペクトロスコピーと
ケミカルシフ ト画像による糖尿病性
足病変の非侵襲的診断

(変更なし)

カラー蛍光観察システム下気管支鏡
検査及び光線力学療法

要 (変更なし)

定量的CTを用いた有限要素法によ
る骨強度予測評価

(変更なし)

そ
の
他

スキン ドファイバー法による悪性高
熱症診断法

要 (変更なし)

CYP2C19遺 伝子多型検査に基
づくテーラーメイ ドのヘ リコバクタ
ー・ピロリ除菌療法

(変更なし)

光トポグラフィー検査を用いたうつ

症状の鑑別診断補助
(変更なし)

無拘束型多点感圧シー トセンサを用
いた検査

(変更なし)

Π‐10他の医療機関との連携体制

磨号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

画
像
診
断
技
術

CTガイ ド下気管支鏡検査 (変更なし)

31燐 磁気共鳴スペクトロスコピーと
ケミカルシフト画像による糖尿病性
足病変の非侵襲的診断

(変更なし)

カラー蛍光観察システム下気管支鏡
検査及び光線力学療法

(変更なし)

定量的CTを用いた有限要素法によ
る骨強度予測評価

(変更なし)

そ
の
他

スキン ドファイバー法による悪性高
熱症診断法

緊急手術において可 (削除)

CYP2C19遺 伝子多型検査に基
づくテーラーメイ ドのヘ リコバクタ
ー・ピロリ除菌療法

(変更なし)

光 トポグラフィー検査を用いたうつ

症状の鑑別診断補助
(変更なし)

無拘束型多点感圧シートセンサを用
いた検査

(変更なし)

番月 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

画
像
診
断
技
術

CTガイ ド下気管支鏡検査 要 (変更なし)

31燐・磁気共鳴スペクトロスコピーと
ケミカルシフト画像による糖尿病性
足病変の非侵襲的診断

(変更なし)

カラー蛍光観察システム下気管支鏡
検査及び光線力学療法

要 (変更なし)

定量的CTを用いた有限要素法によ
る骨強度予測評価

(変更なし)

そ
の
他

スキンドファイバー法による悪性高
熱症診断法

要 (変更なし)

CYP2C19遺 伝子多型検査に基
づくテーラーメイ ドのヘ リコバクタ
ー・ピロツ除菌療法

(変更なし)

光 トポグラフィー検査を用いたうつ
症状の鑑別診断補助

(変更なし)

無拘束型多点感圧シー トセンサを用
いた検査

(変更なし)

コ‐11医療機器の保守管理体制

先進医療技術名称 現  行 修 正 案

画
像
診
断
技
術

CTガイ ド下気管支鏡検査 要 (変更なし)

31燐・磁気共鳴スペクトロスコピーと
ケミカルシフト画像による糖尿病性
足病変の非侵襲的診断

要 (変更なし)

カラー蛍光観察システム下気管支鏡
検査及び光線力学療法

要 (変更なし)

定量的 CTを 用いた有限要素法によ
る骨強度予測評価

要 (変更なし)

そ
の
他

スキンドファイバー法による悪性高
熱症診断法

要 (変更なし)

CYP2C19遺 伝子多型検査に基
づくテーラーメイ ドのヘ ソコバクタ
ー・ピロリ除菌療法

要 (変更なし)

光 トポグラフィー検査を用いたうつ

症状の鑑別診断補助
要 (変更なし)

無拘束型多点感圧シー トセンサを用
いた検査

要 (変更なし)



分類 l   ③ その他の診断技術 (8技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

Π-12倫理委員会による審査体制

先進医療技術名称 現    イテ 修 正 案

画
像
診
断
技
術

CTガイ ド下気管支鏡検査 要 (必要なときは必ず事前に開催) (変更なし)

31燐・磁気共鳴スペクトロスコピーと
ケミカルシフ ト画像による糖尿病性
足病変の非侵襲的診断

〈変更なし)

カラー蛍光観察システム下気管支鏡
検査及び光線力学療法

要 (必要なときは必ず事前に開催) (変更なし)

定量的CTを用いた有限要素法によ
る骨強度予測評価

(変更なし)

そ
の
他

スキンドファイバー法による悪性高
熱症診断法

要 (必要なときは必ず事前に開催) (変更なし)

CYP2C19遺 伝子多型検査に基
づくテーラーメイ ドのヘ リコパクタ
ー・ピロリ除菌療法

要 (必要なときは必ず事前に開催 ) (削除)

光 トポグラフィー検査を用いたうつ

症状の鑑別診断補助
要 (届出後当該療養を初めて実施す
るときは必ず事前に開催)

(変更なし)

無拘束型多点感圧シー トセンサを用
いた検査

(変更なし)

肛‐14当該技術の実施症例数

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

画
像
診
断
技
術

CTガイ ド下気管支鏡検査 5例以上 (変更なし)

31燐・磁気共鳴スペクトロスコピーと
ケミカルシフト画像による糖尿病性
足病変の非侵襲的診断

5例以上 (変更なし)

カラー蛍光観察システム下気管支鏡
検査及び光線力学療法

30例以上 (変更なし

'定量的CTを用いた有限要素法によ
る骨強度予測評rJ5

5例以上 (変更なし)

そ
の
他

スキンドファイバー法による悪性高
熱症診断法

3例以上 (変更なし)

CYP2C19遺 伝子多型検査に基
づくテーラーメイ ドのヘ リコパクタ
ー・ピロリ除菌療法

10例以上 3例以上

光 トポグラフィー検査を用いたうつ
症状の鑑別診断補助

10例以上 5例以上

無拘束型多点感圧シー トセンサを用
いた検査

3例以上 (変更なし)

I…13医療安全管理委員会の設置

磨号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

画
像
診
断
技
術

CTガイ ド下気管支鏡検査 要 (変更なし)

31燐・磁気共鳴スペクトロスコピーと
ケミカルシフ ト画像による糖尿病性
足病変の非侵襲的診断

要 (変更なし)

カラー蛍光観察システム下気管支鏡
検査及び光線力学療法

要 (変更なし)

定量的CTを用いた有限要素法によ
る骨強度予測評価

要

そ
の
他

スキンドファイバー法による悪性高
熱症診断法

要 (変更なし)

CYP2C19遺 伝子多型検査に基
づくテーラーメイ ドのヘ リコバクタ
ー・ピロツ除菌療法

要 (変更なし)

光 トポグラフィー検査を用いたうつ

症状の鑑別診断補助
要 (変更なし)

無拘束型多点感圧シー トセンサを用
いた検査

(変更なし)

Ⅱ‐15その他 (医療機関)

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

画
像
診
断
技
術

CTガイ ド下気管支鏡検査 病理部門が設置されていること (変更なし)

31燐・磁気共鳴スペクトロスコピーと
ケミカルシフト画像による糖尿病性
足病変の非侵襲的診断

(変更なし)

カラー蛍光観察システム下気管支鏡
検査及び光線力学療法

(変更なし)

定量的CTを 用いた有限要素法によ
る骨強度予叡」評価 (変更なし)

そ
の
他

スキンドファイバー法による悪性高
熱症診断法

(変更なし)

CYP2C19遺 伝子多型検査に基
づくテーラーメイ ドのヘ リコバクタ
ー・ピロリ除菌療法

(変更なし)

光 トポグラフィー検査を用いたうつ
症状の鑑別診断補助

(変更なし)

無拘束型多点感圧シー トセンサを用
いた検査

院内で終夜 1垂眠ポリグラフィー

(携帯用装置を使用するものを
除く。)を実施する体制が整備さ
れていること。

(変更なし)



分類 l   ③ その他の診断技術  (8技術)

Ⅲ。その他の要件

■‐01頻回の実績報告

平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

番月 先進医療技術名称 現  行   1 修 正 案

画
像
診
断
技
術

CTガイ ド下気管支鏡検査 (変更なし)

31燐・磁気共鳴スペクトロスコピーとケミカル
シフト画像による糖尿病性足病変の非侵襲的診
断

(変更なし)

カラー蛍光観察システム下気管支鏡検査及び光
線力学療法

(変更なし)

定量的CTを用いた有限要素法による骨強度予
測評価

(変更なし)

そ
の
他

スキンドファイバー法による悪性高熱症診断法 (変更なし)

CYP2C19遺 伝子多型検査に基づくテーラ
ーメイ ドのヘリコバクター・ピロリ除菌療法

(変更なし)

光 トポグラフィー検査を用いたうつ症状の鑑別
診断補助

(変更なし)

無拘束型多点感圧シー トセンサを用いた検査 (変更なし)

■‐02その他

番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

画
像
診
断
技
術

CTガイ ド下気管支鏡検査 (変更なし)

31燐・磁気共鳴スペクトロスコピーとケミカル
シフト画像による糖尿病性足病変の非侵襲的診
断

(変更なし)

カラー蛍光観察システム下気管支鏡検査及び光
線力学療法

(変更なし)

定量的CTを用いた有限要素法による骨強度予
測評価

(変更なし)

そ
の
他

スキン ドフアイバー法による悪性高熱症診断法 (変更なし)

CYP2C19遺 伝子多型検査に基づくテーラ
ーメイドのヘリコバクター・ピロリ除菌療法

(変更なし)

光 トポグラフィー検査を用いたうつ症状の鑑別

診断補助
(変更なし)

無拘束型多点感圧シー トセンサを用いた検査 (変更なし)



分類 l    ④体腔鏡手術 (15技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

諒
科

番

号

先進 医療技 術名称

適応症修正案一
Ｔ現 新技術名 (案 )

消
化
器
外
科

膵腫瘍に対する腹月空鏡補助下
膵切除術 (イ ンスリノーマ、
牌動脈瘤、粘液性嚢胞腫瘍、
膵管内腫瘍その他の膵良性腫
瘍に係る膵体尾部切除又は核
出術に限る。)

腹腔鏡補助下膵体尾部切除又
は核出術

膵内分泌系腫瘍その他の膵良性
又は低悪性腫瘍

腹腔鏡下直腸固定術 (直腸脱
に係るものに限る。)

腹腔鏡下直腸固定術 直腸脱

腹腔鏡下スリープ状胃切除術
(BMI(体重 (キ ログラム)を
身長 (メ ー トル)の二乗で除
して得た数値をいう。)が三十
五以上の肥満症に係るものに
限るぃ)

腹腔鏡下スリープ状胃切除術 BMIが 35以上の肥満症

血
管
外
科

内視鏡下筋膜下不全穿通枝切
離術 (下肢慢性静脈不全症 (下
腿の広範囲の皮膚に色素沈

着、硬化若しくは萎縮が起こ
り、又は潰瘍を有するととも
に、超音波検査により穿通枝
の血液が逆流していることが
確認され、かつ、従来の外科
的治療法の実施により根治性
が期待できないものに限る。)
に係るものに限る。)

内視鏡下筋膜下不全穿通枝切
離術

下肢慢性静脈不全症 (下腿の広
範囲の皮膚に色素沈着、硬化若
しくは萎縮が起こり、又は潰瘍
を有するとともに、超音波検査
により穿通枝の血液が逆流して
いることが確認され、かつ、従
来の外科的治療法の実施により
根治性が期待できないものに限

る。)

胸腔鏡下動脈管開存症手術
(最大径が十ミリメー トル以
下であつて、石灰化、感染又
は瘤化していない動脈管の動
脈管開存症に係るものに限
る。)

胸腔鏡下動脈管開存症手術

動脈管開存症 (最大径が十ミリ
メー トル以下であって、石灰化、
感染又は瘤化していない動脈管
に限る。)

整
形
外
科

ll

経皮的レーザー椎間板減圧術
(内 視鏡下によるものを含
み、椎間板ヘルニアに係るも
のに限る。)

経皮的レーザー椎間板減圧術 椎間板ヘルニア

鏡視下肩峰下腔徐圧術 (透析
アミロイ ド肩関節症又は腱板
断裂、五十肩若 しくは関節リ
ウマチその他の原因による肩
インピンジメン ト症候群に係
るものに限る。)

鏡視下肩峰下腔徐圧術 肩インピンジメント症候群

硬膜外1空内視鏡による難治性
腰下肢痛の治療 (腰椎椎間板
ヘルニア、腰部脊椎管狭窄症
又は腰椎手術の実施後の腰下
肢痛 (保存治療に抵抗性のも
のに限る。)に係るものに限
る。)

硬膜外腔内視鏡による難治性
腰下肢痛の治療

腰椎椎間板ヘルニア、腰部脊椎
管狭窄症又は腰椎手術の実施後
の腰下肢痛 (保存治療に抵抗性
のものに限る。)

鎌

科

番

号

先進医療技術名称

適応症修正案「

~~~薪
裏蕎石マ面現

産
婦
人
科

―絨毛膜性双胎妊娠において
発症した双胎間輸血症候群に

対する内視鏡的胎盤吻合血管
レーザー焼灼術 (双胎間輸血
症候群に罹患した一絨毛膜性
双胎妊娠の症例 (妊娠十六週
から二十六週に限る。)に係る
ものに限る。)

内視鏡的胎盤吻合血管レーザ
ー焼灼術

双胎間輸血症候群に罹患した一

絨毛1莫性双胎妊娠症例 (妊娠 16
週から26週に限る。)

腹腔鏡下子宮体がん根治手術
(手術進行期分類 Ib期 まで
の子宮体がんに係るものに限
る。)

腹腔鏡下子宮体がん根治手術
手術進行期分類 lb期までの子
宮体がん

泌
尿
器
科

膀洸尿管逆流症に対する腹1空
鏡下逆流防止術 (膀洸尿管逆
流症 (国際分類グレードVの
高度逆流症を除く。)に係るも
のに限る。)

腹腔鏡下逆流防止術
膀脱尿管逆流症 (国際分類グレ
ードVの高度逆流症を除く。)

泌尿生殖器腫瘍の後腹膜 リン
パ節転移に対する腹腔鏡下リ
ンパ節郭清術 (泌尿生殖器腫
瘍のリンパ節転移例又は画像
上リンパ節転移が疑われるも
のに係るものに限る。)

後腹膜リンパ節転移に対する
腹腔鏡下リンパ節享「清術

泌尿生殖器腫瘍 (リ ンパ節転移
例又は画像上リンパ節転移が疑
われる場合に限る。)

内視鏡下小切開泌尿器腫瘍手

術 (尿管腫瘍、膀洸腫瘍、後
腹膜腫瘍、後腹膜 リンパ節腫

瘍 (精巣がんから転移したも
のに限る。)又は骨盤リンパ節
lll瘍 (泌尿器がんから転移し
たものに限る。)に係るものに
限る。)

内視鏡下小切開泌尿器腫瘍手
術

尿管腫瘍、膀肌腫瘍、後腹膜腫
瘍又は後腹膜リンパ節腫瘍 (精
巣がんから転移 したものに限
る。)又は骨盤リンパ節腫瘍 (泌
尿器がんから転移したものに限
る。)

腹腔鏡下膀洸内手術0芳眺尿管
逆流症又は巨大尿管症に係る
ものに限る。)

腹腔鏡下膀眺内手術 1労肌尿管逆流症又は巨大尿管症

腹腔鏡下根治的膀洸全摘除術

(浸潤性膀肌がんに係るもの
に限る。)

腹腔競下根治的膀勝全摘除術 浸潤性膀脱がん



分類 l    ④ 体腔鏡手術 (15技術)

I.実施責任医師の要件
1‐01診療科 (医師)

平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

番場 先進医療技術名称      1     現  行 修 正 案

絆

＝

署

ヽ

斗

膵腫瘍に対する腹1空鏡補助下膵切除術 消化器科又は外科 ,肖化
=患

夕ヽ不斗

腹1空鏡下直腸固定術 外科 消化器外科

102 腹腔鏡下スリープ状胃切除術 消化器外科 変更なし)

ヽ丘
斗嘔

内視鏡下筋膜下不全穿通枝切離術 血管外科又は心臓血管外科 変更なし)

胸腔鏡下動脈管開存症手術 心臓血管外科 変更なし)

整
形
外
科

経皮的レーザー椎間板減圧術 整形外科又は脳神経外科 変更なし)

鏡視下肩峰下腔徐圧術 整形外科 変更なし)

硬膜外腔内視鏡による難治性腰下肢痛の治療 整形外科又は麻酔科 変更なし)

産
婦
人
科

―絨毛膜性双胎妊娠において発症した双胎間
輸血症侯群に対する内視鏡的胎盤吻合血管レ
ーザー焼灼術

小児外科又は産科 (変更なし)

81 腹腔鏡下子官体がん根治手術 産婦人科 変更なし)

泌
尿
器
科

膀肌尿管逆流症に対する腹腔鏡下逆流防止術 泌尿器科 変更なし)

泌尿生殖器腫瘍の後腹膜リンパ節転移に対す
る腹腔鏡下リンパ節郭清術

泌尿器科 (変更なし)

内視鏡下小切開泌尿器腫瘍手術 泌尿器科 変更なし)

腹腔鏡下膀脱内手術 泌尿器科 変更なし)

腹腔鏡下根治的膀洸全摘除術 泌尿器科 変更なし)

I‐03当該診療科の経験年数

先進医療技術名称 現   行 修 正 案

年曽
膵腫瘍に対する腹月空鏡補助下膵切除術 10年以上
腹腔鏡下直腸固定術 10年以上 (変更なし)

腹腔鏡下スリーブ状胃切除術 8年以上 10年以上
血

僣

小

斗

内視鏡下筋膜下不全穿通枝切離術 5年以上 (変更なし)

胸腔鏡下動脈管開存症手術 10年以上 (変更なし)

整
形
外
科

経皮的レーザー椎間板減圧術 5年以上

鏡視下肩峰下腔徐圧術 5年以上

硬膜外腔内視鏡による難治性腰下肢痛の治療 10年以上 (変更なし)

産
婦

人
科

―絨毛膜性双胎妊娠において発症した双胎間
輸血症候群に対する内視鏡的胎盤吻合血管レ
ーザー焼灼術

5年以上

腹腔鏡下子宮体がん根治手術 5年以上 (変更なし)

泌
尿
器
科

1労眺尿管逆流症に対する腹腔鏡下逆流防止術 5年以上 く変更なし)

泌尿生殖器月重瘍の後腹膜リンパ節転移に対す
る腹腔鏡下リンパ節郭・l■術

5年以上 (変更なし)

内視鏡下小切開泌尿器腫瘍手術 5年以上 変更なし)

腹腔鏡下膀眺内手術 5年以上 変更なし)

腹1空鏡下根治的膀洸全摘除術 5年以上 変更なし)

1‐02資格
先進医療技術名称      1   現  行 修 正 案

斗

■

暑

小

斗

膵腫瘍に対する腹腔鏡補助下膵切除術 消化器外科専門医 変更なし)

腹腔鏡下直腸固定術 消化器外科専門医 変更なし)

腹腔鏡下スリーブ状胃切除術 消化器外科専門医 変更なし)

牛」
斗増

内視鏡下筋膜下不全穿通枝切離術 外科専門医 変更なし)

胸腔鏡下動脈管開存症手術 心臓血管外科専門医 (変更 な し )

整
形
外
科

経皮的レーザー椎間板減圧術
整形外科専門医又は脳
神経外科専門医

(変更なし)

鏡視下肩峰下1空徐圧術 整形外科専門医 (変更なし)

硬膜外1空内視鏡による難治性腰下肢痛の治療
整形外科専門医又は麻
酔科専Pり医

麻酔科専門医又は整形
外科専門医

産
婦
人
科

―絨毛膜性双胎妊娠において発症した双胎間

輸血症候群に対する内視鏡的胎盤吻合血管レ
ーザー焼灼術

小児外科専門医又は産

婦人科専門医

小児外科専門医、産婦
人科専門医又は周産期
(新生児)専門医

腹腔鏡下子宮体がん根治手術 産婦人科専門医 (変更なし)

泌
尿
器
科

膀洸尿管逆流症に対する腹腔鏡下逆流防止術 泌尿器科専門医 (変更なし)

泌尿生殖器腫瘍の後腹膜 リンパ節転移に対す
る腹腔鏡下リンパ節郭清術

泌尿器科専門医 (変更なし)

内視鏡下小切開泌尿器月重瘍手術 泌尿器科専門医 (変更なし)

103 腹腔鏡下膀洸内手術 泌尿器科専門医 (変更なし)

腹腔鏡下根治的膀眺全摘除術 泌尿器科専門医 (変更なし)

1‐04当該技術の経験年数

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

‡曽
膵腫瘍に対する腹月空鏡補助下膵切除術 5年以上 (変更なし)

腹1空鏡下直腸固定術 3年以上 2年以上

腹腔鏡下スリーブ状胃切除術 2年以上 (変更なし

ヽ丘
斗催

内視鏡下筋A莫下不全穿通枝切離術 1年以上 (変更な し

拘1空鏡下動脈管開存症手術 2年以上 (変更なし

整
形
外
科

経皮的レーザー椎間板減圧術 5年以上 (変更なし

鏡視下肩峰下腔徐圧術 5年以上 3年 以上

硬膜外月空内視鏡による難治性腰下肢痛の治療 3年以上 (変更なし)

産
婦

人
科

―絨毛膜性双胎妊娠において発症した双胎間
輸血症候群に対する内視鏡的胎盤吻合血管レ
ーザー焼灼術

5年以上 (変更なし)

腹腔鏡下子官体がん根治手術 3年以上 (変更なし)

泌
尿
器
科

膀脱尿管逆流症に対する腹腔鏡下逆流防止術 3年以上 (変更なし)

泌尿生殖器月重瘍の後腹膜リンパ節転移に対す
る腹腔鏡下リンパ節郭清術

3年以上 (変更なし)

内視鏡下小切開泌尿器腫瘍手術 1年以上 (変更なし)

腹腔鏡下1労眺内手術 1年以上 (変更なし)

腹腔鏡下根治的膀脱全摘除術 2年以上 (変更な し)



分類 l    ④ 体腔鏡手術  (15技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

Ⅱ.医療機関の要件
Ⅱ‐01診療科 (医療機関)

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

消
化
器
外
科

膵腫瘍に対する腹腔鏡補助下膵切
除術

助手又は術者として 20例以
上、うち術者として10例以上

助手又は術者として 10
例以上、うち術者として
5例以上

腹腔鏡下直腸固定術 術者として3例以上 (変更なし)

腹腔鏡下スリープ状胃切除術
柳

”

し

て

と

し動”
手

ヽ

助
上 (変更なし)

朴血
斗唱

内視鏡下筋膜下不全穿通枝切離術 術者として 5例以上 (変更なし)

胸腔鏡下動脈管開存症手術
助手又は術者として 15例以
上、うち術者として 5例以上

(変更なし)

整
形
外
科

11 経皮的レーザー椎間板減圧術
助手又は術者 として 20例以
上、うち術者として 10例以上 術者

として 10例 以上

鏡視下肩峰下腔徐圧術
助手又は術者 として 20例以
上、うち術者として 10例以上 術者として

10例以上

硬膜外Л空内視鏡による難治性腰下
肢痛の治療

助手又は術者として 20例以
上、うち術者として 10例以上 術者として

10例以上

産
婦
人
科

一絨毛膜性双胎妊娠において発症
した双胎間輸血症候群に対する内
視鏡的胎盤吻合血管レーザー焼灼
術

助手又は術者として 10例以
上、うち術者として5例以上

(変更なし)

腹腔鏡下子宮体がん根治手術 術者として 5例以上 (変更なし)

泌
尿
器
科

膀洸尿管逆流症に対する腹腔鏡下
逆流防止術

助手又は術者として 10例以
上、 うち術者として 5例以上 (変更なし)

泌尿生殖器腫瘍の後腹膜 リンパ節
転移に対する腹腔鏡下リンパ節郭
清術

嶼̈
吹螂崎娘

又
う
手

ヽ

助
上 (変更なし)

内視鏡下小切開泌尿器腫瘍手術 術者として 3例以上 (変更なし)

腹腔鏡下膀洸内手術 術者 として 3例以上 (変更なし)

腹腔鏡下根治的膀洸全摘除術 術者として 5例以上 (変更なし)

参療14 番鍔 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

拌

４

２

タ

膵腫瘍に対する腹腔鏡補助下膵切除術 消化器科又は外科、及び麻酔科
消化器外科
及び麻酔科

複腔鏡下直腸固定術 外科及び麻酔科 (変更なし)

複腔鏡下ス リーブ状胃切除術 消化器外科、麻酔科及び内科 (変更なし)

丘

侵

内視鏡下筋膜下不全穿通枝切離術 血管外科又は心臓血管外科 (変更なし)
胸1空鏡下動脈管開存症手術 心臓血管外科、麻酔科及び小児科 (変更なし)

整
形
外
科

経皮的レーザー椎間板減圧術 整形外科又は脳神経外科 (変更なし)

鏡視下肩峰下腔徐圧術 整形外科及び麻酔科 (変更なし)
硬膜外腔内視鏡による難治性腰下肢痛の治療 整形外科及び麻酔科 (変更なし)

産
婦
人
科

―絨毛膜性双胎妊娠において発症した双胎間
輸血症候群に対する内視鏡的胎盤吻合血管レ
ーザー焼灼術

実施医師が小児外科の場合は小児
外科、産科及び麻酔科、実施医師
が産科の場合は小児科、産科及び
麻酔科

小児科、小児
外科、産科及
び麻酔科

腹腔鏡下子官体がん根治手術 産婦人科及び麻酔科 (変更なし)

泌
尿
器
科

膀脱尿管逆流症に対する腹1空鏡下逆流防止術 泌尿器科 (変更なし)

泌尿生殖器腫瘍の後腹膜リンパ節転移に対す
る腹腔鏡下リンパ節郭清術

泌尿器科及び麻酔科 (変更なし)

内視 鏡 下 小 切 開 泌 尿 器 腫 瘍 手 術 泌尿器科 (変更なし)

腹腔鏡下膀脱内手術 泌尿器科 (変更なし)

104 腹腔鏡下根治的勝洸全摘除術 泌尿器科 (変更なし)

番号
|

先進医療技術名称 現  行 修 正 案
響
■

署
引

斗

暉腫 瘍 に 対 す る腹 1空鏡 補 助 下 Л率切 除 術 (変更な
:卜 直 腸 固 定 術 し

下ス ツーフ状胃切除術 1し )

畳牛斗
一

下筋膜下不全穿通枝切離術 し

01胸腔鏡下動脈管開存症手術 し

整
形
外
科

経 層 的 レー サ ー 維 FB晰浦 FF術 し

E税 F肩峰下ガ空徐圧術 し

硬 膜 外 腔 内 視 鏡 に よ る難 治 性 ll■下 肢 痛 の 治 療 し

産
婦

人
科

一絨毛膜性双胎妊娠において発症 した双胎間
輸血症候群に対する内視鏡的胎盤吻合血管レ
ーザー蜂伯術

(変更なし)

下 子 官 体 が ス

泌
尿
器
科

皿 尿管逆流症に対する腹 1空鏡下逆流防止術 な

必尿生矩器腫湯の後腹膜 ツンノ`節転移に対す
る腹腔鏡下リンパ節郭清術

(変更なし)

内 視 鏡 下 小 切 開 泌 尿 器 腫 瘍 手 術 な

下 (

瞑1空鏡下根治的膀脱全摘除術 モ更なし

I‐02実施診療科の医師数

夕療科酪月 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

枠

■

留

■

斗

膵腫瘍に対する腹腔鏡補助下III切除ai 常勤医師 3名以上 (変更なし)

腹腔鏡下直腸固定術 常勤医師 2名以上 (変更なし)

102 腹腔鏡下スリ‐ブ状胃切除術 常勤医師 2名以上 〈変更なし)

卜」
斗増

内視鏡下筋膜下不全穿通枝切離術 常勤医師 2名 以上 (変更なし)

胸腔鏡下動脈管開存症手術 常勤医師 1名 以上 (変更なし)

整
形
外
科

経皮的レーザー椎間板減圧術 常勤医師 3名 以上 (変更なし)

鏡視下肩峰下1空徐圧術 常勤医師 3名 以上 (変更なし)

硬月莫外月空内視鏡による難治性月要下肢痛の治療 常勤医師 3名 以上 (変更なし)

産
婦
人
科

―絨毛膜性双胎妊娠において発症した双胎間
輸血症候群に対する内視鏡的胎盤吻合血管レ
ーザー焼灼術

常勤医師 3名以上 (変更なし)

腹腔鏡下子官体がん根治手ai 常動医師 3名以上 常勤医師 2名 以上

泌
尿
器
科

傍眈尿管逆流症に対する腹腔鏡下逆流防止術 常勤医師 2名 以上 (変更なし)

泌尿生殖器腫瘍の後腹膜リンパ節転移に対す
る腹Л空鏡下リンパ節郭清術

常勤医llF 2名 以上 (変更なし)

内視鏡下小切開泌尿器月重瘍手術 常勤医師1名 以上 (変更なし)

腹腔鏡下膀肌内手術 常勤医師2名以上 (変更なし)

腹腔鏡下根治的1労洸全摘除術 常勤医師 2名以上 (変更なし)



分類 l    ④ 体腔鏡手術 (15技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

全僣走 先進医療技術名称      1     現  行 修 正 案

消
化
器
外
科

1華腫瘍に対する腹腔鏡補助下膵切除術
麻酔科医師 1名以上及び病理医
1名 以上

病理医 1名 以
上

腹腔鏡下直腸固定術 麻酔科常勤医師 1名 以上 (変更なし)

102 腹腔鏡下スリーブ状胃切除術
麻酔科医師 1名以上、内科医師
1名 以上

内科医師 1名
以上

丘

鐙

卜

斗

内視鏡下筋膜下不全穿通枝切離術 (変更なし)

胸腔鏡下動脈管開存症手術 (変更なし)

整
形
外
科

経皮的レーザー椎間板減圧術 (変更なし)

鏡視下肩峰下腔徐圧術 麻酔科医師 1名 以上 (削除)

硬膜外腔内視鏡による難治性腰下肢痛の治療
整形外科医師 1名以上及び麻酔
科医師 1名 以上

(閂l除 )

産
婦
人
科

一絨毛膜性双胎妊娠において発症した双胎間
輸血症候群に対する内視鏡的胎盤吻合血管レ
ーザー焼灼術

実施医師が小児外科の場合は産

科医師 1名 以上及び麻酔科医師
1名以上、実施医師が産科の場
合は小児科医師 1名 以上及び麻
酔科医師 1名 以上

小児科、小児
外科、産科及
び麻酔科、各
1名 以上の常
勤医師

腹腔鏡下子宮体がん根治手術
麻酔科医師 1名以上、病理医 1
名以上

(変更なし)

泌
尿
器
科

膀洸尿管逆流症に対する腹腔鏡下逆流防止術 麻酔科標榜医 1名以上 (変更なし)

泌尿生殖器腫瘍の後腹膜リンパ節転移に対す
る腹腔鏡下リンパ節郭清術

麻酔科医師 1名以上及び病理医
1名以上

(変更なし)

内視鏡下小切開泌尿器腫瘍手術 麻酔科標榜医 1名 以上 (変更なし)

腹腔鏡下IIB洸内手術 麻酔科標榜医 1名 以上 (変更なし)

腹腔鏡下根治的膀脱全摘除術 麻酔科標榜医 1名 以上 (変更なし)

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

■
４

暑

ヽ

斗

膵腫瘍に対する腹腔鏡補助下膵切除術 20床以上
腹腔鏡下直腸固定術 20床以上 (変更なし)

唄腔鏡下スリーブ状胃切除術 20床以上 (変更なし)

卜」
斗増

内視鏡下筋膜下不全穿通枝切離術 20床以上 (変更なし)

胸腔鏡下動脈管開存症手術 100床以上 (変更なし)

整
形
外
科

経皮的レーザー椎間板減圧術 1床以上 (変更なし)

鏡視下肩峰下1空徐圧術 20床以上
硬膜外腔内視鏡による難治性腰下肢痛の治療 1床以上

産
婦
人
科

一絨毛膜性双胎妊娠において発症した双胎間
輸血症候群に対する内視鏡的胎盤吻合血管レ
ーザー焼灼術

200床 以上 (変更なし)

唄1空鏡下子宮体がん根治手術 1床以上 (変更なし)

泌
尿
器
科

傍洸尿管逆流症に対する腹腔鏡下逆流防止術 1床以上 (変更なし)

泌尿生殖器月重瘍の後腹膜リンパ節転移に対す
る腹腔鏡下リンパ節郭清術

1床以上 (変更なし)

内視鏡下小切開泌尿器腫瘍手術 1床以上 (変更なし)

腹 1空鏡下膀洸内手術 20床以上 (変更な し)

腹 1空鏡下根治的膀脱全摘除術 20床以上 (変更なし)

Ⅱ‐04そ の他医療従事者の配置

参療1 野号 先進医療技術名称      1   現  行   1   修 正 案

消
化
器
外
科

膵腫瘍に対する腹月空鏡補助下膵切除術 臨床工学技± 1名 以上

腹1空鏡下直腸固定術 臨床工学技± 1名 以上 (変更なし)

腹腔鏡下スリーブ状胃切除術
臨床工学技± 1名 以
上、管理栄養± 1名以
上

(変更なし)

血

僣

卜

斗

内視鏡下筋膜下不全穿通枝切離術 臨床工学技± 1名 以上

胸腔鏡下動脈管開存症手術 臨床工学技± 1名 以上 (変更なし)

整
形
外
科

経皮的 レーザー椎間板減圧術 臨床工学技± 1名 以上 (変更なし)

鏡視下肩峰下腔徐圧術 臨床工学校± 1名 以上

硬膜外腔内視鏡による難治性腰下肢痛の治療 臨床工学技± 1名 以上

産
婦
人
科

一絨毛膜性双胎妊娠において発症した双胎間
輸血症候群に対する内視鏡的胎盤吻合血管レ
ーザー焼灼術

臨床工学技± 1名 以上 (変更なし)

腹1空鏡下子宮体がん根治手術 臨床工学技± 1名 以上

泌
尿
器
科

膀洸尿管逆流症に対する腹腔鏡下逆流防止術 臨床工学技± 1名以上

泌尿生殖器腫瘍の後腹膜リンパ節転移に対す
る腹腔鏡下リンパ節郭清術

臨床工学技± 1名 以上

内視鏡下小切開泌尿器腫瘍手術 臨床工学技± 1名 以上

103 腹月空鏡下膀眈内手術 臨床工学技± 1名以上 (変更なし)

腹腔鏡下根治的膀洸全摘除術 臨床工学技± 1名 以上 (変更なし)



分類 l    ④ 体腔鏡手術 (15技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

I‐06看護配置
,癖 : 野号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

消
化
器
外
科

1率 1重瘍に対する腹腔鏡補助下1率
切除術

(変更なし)

腹腔鏡下直腸固定術

入院患者の数が 10又はその端数を増すご
とに1名以上 (ただし、当該病棟において、
一日に看護を行う看護職員の数が前段に規
定する数に相当する数以上である場合には、
当該病棟における夜動を行う看護職員の数
が、前段の規定にかかわらず、二以上である
こと。)

(削除)

腹1空鏡下スリープ状胃切除術

入院患者の数が 10又はその端数を増すご
とに 1名 以上 (ただし、当該病棟において、
一日に看護を行 う看護職員の数が前段に規
定する数に相当する数以上である場合には、
当該病棟における夜勤を行 う看護職員の数
が、前段の規定にかかわらず、二以上である
こと。)

(削除)

血
管
外
科

内視鏡下筋膜下不全穿通枝切離
術

入院患者の数が 10又はその端数を増すご
とに 1名 以上 (ただし、当該病棟において、
一日に看護を行 う看護職員の数が前段に規
定する数に相当する数以上である場合には、
当該病棟における夜勤を行 う看護職員の数
が、前段の規定にかかわらず、二以上である
こと。)

(肖 1除 )

胸腔鏡下動脈管開存症手術

入院患者の数が 10又はその端数を増すご
とに1名 以上 (ただし、当該病棟において、
一日に看護を行 う看護職員の数が前段に規
定する数に相当する数以上である場合には、
当該病棟における夜勤を行 う看護職員の数
が、前段の規定にかかわらず、二以上である
こと。)

(削除)

整
形
外
科

経皮的レーザー椎間板減圧術 (変更なし)

鏡視下肩峰下腔徐圧術 (変更なし)

硬膜外腔内視鏡による難治性腰
下肢痛の治療

(変更なし)

産
婦
人
科

一絨毛膜性双胎妊娠において発
症した双胎間輸血症候群に対す
る内視鏡的胎盤吻合血管レーザ
ー焼灼術

(変更なし)

腹1空鏡下子宮体がん根治手術 (変更なし)

泌
尿
器
科

jII眺尿管逆流症に対する腹腔鏡
下逆流防止術

(変更なし)

泌尿生殖器腫瘍の後腹膜 リンパ

節転移に対する腹腔鏡下リンパ

節郭清術

(変更なし)

内視鏡下小切開泌尿器腫瘍手術 (変更なし)

腹1空鏡下膀肌内手術 (変更なし)

腹腔鏡下根治的膀洸全摘除術 (変更なし)

E¨07当直体制

分療l 恐 暑 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

幹

■

暑

牛

斗

膵腫瘍に対する腹1空鏡補助下膵切除術 要 (変更なし)

腹腔鏡下直腸固定術 要 (変更なし)

腹腔鏡下ス リーブ状胃切除術 要 (変更なし)

血

唱

ヽ

斗

内視鏡下筋膜下不全穿通枝切離術 要 (変更なし)

胸腔鏡下動脈管開存症手術
要 (専ら心臓血管外科に従事する
医師が当直を行つていること)

(変更なし)

整
形
外
科

経皮的レーザー椎間板減圧術 要 変更なし)

鏡視下肩峰下1空徐圧術 要 変更なし)

硬膜外1空内視鏡による難治性腰下肢痛の治療 要 変更なし)

産
婦

人
科

―絨毛膜性双胎妊娠において発症した双胎間
輸血症候群に対する内視鏡的胎盤吻合血管レ
ーザー焼灼術

要 (変更なし)

腹腔鏡下子宮体がん根治手術 要 (変更なし)

泌
尿
器
科

膀洸尿管逆流症に対する腹腔鏡下逆流防止術 要 (変更なし)

泌尿生殖器腫瘍の後腹膜リンパ節転移に対す
る腹腔鏡下リンパ節郭清術

要 (変更なし)

内視鏡下小切開泌尿器腫瘍手術 要 (変更なし)

腹腔鏡下膀洸内手術 要 (変更なし)

腹 1空鏡下根治的膀肌全摘除術 要 (変更なし)

I‐08緊急手術の実施体制
)療 1 番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

|]

膵腫瘍に対する腹月空鏡補助下膵切除ai 要 (変更なし)

腹腔鏡下直腸固定術 要 (変更なし)

腹腔鏡下スリープ状胃切除af 要 (変更なし)

ヽエ
斗増

内視鏡下筋膜下不全穿通枝切離術 (変更なし)

Inl腔鏡下動脈管開存症手術 要 (変更なし)

整
形
外
科

経皮的レーザー椎間板減圧術 要 (変更なし)

鏡視下肩峰下腔徐圧術 要 (変更なし)

硬膜外腔内視鏡による難治性腰¬噴痛の治療 要 (変更なし)

産
婦

人
科

―絨毛膜性双胎妊娠において発症した双胎間

輸血症候群に対する内視鏡的胎盤吻合血管レ
ーザー焼灼術

要 (変更なし)

腹1空鏡下子官体がん根治手術 要 (変更なし)

泌
尿
器
科

lll洸尿管逆流症に対する腹腔鏡下逆流防止術 要 (変更なし)

泌尿生殖器腫瘍の後腹膜リンパ節転移に対す
る腹Л空鏡下リンパ節郭清術

要 (変更なし)

内視鏡下小切開泌尿器腫瘍手術 要 (変更なし)

腹腔鏡下膀洸内手術 要 (変更なし)

腹腔鏡下根治的膀眺全摘除術 要 〈変更なし)



分類 l    ④ 体腔鏡手術  (15技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

Ⅱ‐09院内検査 (24時間実施体制)
口
「
嘔
ヨ 先進医療技術名称      1   現  行 修 正 案

針]
膵腫瘍に対する腹腔鏡補助下月率切除術 要 変更なし)

腹腔鏡下直腸固定術 要 変更なし)

腹腔鏡下スリーブ状胃切除術 要 変更なし)

小」
斗増

内視鏡下筋膜下不全穿通枝切離術 変更なし)

胸1空鏡下動脈管開存症手術 要 変更なし)

整
形
外
科

経皮的レーザー椎間板減圧術 要 変更なし)

鏡視下肩峰下腔徐圧術 要 変更なし)

硬膜外腔内視鏡による難治性腰下肢痛の治療 要 変更なし)

産
婦

人
科

一絨毛膜性双胎妊娠において発症した双胎間
輸血症候群に対する内視鏡的胎盤吻合血管レ
ーザー焼灼術

要 (変更なし)

腹1空鏡下子宮体がん根治手術 要 変更なし)

泌
尿
器
科

膀肱尿管逆流症に対する腹腔鏡下逆流防止術 要 変更なし)

泌尿生殖器腫瘍の後腹膜リンパ節転移に対す
る腹腔鏡下リンパ節郭清術

要 変更なし)

内視鏡下小切開泌尿器腫瘍手術 要 変更なし)

腹月空鏡下Л芳眺内手術 要 変更なし)

腹1空鏡下根治的膀脱全摘除術 要 変更なし)

1-11医療機器の保守管理体制

多療科番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

津

■

暑

卜

斗

膵腫瘍に対する腹月空鏡補助下膵切除術 要 (変更なし

腹1空鏡下直腸固定術 要 (変更なし

腹腔鏡下スリーブ状胃切除術 要 (変更なし

血

鐙

内視鏡下筋膜下不全穿通枝切離術 要 (変更なし

胸腔鏡下動脈管開存症手術 要 (変更なし

整
形
外
科

経皮的レーザー椎間板減圧術 要 (変更なし

鏡視下肩峰下腔徐圧術 要 (変更なし

硬膜外腔内視鏡による難治性腰下肢痛の治療 要 (変更なし

産
婦
人
科

一絨毛膜性双胎妊娠において発症した双胎間
輸血症候群に対する内視鏡的胎盤吻合血管レ
ーザー焼灼術

要 (変更な し)

複腔鏡下子宮体がん根治手術 要 (変更なし)

泌
尿
器
科

膀洸尿管逆流症に対する腹腔鏡下逆流防止術 要 (変更なし

泌尿生殖器腫瘍の後腹膜リンパ節転移に対す
る腹1空鏡下リンパ節郭清術

要 (変更なし)

内視鏡下小切開泌尿器腫瘍手術 要 (変更なし)

腹腔鏡下膀脱内手術 要 (変更なし)

腹腔鏡下根治的膀洸全摘除術 要 (変更なし)

I‐10他の医療機関との連携体制

多療手番号 先進医療技術名称      1   現  行 修 正 案

枠
４

暑

ヽ

斗

膵腫瘍に対する腹腔鏡補助下膵切除術 (変更なし)

腹月空鏡下直腸固定術 (変更なし)

腹1空鏡下スリープ状胃切除術 (変更なし)

丘
催
ヽ
斗

内視鏡下筋膜下不全穿通枝切離術 (変更なし)

胸腔鏡下動脈管開存症手術 (変更なし)

整
形
外
科

経皮的 レーザー稚問板減圧術 (変更なし)

鏡視下肩峰下腔徐圧術 (変更なし)

硬膜外腔内視鏡による難治性腰下肢痛の治療 (変更なし)

産
婦
人
科

一絨毛膜性双胎妊娠において発症した双胎間
輸血症候群に対する内視鏡的胎盤吻合血管レ
ーザー焼灼術

(変更なし)

腹腔鏡下子官体がん根治手術 (変更なし)

泌
尿
器
科

1芳洸尿管逆流症に対する腹腔鏡下逆流防止術 (変更なし)

泌尿生殖器腫瘍の後腹膜リンパ節転移に対す
る腹腔鏡下リンパ節郭清術

(変更なし)

内視鏡下小切開泌尿器腫瘍手術 (変更なし)

腹腔鏡下膀肌内手術 (変更なし)

腹腔鏡下根治的Л労肌全摘除術 (変更なし)

Ⅱ‐12倫理委員会による審査体制

番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

消
化
器
外
科

膵月重瘍に対する腹腔鏡補助下膵切除術
要 (必要なときは必ず
事前にF/R催 )

要 (届出後当該療養を
初めて実施するときは
必ず事前に開催)

腹腔鏡下直腸固定術 (変更なし)

腹腔鏡下ス リープ状胃切除術
要 (届 出後当該療養を
初めて実施するときは
必ず事前に開催 )

(変更なし)

小

斗

内視鏡下筋膜下不全穿通枝切離術 (変更なし)

胸Л空鏡下動脈管開存症手術 (変更なし)

整
形
外
科

径皮的レーザー椎間板減圧術 (変更なし)

鏡視下肩峰下腔徐圧術
要 (必要なときは必ず
事前に開催)

(削除)

硬膜外腔内視鏡による難治性腰下肢痛の治療
要 (必要なときは必ず
事前に開催)

(肖1除 )

産
婦
人
科

一絨毛膜性双胎妊娠において発症した双胎間
輸血症候群に対する内視鏡的胎盤吻合血管レ
ーザー焼灼術

要 (当該療養を実施す
るときは必ず事前に開
催 )

(変更なし)

腹腔鏡下子宮体がん根治手術
要 (必要なときは必ず
事前に開催 )

(削除)

泌
尿
器
科

Л芳洸尿管逆流症に対する腹腔鏡下逆流防止術 (変更なし)

泌尿生殖器腫瘍の後腹膜リンパ節転移に対す
る腹腔鏡下リンパ節郭清術

(変更なし)

内視鏡下小切開泌尿器腫瘍手術 (変更なし)

腹腔鏡下膀脱内手術 (変更なし)

腹腔鏡下根治的膀眺全摘除術 (変更なし)

6/8



分類 l    ④ 体腔鏡手術  (15技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

Ⅱ‐13医療安全管理委員会の設置

嫌 手番月 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

1ま

膵腫瘍に対する腹Л空鏡補助下膵切除術 要 (変更なし)

腹腔鏡下直腸固定術 要 (変更なし)

腹腔鏡下スリーブ状胃切除術 要 (変更なし)

小血
斗僣

内視鏡下筋膜下不全穿通枝切離術 要 (変更なし)

101 胸腔鏡下動脈管開存症手術 要 (変更なし)

整
形
外
科

経皮的レーザー椎間板減圧術 要 (変更なし)

鏡視下肩峰下腔徐圧術 要 (変更なし)

硬膜外腔内視鏡による難治性腰下肢痛の治療 要 (変更なし)

産
婦

人
科

一絨毛膜性双胎妊娠において発症した双胎間
輸血症候群に対する内視鏡的胎盤吻合血管レ
ーザー焼灼術

要 (変更なし)

腹腔鏡下子官体がん根治手術 要 (変更なし)

泌
尿
器
科

膀眺尿管逆流症に対する腹腔鏡下逆流防止術 要 (変更なし)

泌尿生殖器腫瘍の後腹膜リンパ節転移に対す
る腹腔鏡下リンパ節郭清術

要 (変更なし)

内視鏡下小切開泌尿器腫瘍手術 要 (変更なし)

腹腔鏡下膀脱内手術 要 (変更なし)

腹腔鏡下根治的膀肌全摘除術 要 (変更なし)

Ⅱ‐15その他 (医療機関)

蜃号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

お

１

署

膵腫瘍に対する腹1空鏡補助下膵切除術 病理部門が設置されていること (変更なし)

腹腔鏡下直腸固定術 (変更なし)

腹腔鏡下スリーブ状胃切除術 (変更なし)

内視鏡下筋膜下不全穿通枝切811術 (変更なし)

胸腔鏡下動脈管開存症手術 (変更なし)

整
形
外
科

経皮的レーザー椎間板減圧術 (変更なし)

鏡視下肩峰下腔徐圧術 (変更なし)

硬膜外月空内視鏡による難治性腰下肢痛の治療 〈変更なし)

産
婦

人
科

一絨毛膜性双胎妊娠において発症した双胎間
輸血症候群に対する内視鏡的胎盤吻合血管レ
ーザー焼灼術

(変更なし)

腹腔鏡下子宮体がん根治手術 病理部門が設置されていること (変更なし)

泌
尿
器
科

膀脱尿管逆流症に対する腹腔鏡下逆流防止術 (変更なし)

泌尿生殖器腫瘍の後腹膜リンパ節転移に対す
る腹腔鏡下リンパ節郭清術

病理部門が設置されていること (変更なし)

内視鏡下小切開泌尿器腫瘍手術 (変更なし)

瞑月空鏡下Л労脱内手術 (変更なし)

1夏腔鏡下根治的Л労脱全摘除術 (変更なし)

I‐ 14当骸技術の実施症例数

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

＝

■

暑

膵腫瘍に対する腹腔鏡補助下膵切除術 10例以上 (変更なし

腹腔鏡下直腸固定術 10例以上 (変更なし

腹Л空鏡下スリープ状胃切除術 5例以上 (変更なし

卜」
斗憎

内視鏡下筋膜下不全穿通枝切離術 5例以上 (変更なし

胸1空鏡下動脈管開存症手術 5例以上 (変更なし

整
形
外
科

経皮的レーザー椎間板減圧術 10例 以上 (変更なし

鏡視下肩峰下l10徐圧術 10例 以上 (変更なし

硬膜外腔内視鏡による難治性腰下肢痛の治療 10例 以上 (変更なし

産
婦

人
科

一絨毛膜性双胎妊娠において発症した双胎間
輸血症候群に対する内視鏡的胎盤吻合血管レ
ーザー焼灼術

5例以上 (変更なし)

腹腔鏡下子官体がん根治手術 10例以上 5例 以 上

泌
尿
器
科

膀肌尿管逆流症に対する腹腔鏡下逆流防止術 5例以上 (変更なし)

泌尿生殖器腫瘍の後腹膜リンパ節転移に対す
る腹腔鏡下リンパ節郭清術

5例以上 (変更なし)

内視鏡下小切開泌尿器腫瘍手術 3例以上 変更なし)

唄1空鏡下膀洸内手術 3例以上 変更なし)

腹腔鏡下根治的膀眺全摘除術 5例以上 変更なし)



分類 l    ④ 体腔競手術 (15技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

消
化
器
外
科

膵腫瘍に対する腹腔鏡補助下膵切除
術

10例まで又は6月 間は、1月 毎
の報告

10例 までは症例毎
に全数報告

腹腔鏡下直腸固定術
5例まで又は4月 間は、1月 毎の

報告
(削除)

腹見空鏡下スリーブ状胃切除術 12月 間は、 1月 毎の報告
10例 までは症例毎
に全数報告

血
管

外
科

内視鏡下筋膜下不全穿通枝切離術
5例まで又は3月 間は、1月 毎の
報告

(変更なし)

胸腔鏡下動脈管開存症手術 12月 間は、 1月 毎の報告 (変更なし)

整
形
外
科

経皮的レーザー椎間板減圧術
10例まで又は 6月 間は、1月 毎
の報告

10例 までは症例毎
こ全数報告

鏡視下肩峰下腔徐圧術
10例まで又は 6月 間は、1月 毎
の報告

(肖1除 )

硬膜外腔内視鏡による難治性腰下肢
痛の治療

10例まで又は 6月 間は、1月 毎
の報告

10例 までは症例毎
に全数報告

産
婦

人
科

一絨毛膜性双胎妊娠において発症し
た双胎間輸血症候群に対する内視鏡
的胎盤吻合血管レーザー焼灼術

10例まで又は 6月 間は、1月 毎
の報告

10例 までは症例毎
に全数報告

腹1空鏡下子宮体がん根治手術
5例まで又は6月 間は、1月 毎の
報告

(削除)

泌
尿
器
科

1芳脱尿管逆流症に対する腹腔鏡下逆
流防止術

(変更なし)

泌尿生殖器腫瘍の後腹膜 リンパ節嘔
移に対する腹腔鏡下リンパ節郭清術

変更なし)

内視鏡下小切開泌尿器1重瘍手術 変更なし)

腹腔鏡下膀洸内手術 変 更 な し )

腹腔鏡下根治的膀眺全摘除術 変更なし)

の

先進医療技術名称 現  行 修 正 案

■
■
暑

小

斗

膵腫瘍に対する腹月空鏡補助下膵切除術 変更なし)

腹腔鏡下直腸固定術 変更なし)

腹1空鏡下スリーブ状胃切除術 変更なし)

油

燿

小

斗

内視鏡下筋膜下不全穿通枝切離術 変更なし)

胸1空鏡下動脈管開存症手術 変更なし)

整
形
外
科

経皮的 レーザー椎間板減圧術 (変更なし)

鏡視下肩峰下1空徐圧術 (変更なし)

硬膜外腔内視鏡による難治性腰下肢痛の治療 (変更な し)

産
婦

人
科

―絨毛膜性双胎妊娠において発症した双胎間

輸血症候群に対する内視鏡的胎盤吻合血管レ
ーザー焼灼術

(変更なし)

腹腔鏡下子宮体がん根治手術 (変更なし)

泌
尿
器
科

膀肌尿管逆流症に対する腹腔鏡下逆流防止術 (変更なし)

泌尿生殖器腫瘍の後腹膜リンパ節転移に対す
る腹腔鏡下リンパ節郭清術

(変更なし)

内視鏡下小切開泌尿器腫瘍手術 (変更なし)

腹腔鏡下膀脱内手術 (変更なし)

腹腔鏡下根治的膀脱全摘除術 (変更なし)



番

号 現

先 進 医 療 技 術 名 称

1 新技術名 (案 ) 適応症修正案

整
形
外
科
関
係

脊椎月重瘍に対する腫瘍脊椎骨全摘術 (原
発性脊椎腫瘍又は転移性脊椎腫瘍に係
るものに限る。)

腫瘍脊椎骨全摘術 脊椎腫瘍

超音波骨折治療法 (四肢の骨折 (治療の
ために手術中に行われるものを除く。)
のうち、観血的手術を実施したもの (開
放骨折又は粉砕骨折に係 るものを除
く。)に係るものに限る。)

超音波骨折治療法

四肢の骨折 (治療のために手術中
に行われるものを除く。)の うち、
観血的手術を実施したもの (開放
骨折又は粉砕骨折に係るものを除
く。)

骨移動術による関節温存型再建 (骨軟部
lle瘍切除後の骨欠損に係 るものに限
る。)

骨移動術による関
節温存型再建

骨軟部腫瘍切除後の骨欠損症例

産
婦
人
科
関
係

1
高周波切除器を用いた子官腺筋症核出
術

高周波切除器を用
いた子宮腺筋症核
出術

子官腺筋症

マイクロ波子宮内膜アプレーション (機
能性及び器質性過多月経 (ただし、妊み
性の温存が必要な場合又は子官内膜が
ん、異型内膜増殖症その他の悪性疾患及
びその疑いがある場合を除く。)であつ
て、子宮壁厚十ミリメー トル以上の症例
に係るものに限る。)

マイクロ波子宮内
膜アプレーション

機能性及び器質性過多月経 (ただ
し、妊學性の温存が必要な場合又
は子官内膜がん、異型内1莫増殖症
その他の悪性疾患及びその疑いが
ある場合を除く。)であって、子宮
壁厚十ミリメートル以上の症例

そ
の
他

人工括約筋を用いた尿失禁の治療
人工括約筋を用い
た尿失禁手術

尿失禁

門脈圧充進症に対する経頸静脈肝内門
脈大循環短絡術 (内視鏡的治療若 しくは

薬物治療抵抗性の食道静脈瘤又は胃静
脈瘤、門脈圧克進症性胃腸症、難治性腹
水又は難治性肝性胸水に係るものに限
る。)

経頸静脈肝内門脈
大循環短絡術

内視鏡的治療若しくは薬物治療抵
抗性の食道静脈瘤又は胃静脈瘤、
門脈圧克進症性胃腸症、難治性腹
水又は難治性肝性胸水

エキシマレーザー冠動脈形成術 (経皮的
冠動脈形成術 (エキシマレーザー冠動脈
形成術を除く。)に よる治療が困難なも
の、慢性完全閉塞のもの又はこれに準ず
るものに係るものに限る。)

エキシマレーザー

冠動脈形成術

エキシマレーザー冠動脈形成術を
除く。)による治療が困難なもの、
慢性完全閉塞のもの又はこれに準
ずるもの

多焦点眼内レンズを用いた水晶体再建
術 (白 内障に係るものに限る。)

多焦点眼内レンズ

を用いた水品体再
建術

白内障

分類 I   C体 腔館以外の手術  (10技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

1,実施責任医師の要件
1‐01診療科 (医師)

番

号

先進医療技術名和

適応症修正案現    行 新技術名 (案 )

そ
の
他

大腸腫瘍に対する内視鏡的粘膜下層熟|
離術 (早期大腸がん (EMR(内視鏡的
粘膜切除術をいう。以下同じ。)では一
括切除が困難なニセンチメー トル以上
の病変であって、拡大内視鏡診断又は超
音波内視鏡診断による十分な術前評価
の結果、根治性が期待できるものに限
る。)又は腺腫 (EMRを 実施した際の
病変の挙上が不良なもの又はEMRを
実施した後に遺残又は再発したもので
あつてEMRで は切除が困難な一セン
チメー トル以上の病変のものに限る。)
に係るものに限る。)

内視鏡的大腸粘膜
下層剰離術

早期大腸がん (EMR(内 視鏡的
粘膜切除術をいう。以下同じ。)で
は一括切除が困難なニセンチメー
トル以上の病変であつて、拡大内
視鏡診断又は超音波内視鏡診断に
よる十分な術前評価の結果、根治
性が期待できるものに限る。)又は
腺腫 (EMRを実施した際の病変
の挙上が不良なもの又はEMRを
実施した後に遺残又は再発したも
のであつてEMRで は切除が困難
な一センチメー トル以上の病変の
ものに限る。)

先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整

形
外

脊椎腫瘍に対する腫瘍脊椎骨全摘術 整形外科 (変更なし)

超音波骨折治療法 整形外科 (変更なし)

骨移動術による関節温存型再建 整形外科 変更なし)

産

婦

1 高周波切除器を用いた子宮腺筋症核出術 歯科 変更なし)
マイクロ波子宮内膜アブレーション 産婦人科又は婦人科 変更なし)

そ

の
他

9 人工括約筋を用いた尿失禁の治療 泌尿器科 変更なし)

門脈圧克進症に対する経頸静脈肝内門脈大
循環短絡術

内科又は消化器科
消化器内科又
は消化器外科

エキシマレーザー冠動脈形成術 循環器科 雀環器内科
多焦点Π艮内レンズを用いた水晶体再建術 眼科 変更なし)

大腸腫瘍に対する内視鏡的粘膜下層剥Hll術
消化器内科、消化器外科、内視鏡
内科又は内視鏡外科 (変更なし)

I‐02資格

番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

整

形
外

脊椎月重瘍に対する腫瘍脊椎骨全摘術 盗形外科専門医 (変更なし)

超音波骨折治療法 整形外科専門医 (変更なし)

骨移動術による関節温存型再建 整形外科専門医 (変更なし)

産

婦

1 高周波切除器を用いた子官腺筋症核出術 産婦人科専門医 (変更なし)
マイクロ波子宮内膜アブレーション 産婦人科専門医 (変更なし)

そ

の
他

人工括約筋を用いた尿失禁の治療 泌尿器科専門医 (変更なし)

門脈圧丸進症に対する経頸静脈肝内門脈大
循環短絡術

肝臓専門医 (変更なし)

エキシマレーザー冠動脈形成術 循環器専門医 (変更なし)

多焦点眼内レンズを用いた水晶体再建術 眼科専門医 (変更なし)

大腸腫瘍に対する内視鏡的粘膜下層剥離術 消化器内視鏡専門医 (変更な し)

1/6



分類 l   ⑤体腔鏡以外の手術 (10技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類男U比較)

1‐03当該診療科の経験年数

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整
形
外

脊椎腫瘍に対する腫瘍脊椎骨全摘術 10年以上
超音波骨折治療法 5年以上 (変更なし)

骨移動術による関節温存型再建 5年以上 (変更なし)

産

婦

1 高周波切除器を用いた子官腺筋症核出術 10年以上 5年以上
マイクロ波子宮内膜アブレーション 5年以上 (変更なし)

そ

の
他

人工括約筋を用いた尿失禁の治療 5年以上 (変更なし)
門脈圧九進症に対する経頸静脈肝内門脈大
循環短絡術

5年以上

エキシマレーザー冠動脈形成術 5年以上 (変更なし)

多焦点眼内レンズを用いた水晶体再建術 5年以上 (変更なし)

大腸腫瘍に対する内視鏡的粘膜下層剥離術 5年以上 (変更なし)

1‐ 05当該技術の経験症例数

1番号 先進医療技術名称 現   イ予 修 正 案

整
形

外
科
関
係

脊椎月重瘍に対する腫瘍脊椎骨全摘術
助手又は術者として20例以上、
うち術者として 10例以上

助手又は術者として
10例以上、うち術
者として5例以上

超音波骨折治療法 術者として 1例以上 (変更なし)

骨移動術による関節温存型再建 助手又は術者として6例以上、 う
ち術者として3例以上

(変更なし)

産

婦

人

1
高周波切除器を用いた子宮腺筋症核
出術

助手又は術者として20例以上、
うち術者として10例以上

術者 として 10例 以
上

マイクロ波子宮内膜アプレーション 術者として 3例以上 (変更なし)

そ

の
他

9 人工括約筋を用いた尿失禁の治療 術者として 3例以上      |(変 更なし)

門脈圧克進症に対する経頸静脈肝内
門脈大循環短絡術 ぢ言薦薯響tttYI洗 ,里

以上、
|(変更なし)

エキシマレーザー冠動脈形成術 術者としてlo例以上 (変更なし)

多焦点眼内レンズを用いた水晶体再
建術

助手又は術者として 15例以上、
うち術者として 10例以上 (変更なし)

大腸腫瘍に対する内視鏡的粘膜下層
剥離術

助手又は術者として 20例以上、
うち術者として lo例以上 (変更なし)

1-04当該技術の経験年数

先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整

形
外

脊椎腫瘍に対する腫瘍脊椎骨全摘術 5年以上 (変更なし

超音波骨折治療法 1年以上 (変更なし

骨移動術による関節温存型再建 5年以上 (変更なし
産

婦

1 高周波切除器を用いた子宮腺筋症核出術 3年以上 (変更なし

マイクロ波子宮内膜アプレーション 1年以上 (変更なし

そ

の
他

9 人工括約筋を用いた尿失禁の治療 1年以上 (変更なし

門脈圧克進症に対する経頸静脈肝内門脈大
循環短絡術

3年以上 (変更なし)

エキシマレーザー冠動脈形成術 5年以上 (変更なし

多焦点眼内レンズを用いた水晶体再建術 1年以上 (変更なし)

大腸月重瘍に対する内視鏡的粘膜下層剥離術 1年以上 (変更なし)



分類 l   ⑤体腔鏡以外の手術 (10技術)

Π.医療機関の要件
Ⅱ‐01診療科 (医療機関)

平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

1-06そ の他 (医師)

爵号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整
形
外

脊椎腫瘍に対する腫瘍脊椎骨全摘術 変更なし)

超音波骨折治療法 変更なし)

骨移動術による関節温存型再建 変更なし)

産

婦

1 高周波切除器を用いた子宮腺筋症核出術 変更なし)

マイクロ波子官内膜アプレーション 変更なし)

そ

の
他

9 人工括約筋を用いた尿失禁の治療 変更なし)

門脈圧売進症に対する経頸静脈肝内門脈大
循環短絡術

(変更なし)

エキシマレーザー冠動脈形成術 変更なし)

多焦点眼内レンズを用いた水晶体再建術 変更なし)

大腸腫瘍に対する内視鏡的粘膜下層剥離術 変更なし)

I‐02実施診療科の医師数

蜃鍔 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整
形
外

脊椎腫瘍に対する腫瘍脊椎骨全摘術 常勤医師 3名 以上 (変更なし)

超音波骨折治療法 常勤医師 1名 以上 (変更なし)

骨移動術による関節温存型再建 常勤医師 2名 以上 (変更なし)

産

婦

1 高周波切除器を用いた子宮腺筋症核出術 常勤医師 3名 以上 常勤医師 2名 以上

マイクロ波子宮内膜アブレーション 常勤医師 1名 以上 (変更なし)

そ

の
他

9 人工括約筋を用いた尿失禁の治療 常勤医師 2名 以上 (変更なし)
″
２ ５ 門脈圧売進症に対する経頸静脈肝内門脈大
循環短絡術

常勤医師 2名 以上 (変更な し)

エキシマレーザー冠動脈形成術 常勤医師 3名 以上 (変更なし)

多焦点眼内レンズを用いた水晶体再建術 常勤医師 1名以上 (変更なし)

大腸腫瘍に対する内視鏡的粘膜下層剥離術 常勤医師 2名 以上 (変更なし)

先進医療技術名称 現  行 修 正 案

整
形
外

脊椎腫瘍に対する腫瘍脊椎骨全摘術 整形外科及び麻酔科 (変更なし)

超音波骨折治療法 整形外科 (変更なし)

骨移動術による関節温存型再建 整形外科及び麻酔科 (変更なし)

産

婦
人

1 高周波切除器を用いた子宮腺筋症核出術 産婦人科
産婦人科又は
婦人科

マイクロ波子宮内膜アプレーション 産婦人科又は婦人科 (変更なし)

そ
の
他

9 人工括約筋を用いた尿失禁の治療 泌尿器科 (変更なし)

門脈圧克進症に対する経頸静脈肝内門脈大

循環短絡術

内科又は消化器科並びに外科及び

麻酔科

消化器内科又

は消化器外科、

麻酔科及び放
射線科

エキシマレーザー冠動脈形成術
循環器科、心臓血管外科及び麻酔

科

循環器内科、心
臓血管外科及
び麻酔科

多焦点眼内レンズを用いた水晶体再建術 眼科 (変更なし)

大腸腫瘍に対する内視鏡的粘膜下層剥離術
消化器内科、消化器外科、内視鏡
内科又は内視鏡外科

(変更なし)

I‐03他診療科の医師数

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整
形
外
科

関
係

脊椎腫瘍に対する腫瘍脊IIE骨全摘術
麻酔科医師 1名 以上及
び病理医 1名 以上

呼吸器外科専P,医 1名
以上消化器外科専門医
1名 以上、病理医 1名 以
上

超音波骨折治療法 (変更なし)

骨移動術による関節温存型再建 麻酔科医師 1名 以上 (不要 )

産

婦

1 高周波切除器を用いた子宮腺筋症核出術 麻酔科標榜医 1名 以上

マイクロ波子宮内膜アブレーション 麻酔科医glF l名 以上 麻酔科標榜医 1名以上

そ
の
他

9 人工括約筋を用いた尿失禁の治療 麻酔科標榜医 1名 以上 (変更なし)

門脈圧克進症に対する経頸静脈肝内門脈大
循環短絡術

外科医師 2名 以上及び
麻酔科医師 1名 以上

外科医師 2名以上

エキシマレーザー冠動脈形成術
心臓血管外科医師 2名
以上及び麻酔科 医師 1

名以上

心臓血管外科医師 2名
以上

多焦点眼内レンズを用いた水晶体再建術 (変更なし)

大腸腫瘍に対する内視鏡的粘膜下層剥離術 外科医師 2名 以上 (変更なし)



分類 l   ⑤体腔鱗以外の手術 (10技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

E‐04その他医療従事者の配置
口

，
Ｌ
ヨ 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整
形

外

脊椎腫瘍に対する腫瘍脊椎骨全摘術 理学療法± 1名 以上 臨床工学技± 1名 以上

超音波骨折治療法 臨床工学校± 1名 以上

骨移動術による関節温存型再建 臨床工学技± 1名 以上

産

婦

1 高周波切除器を用いた子宮腺筋症核出術 臨床工学技± 1名 以上

マイクロ波子宮内膜アブレーション 臨床工学技± 1名 以上

そ

の
他

9 人工括約筋を用いた尿失禁の治療 臨床工学技± 1名 以上

門脈圧丸進症に対する経頸静脈肝内F5脈大
循環短絡術

臨床工学技± 1名 以上 (変更なし)

エキシマレーザー冠動脈形成術 臨床工学技士 l名 以上 (変更なし)

多焦点眼内レンズを用いた水品体再建術 臨床工学技± 1名 以上

大腸腫瘍に対する内視鏡的粘膜下層剥離術 臨床工学技± 1名 以上

I‐07当 直体制

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整
形

外

脊椎月重瘍に対する腫瘍脊椎骨全摘術 要 変更なし)

超音波骨折治療法 要 不要)

骨移動術による関節温存型再建 要 変更なし)

産

婦

人

1 高周波切除器を用いた子宮腺筋症核出術 要 変更なし)

マイクロ波子宮内膜アプレーション
要 (専ら産婦人科又は婦人科に従
事する医師が当直を行つているこ
と)

(変更なし)

そ

の
他

禁の治療 要 (変更なし)

門脈圧克進症に対する経頸静脈肝内門脈大
循環短絡術

要 (変更なし)

エキシマレーザー冠動脈形成術 要 変更なし)

1多焦点眼内レンズを用いた水晶体再建術 変更なし)

大腸腫瘍に対する内視鏡的粘膜下層調1離術 要 変更なし)
Ц‐05病床数

番号 先進医療技術名称        1  現  行 修 正 案

整
形
外

脊椎腫瘍に対する腫瘍脊椎骨全摘術 200床以上
超音波骨折治療法 1床以上 (変更なし)

骨移動術による関節温存型再建 1床以上 (変更なし)

産

婦

1 高周波切除器を用いた子宮腺筋症核出術 20床以上 1床以上

マイクロ波子宮内膜アブレーション 1床以上 (変更なし)

そ

の
他

9 人工括約筋を用いた尿失禁の治療 1床以上 (変更なし)

P5脈圧九進症に対する経頸静脈肝内門脈大循環短絡術 20床以上
エキシマレーザー冠動脈形成術 20床以上
多焦点眼内レンズを用いた水晶体再建術 (変更なし)

大腸腫瘍に対する内視鏡的粘膜下層剥離術 1床以上 (変更なし)

肛‐08緊急手術の実施体制

番 月 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整
形
外

脊椎腫瘍に対する腫瘍脊椎骨全摘術 要 変更なし)

超音波骨折治療法 変更なし)

骨移動術による関節温存型再建 要 変更なし)

産

婦

1 高周波切除器を用いた子宮腺筋症核出術 要 変更なし)
マイクロ波子官内膜アプレーション 要 変 更 な し )

そ

の
他

9 人工括約筋を用いた尿失禁の治療 要 変更なし)

門脈圧克進症に対する経頸静脈肝内門脈大
循環短絡術

要 変更なし)

エキシマレーザー冠動脈形成術 要 変更なし)

多焦点眼内レンズを用いた水晶体再建術 変更なし)

大腸腫瘍に対する内視鏡的粘膜下層剥離術
要 (緊急の場合における開腹手術
を実施する体制が整備されている
こと)

(変更なし)

I‐06看護配置

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整

形
外
科
関
係

脊椎腫瘍に対する腫瘍脊椎骨全摘術 (変更なし)

超音波骨折治療法 (変更なし)

骨移動術による関節温存型再建

入院患者の数が 10又 はその端数
を増すごとに1名 以上 (ただし、当

該病棟において、一日に看護を行う
看護職員の数が前段に規定する数
に相当する数以上である場合には、
当該病棟における夜動を行 う看護
職員の数が、前段の規定にかかわら
ず、二以上であること。)

(不要 )

産

婦

1 高周波切除器を用いた子宮腺筋症核出術 (変更なし)

マイクロ波子宮内膜アブレーション (変更なし)

そ

の

他

人工括約筋を用いた尿失禁の治療 (変更なし)

門脈圧克進症に対する経頸静脈月干内門脈大

循環短絡術
(変更なし)

エキシマレーザー冠動脈形成術 (変更なし)

多焦点眼内レンズを用いた水晶体再建術 (変更なし)

大腸腫瘍に対する内視鏡的粘膜下層剥離術 (変更なし)

1‐09院内検査 (24時間実施体制)

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整
形

外

脊椎腫瘍に対する腫瘍脊椎骨全摘術 要 (変更なし)

超音波骨折治療法 (変更なし)

骨移動術による関節温存型再建 要 (変更なし)

産

婦

l 高周波切除器を用いた子宮腺筋症核出術 要 (変更なし)
マイクロ波子宮内膜アプレーション 要 (変更なし)

そ

の
他

9 人工括約筋を用いた尿失禁の治療 要 (変更なし)

門脈圧克進症に対する経頸静脈肝内門脈大
循環短絡術

要 (変更なし)

エキシマレーザー冠動脈形成術 要 (変更なし)

多焦点眼内レンズを用いた水晶体再建術 (変更なし)

大腸腫瘍に対する内視鏡的粘膜下層剥離術 要 (変更なし)



分類 l   ⑤体腔鏡以外の手術 (10技術) 平成21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

ユ‐10他の医療機関との連携体制

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整

形
外

脊椎腫瘍に対する腫瘍脊椎骨全摘術
化学療法その他悪性腫瘍に係る治
療を行う体制において可

(不要 )

超音波骨折治療法 (変更なし)

骨移動術による関節温存型再建 (変更なし)

産

婦

1 高周波切除器を用いた子宮腺筋症核出術 (変更なし)

マイクロ波子宮内膜アプレーション (変更なし)

そ

の
他

9 人工括約筋を用いた尿失禁の治療 (変更なし)

門脈圧克進症に対する経頸静脈肝内門脈大
循環短絡術

(変更なし)

エキシマレーザー冠動脈形成術 (変更なし)

多焦点眼内レンズを用いた水晶体再建術 (変更なし)

大腸腫瘍に対する内視鏡的粘膜下層剥離術 (変更な し)

Π‐13医療安全管理委員会の設置

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整
形

外

脊椎腫瘍に対する腫瘍脊椎骨全摘術 要 (変更なし)

超音波骨折治療法 (変更なし)

骨移動術による関節温存型再建 要 (変更なし)
産

婦

1 高周波切除器を用いた子宮腺筋症核出術 要 (変更なし)
マイクロ波子宮内膜アプレーション 要 (変更な し)

そ

の
他

人工括約筋を用いた尿失禁の治療 要 (変更なし)
門脈圧売進症に対する経頸静脈肝内門脈大循環短絡術 要 (変更なし)
エキシマレーザー冠動脈形成術 要 (変更なし)

多焦点眼内レンズを用いた水品体再建術 (変更なし)

大腸腫瘍に対する内視鏡的粘膜下層景1離術 要 (変更なし)

Π‐11医療機器の保守管理体制

先進医療技術名称 現  行 修 正 案

整
形
外

脊椎腫瘍に対する腫瘍脊椎骨全摘術 要 (変更なし)

超音波骨折治療法 要 (変更なし)

骨移動術による関節温存型再建 要 (変更なし)

産

婦

1 高周波切除器を用いた子官腺筋症核出術 要 (変更なし)

マイクロ波子宮内膜アプレーション 要 (変更なし)

そ

の
他

人工括約筋を用いた尿失禁の治療 要 (変更なし)

門脈圧克進症に対する経頸静脈肝内門脈大
循環短絡術

要 (変更なし)

エキシマレーザー冠動脈形成術 要 (変更なし)

多焦点眼内レンズを用いた水晶体再建術 (変更なし)
大腸腫瘍に対する内視鏡的粘膜下層剥離術 要 (変更なし)

1‐ 14当該技術の実施症例数

雪号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整
形

外

脊llL腫瘍に対する月重瘍脊椎骨全摘術 5例以上 (変更なし)

超音波骨折治療法 1例 以 上

骨移動術による関節温存型再建 3 1al以 上 (変更なし)
産

婦

1 高周波切除器を用いた子宮腺筋症核出術 5例以上 (変更なし)
マイクロ波子宮内膜アプレーション 3例以上 (変更なし)

そ
の
他

人工括約筋を用いた尿失禁の治療 5例以上 (変更なし)

門脈圧九進症に対する経頸静脈肝内門脈大循環短絡術 5例以上 (変更なし)
エキシマレーザー冠動脈形成術 10例 以上 (変更なし)

多焦点眼内レンズを用いた水晶体再建術 10例 以上 (変更なし)
大腸腫瘍に対する内視鏡的粘膜下層剥離術 20例以上 (変更なし)

肛‐12倫理委員会による審査体制

番月 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整
形
外

脊椎腫瘍に対する腫瘍脊椎骨全摘術 要(必要なときは必ず事前に開催) (変更なし

超音波骨折治療法 (変更なし

骨移動術による関節温存型再建 変更なし
産

婦

1 高周波切除器を用いた子宮腺筋症核出術 変更なし

マイクロ波子宮内膜アブレーション 変更なし

そ
の
他

9 人工括約筋を用いた尿失禁の治療 変更なし

門脈圧克進症に対する経頸静脈肝内F5脈大
循環短絡術 要(必要なときは必ず事前に開催) (変更なし)

エキシマレーザー冠動脈形成術 要(必要なときは必ず事前に開催) 変更なし)

多焦点眼内レンズを用いた水晶体再建術 変更なし)

大腸腫瘍に対する内視鏡的粘膜下層剥離術
要 (届出後当該療養を初めて実施
するときは必ず事前に開催)

(変更なし)

Ц‐15その他 (医療機関)

番月 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

整
形
外
科

関
係

脊椎腫瘍に対する腫瘍脊椎骨全摘術

病理部門が設置されているこ
と、当該療法の実施後に化学療
法その他悪性腫瘍に係る治療を
行う体制が整備されていること

病理部門が設
置 されている
こと

超音波・A・折治療法 (変更なし)

骨移動術による関節温存型再建 (変更なし)

産

婦
人
科

1 高周波切除器を用いた子宮腺筋症核出術 (変更なし)

マイクロ波子宮内膜アブレーション
術中・術後に子宮鏡検査及び超
音波検査を実施する体制が整備
されていること

(変更なし)

そ
の
他

9 人工括約筋を用いた尿失禁の治療 (変更なし)

門脈圧尤進症に対する経頸静脈肝内門脈大
循環短絡術

(変更なし)

エキシマレーザー冠動脈形成術 (変更なし)

多焦点眼内レンズを用いた水品体再建術 〈変更なし)

大腸腫瘍に対する内視鏡的粘膜下層剥離術
二十四時間画像診断を実施する
体制が整備されていること

(変更なし)



分類 l   ⑤体腔鏡以外の手術 (10技術)

Ⅲ`その他の要件
Ⅲ‐01頻回の実績報告

平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

先進医療技術名称 現  行   1 修 正 案

整

形
外

脊椎腫瘍に対する腫瘍脊椎骨全摘術
10例 まで又は 6月 間は、
1月 毎の報告

(変更なし)

超音波骨折治療法 (変更なし)

骨移動術による関節温存型再建 (変更なし)

産

婦

人

1 高周波切除器を用いた子官腺筋症核出術
20症例まで又は 6月 間
は、 1月 毎の報告 (不要)

マイクロ波子宮内膜アブレーション (変更なし)

そ

の
他

人工括約筋を用いた尿失禁の治療 (変更 な し )

門脈圧克進症に対する経頸静脈肝内門脈大循環短
絡術

(変更なし)

エキシマレーザー冠動脈形成術
10例まで又は6月 間は、
1月 毎の報告

(変更なし)

多焦点眼内レンズを用いた水品体再建術 (変更なし)

大腸月重瘍に対する内視鏡的粘膜下層剥離術 6月 間は 1月 毎の報告 (変更なし)

I‐02その他

先進医療技術名称 現  行 修 正 案

整

形
外

脊椎腫瘍に対する腫瘍脊椎骨全摘術 変更なし)

超音波骨折治療法 変更なし)

骨移動術による関節温存型再建 変更なし)

産

婦

l 高周波切除器を用いた子宮腺筋症核出術 変更なし)

マイクロ波子宮内膜アブレーション 変更なし)

そ

の
他

人工括約筋を用いた尿失禁の治療 変更なし)

門脈圧克進症に対する経頸静脈肝内門脈大循環短
絡術

(変更なし)

エキシマレーザー冠動脈形成術 (変更なし)

多焦点眼内レンズを用いた水晶体再建術 〈変更なし)

大腸腫瘍に対する内視鏡的粘膜下層剥離術 (変更なし)



一
　

，

分類 l    ⑥ 移植術関係  (5技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

1,実施責任医師の要件
1-01診療科 (医師)

I103当該診療科の経験年数

I‐04当該技術の経験年数

先 進医療技 術名 称

新 技 術 名 (案 )

骨軟部腫瘍切除後骨欠損に対する自家液体
窒素処理骨移植

白家液体窒素処理骨移
植

骨軟部腫瘍切除後骨欠損
症例

非生体 ドナーから採取された同種骨・靱帯
組織の凍結保存 (骨又は靭帯の再建術であ
つて、先天性疾患、外傷性 (欠損性又は感
染性偽関節に係るものに限る。)、 骨腫瘍切
除後、関節固定術時若しくは人工関節置換
術時 (初回又は再置換術時に限る。)の広範
囲骨欠損、脊椎固定術時の骨融合促進又は
靭帯断裂による関節不安定性に係るものに
限る。)

非生体ドナーから採取
された同種骨 '靭帯組
織の凍結保存

骨又は靭帯組織の欠損

凍結保存同種組織を用いた外科治療
凍結保存同種組織を用
いた外科治療

心臓弁又は血管を移植す
る手術症例 (組織の凍結保
存及び外科治療を同一施
設内で行うものに限る。)

難治性眼疾患に対する羊膜移植術 (再発翼
状片、角膜上皮欠損 (角膜移植によるもの

を含む。)、 角膜穿孔、角膜化学腐食、角膜
療痕、瞼球癒着 (ス ティープンス・ジョン
ソン症候群、眼類天疱療、熱・化学外傷療

痕その他の重症の療痕性角結膜疾患を含
む。)、 結膜上皮内過形成又は結膜腫瘍その

他の眼表面疾患に係るものに限る。)

難治性眼疾患に対する

羊膜移植術

再発翼状片、角膜上皮欠損
(角 膜移植によるものを
含む。)、 角膜穿孔、角膜化

学腐食、角膜療痕、瞼球癒
着 (スティープンス・ジョ
ンソン症候群、眼類天疱
療、熱・化学外傷腋痕その

他の重症の腋痕性角結膜
疾患を含む。)、 結膜上皮内
過形成又は結膜腫瘍その
他の眼表面疾患

HLA抗 原不一致血縁 ドナーからのC D34
陽性造血幹細胞移植 (HLA適合 ドナーが
いないために造血幹細胞移植が受けられな
い小児のがん、難治性造血障害又は免疫不
全症に係るものに限る。)

HLA抗 原不一致血緑
ドナーか らの C D34
陽性造血幹細胞移植

HLA適 合 ドナーがいな
いために造血幹細胞移植
が受けられない小児のが
ん、難治性造血障害又は免
疫不全症

先進医療技術名称 現  行 修 正 案

整
形
外

骨軟部腫瘍切除後骨欠損に対する自
家液体窒素処理骨移植

整形外科 (変更なし)

非生体 ドナーから採取 された同種
骨・靭帯組織の凍結保存

整形外科 (変更なし)

そ

の
他

凍結保存同種組織を用いた外科治療
外科、心臓血管外科、小児外科又
は泌尿器科

(変更なし)

難治性眼疾患に対する羊膜移植術 眼科 (変更なし)

HLA抗 原不一致血縁 ドナーからの
C D34陽性造血幹細胞移植

内科又は小児科 (変更なし)

番月 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

整
形
外

骨軟部腫瘍切除後骨欠損に対する自
家液体窒素処理骨移植

整形外科専門医 (変更なし)

非生体 ドナーから採取 された同種
骨・靱帯組織の凍結保存

整形外科専門医 (変更なし)

そ
の
他

3 凍結保存同種組織を用いた外科治療
外科専門医、心臓血管外科専門
医、小児外科専門医又は泌尿器科
専門医

(変更なし)

難治性眼疾患に対する羊膜移植術 眼科専門医 (変更なし)

HLA抗 原不一致血縁 ドナーからの
C D34陽性造血幹細胞移植 血液専門医 (変更なし)

野号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

整
形
外

骨軟部腫瘍切除後骨欠損に対する自
家/F2~体窒素処理骨移植

5年 以上

非生体 ドナーから採取 された同種
骨・靭帯組織の凍結保存

5年以上 (変更なし)

そ

の
他

3 凍結保存同種組織を用いた外科治療 10年以上 (変更なし)

難治性眼疾患に対する羊膜移植術 5年以上 (変更なし)

HLA抗 原不一致血縁 ドナーからの
C D34陽性造血幹細Л包移植

5年 以上

蚤号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整
形
外

骨軟部III瘍切除後骨欠損に対する自
家液体窒素処理骨移植

5年以上 (変更なし)

非生体 ドナーから採取 された同種
骨・靭帯組織の凍結保存

5年以上 (変更なし)

そ

の
他

凍結保存同種組織を用いた外科治療 5年以上 (変更なし)

難治性眼疾患に対する羊膜移植術 5年以上 (変更なし)

HLA抗原不一致血縁 ドナーからの
C D34陽性造血幹細胞移植

5年以上 (変更なし)



分類 l    ⑥ 移植術関係 (5技術)

肛.医療機関の要件
I‐01診療科 (医療機関)

平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

I‐05当該技術の経験症例数

野号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整
形

外

骨軟部腫瘍切除後骨欠損に対する自
家液体窒素処理骨移植

術者として 5例以上 (変更なし)

非生体 ドナーから採取された同種
骨・靱帯組織の凍結保存

助手又は術者として5例以上、う
ち術者として3例以上

(変更なし)

そ

の
他

3 凍結保存同種組織を用いた外科治療
助手又は術者として15例以上、
うち術者として lo例以上

(変更なし)

難治性眼疾患に対する羊膜移植術
助手又は術者として 6例以上、う
ち術者として 3例以上

(変更なし)

HLA抗原不一致血縁 ドナーからの
C D34陽性造血幹細胞移植 術者として 3例以上 (変更なし)

肛-02実施診療科の医師数

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整

形

外

骨軟部腫瘍切除後骨欠損に対する自
家液体窒素処理骨移植 常勤医師3名以上 (変更なし)

非生体 ドナーから採取された同種
骨・靭帯組織の凍結保存

整形外科専門医である常勤医師
2名以上

(変更なし)

そ

の
他

3 凍結保存同種組織を用いた外科治療 常勤医師3名以上 (変更なし)

難治性眼疾患に対する羊膜移植術 常勤医師 3名以上 (変更なし)

HLA抗 原不一致血縁 ドナーからの
C D34陽性造血幹細胞移植

常勤医師 2名以上 (変更なし)

I‐06その他 (医師)

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整

形

外

骨軟部腫瘍切除後骨欠損に対する自
家液体窒素処理骨移植

(変更なし)

非生体 ドナーか ら採取 された同種
骨・靱帯組織の凍結保存

(変更なし)

そ

の
他

3 凍結保存同種組織を用いた外科治療 (変更なし)

難治性眼疾患に対する羊膜移植術 (変更なし)

HLA抗原不一致血縁 ドナーからの
C D34陽性造血幹細胞移植

(変更なし)

1‐03他診療科の医師数

番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

整
形
外

骨軟部腫瘍切除後骨欠損に対する自
家液体窒素処理骨移植

麻酔科医師 1名 以上及び病理医
1名 以上

病理医 1名 以上

非生体 ドナーから採取 された同種
骨・靭帯組織の凍結保存

麻酔科標榜医 1名 以上 (変更なし)

そ

の
他

3 凍結保存同種組織を用いた外科治療 麻酔科医師 1名 以上 (削除 )

難治性眼疾患に対する羊膜移植術
産科医師 1名以上、麻酔科医師 1
名以上、輸血部門常勤医師 1名 以
上

産科医師 1名 以上、
及び輸血部門常勤医
師 1名 以上

HLA抗 原不一致血縁 ドナーからの
C D34陽性造血幹細胞移植 輸血部門常勤医師 1名 以上 (変更なし)

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整

形
外

骨軟部腫瘍切除後骨欠損に対する自
家液体窒素処理骨移植

整形外科及び麻酔科 整形外科

非生体 ドナーか ら採取 された同種
骨・靭帯組織の凍結保存

整形外科 (変更なし)

そ

の
他

3 凍結保存同種組織を用いた外科治療
外科、心臓血管外科、小児外科又
は泌尿器科及び麻酔科

(変更なし)

難治性眼疾患に対する羊膜移植術 眼科、産科及び麻酔科 (変更なし)

HLA抗 原不一致血縁 ドナーからの
C D34陽性造血幹細胞移植

内科又は小児科 (変更なし)

1‐04その他医療従事者の配置

番号 先進医療技術名称 現 行    1 修 正 案

整
形
外

骨軟部腫瘍切除後骨欠損に対する自
家液体窒素処理骨移植

理学療法± 1名以上 (削除)

非生体 ドナーか ら採取 された同種
骨・靭帯組織の凍結保存

組織移植を専ら担当する者 1名
以上

(削除 )

そ

の
他

凍結保存同種組織を用いた外科治療 臨床工学技± 1名以上 (変更なし)

難治性眼疾患に対する羊膜移植術
専任の細胞培養を担当する者 1
名以上

(変更なし)

HLA抗 原不一致血縁 ドナーからの
C D34陽性造血幹細胞移植

専任の細胞培養を担当する者 1
名以上

(変更なし)



分類 l    ⑥ 移植術関係 (5技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

1‐05病床数

先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整
形
外

骨軟部腫瘍切除後骨欠損に対する自
家液体窒素処理骨移植

20床以上

非生体 ドナーか ら採取 された同種

骨・靭帯組織の凍結保存
1床以上 (変更なし)

そ

の
他

凍結保存同種組織を用いた外科治療 200床 以上 (変更なし)

難治性眼疾患に対する羊膜移植術 (変更なし)

HLA抗 原不一致血縁 ドナーからの
C D34陽性造血幹細胞移植

(変更なし)

I‐08緊急手術の実施体制

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整
形
外

骨軟部腫瘍切除後骨欠損に対する自家液体空素
処理骨移植

要 (変更なし)

非生体 ドナーから採取された同種骨・靱帯組織の

凍結保存
要 (変更なし)

そ

の
他

3 凍結保存同種組織を用いた外科治療 要 (変更なし)

難治性眼疾患に対する羊膜移植術 要 (変更なし)

HLA抗原不一致血縁ドナーからのC D34陽性
造血幹細胞移植

要 (変更なし)

Π‐06看護配置

先進医療技術名称 現  行 修 正 案

整
形
外

骨軟部腫瘍切除後骨欠損に対する自
家液体窒素処理骨移植

(変更なし)

非生体 ドナーか ら採取 された同種
骨 。靭帯組織の凍結保存

(変更なし)

そ

の
他

凍結保存同種組織を用いた外科治療

入院患者の数が 10又はその端
数を増すごとに 1名 以上 (ただ
し、当該病棟において、一日に看
護を行 う看護 Ttt員 の数が前段に

規定する数に相当する数以上で
ある場合には、当該病棟における

夜勤を行う看護職員の数が、前段
の規定にかかわらず、二以上であ

ること。)

(肖 1除 )

難治性眼疾患に対する羊膜移植術 (変更なし)

HLA抗 原不一致血縁 ドナーからの
C D34陽性造血幹細胞移植

(変更なし)

I‐09院内検査 (24時間実施体制)

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整
形
外

骨軟部腫瘍切除後骨欠損に対する自家液体窒素
処理骨移植

要 〈変更なし)

非生体 ドナーから採取された同種骨・靭帯組織の

凍結保存
要 (変更なし)

そ
の
他

3 凍結保存同種組織を用いた外科治療 要 (変更なし)

難治性眼疾患に対する羊膜移植術 要 (変更なし)

HLA抗 原不一致血縁 ドナーからのC D34陽性
造血幹細胞移植

要 (変更なし)

Ц‐10他の医療機関との連携体制

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整

形
外

骨軟部腫瘍切除後骨欠損に対する自
家液体窒素処理骨移植

化学療法その他悪性腫瘍に係る
治療を行う体制において可

(肖1除 )

非生体 ドナーから採取された同種
骨・靱帯組織の凍結保存

(変更なし)

そ
の
他

3 凍結保存同種組織を用いた外科治療 (変更なし)

難治性眼疾患に対する羊膜移植術 (変更なし)

HLA抗原不一致血縁 ドナーからの
C D34陽性造血幹細胞移植

(変更なし)

Π‐07当直体制

番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

整
形

外

骨軟部腫瘍切除後骨欠損に対する自
家液体窒素処理骨移植

要 (変更なし)

非生体 ドナーか ら採取 された同種
骨・靱帯組織の凍結保存

要 (変更なし)

そ

の
他

凍結保存同種組織を用いた外科治療 要 (変更なし)

難治性眼疾患に対する羊膜移植術 要 (変更なし)

HLA抗 原不一致血縁 ドナーか らの
C D34陽性造血幹細胞移植 要 (変更なし)

Π‐11医療機器の保守管理体制

蜃男 先進医療技術名称       1   現  行   1  修 正 案

整
形
外

骨軟部腫瘍切除後骨欠損に対する自家液体窒素
処理骨移植

要 (変更なし)

非生体 ドナーから採取された同種骨・靭帯組織の

凍結保存
要 (変更なし)

そ

の
他

3 凍結保存同種組織を用いた外科治療 要 (変更なし)

難治性限疾患に対する羊膜移植術 要 (変更なし)

暑血拿輛厄霧羅
致血縁ドナこからのC D34陽性

1要
(変更なし)



分類 l    ⑥ 移植術関係  (5技術)

Ⅲ.その他の要件
Ⅲ‐01頻回の実績報告

平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

1‐ 12倫理委員会による審査体制
口
万
嘔
彗 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整

形
外

骨軟部腫瘍切除後骨欠損に対する自
家液体窒素処理骨移植

要 (必要なときは必ず事前に開催) (変更なし)

非生体 ドナーか ら採取 された同種
骨・靱帯組織の凍結保存

要 (必要なときは必ず事前に開催) (変更なし)

そ

の
他

凍結保存同種組織を用いた外科治療 要 (必要なときは必ず事前に開催) (変更なし)

難治性眼疾患に対する羊膜移植術 要 (必要なときは必ず事前に開催) (変更なし)

HLA抗 原不一致血縁 ドナーからの
C D34陽性造血幹細胞移植 要 (必要なときは必ず事前に開催 ) (変更なし)

Ⅱ‐15その他 (医療機関)

酪号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整
形
外

骨軟部1重瘍切除後骨欠損に対する自
家液体窒素処理骨移植

病理部門が設置されていること、当
該療法の実施後に化学療法その他
悪性腫瘍に係る治療を行 う体制が
整備されていること

(削除)

非生体 ドナーから採取された同種
骨 `靭帯組織の凍結保存

日本組織移植学会の認定する組織
バンクを有していること

(変更なし)

そ

の
他

凍結保存同種組織を用いた外科治療
日本組織移植学会の選定する施設
であること

日本組織移植学会
の認定する組織バ
ンクを有 している
こと

難治性眼疾患に対する羊膜移植術
輸血部門が設置されていること、院
内で細胞培養を実施していること

(変更なし)

HLA抗原不一致血縁 ドナーからの
C D34陽性造血幹細胞移植

輸血部門が設置されていること、院
内で細胞培養を実施していること

(変更なし)

I‐13医療安全管理委員会の設置

先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整
形
外

骨軟部腫瘍切除後骨欠損に対する自
家液体窒素処理骨移植

要 (変更なし)

非生体 ドナーか ら採取された同種
骨・靱帯組織の凍結保存

要 (変更なし)

そ

の
他

3 凍結保存同種組織を用いた外科治療 要 (変更なし)

難治性眼疾患に対する羊膜移植術 要 (変更なし)

HLA抗 原不一致血縁 ドナーからの
C D34陽性造血幹細胞移植 要 (変更なし)

I‐14当該技術の実施症例数

番垢 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整

形
外

骨軟部腫瘍切除後骨欠損に対する自
家液体窒素処理骨移植

5例以上 (変更なし)

非生体 ドナーから採取 された同種
骨・靭帯組織の凍結保存

5例以上 (変更なし)

そ
の
他

凍結保存同種組織を用いた外科治療 10例以上 (変更なし)

難治性眼疾患に対する羊膜移植術 3例以上 (変更なし)

HLA抗 原不一致血縁 ドナーからの
C D34陽性造血幹細胞移植

3例以上 (変更なし)

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整

形
外

骨軟部腫瘍切除後骨欠損に対する自
家液体窒素処理骨移植

10例まで又は6月 間は、1月 毎
の報告

(変更なし)

非生体 ドナーから採取 された同種
骨・靭帯組織の凍結保存

10例まで又は6月 間は、1月 毎
の報告

(変更なし)

そ

の
他

3 凍結保存同種組織を用いた外科治療 6月 間は、 1月 毎の報告 (変更なし)

難治性眼疾患に対する羊膜移植術
10例まで又は 6月 間は、1月 毎
の報告

(変更なし)

HLA抗 原不一致血縁 ドナーからの
C D34陽性造血幹細胞移植

10例まで又は6月 間は、1月 毎
の報告

(変更なし)

Ⅲ‐02その他

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

整
形
外

骨軟部腫瘍切除後骨欠損に対する自
家液体窒素処理骨移植 ' (変更なし)

非生体 ドナーから採取 された同種
骨 `靭帯組織の凍結保存

―              |(変 更なし)

そ

の
他

凍結保存同種組織を用いた外科治療 (変更なし)

難治性眼疾患に対する羊膜移植術 (変更なし)
HLA抗 原不一致血縁 ドナーからの
C D34陽性造血幹細胞移植

―              |く 変更なし)



分類 l  ⑦ 画像等による手術支援 (6技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

I,実施責任医師の要件
I‐01診療科 (医師)先 進 医 療 技 術 名 称

行    1  新 技 術 名 (案 )

膝靭帯再建手術における画像支援

ナビゲーション (前十字靱帯損傷又 1膝靭帯再建手術における画像支援

は後十字靭帯損傷に係るものに限 |ナ ビゲーション

前十字靭帯損傷又は後

十字靭帯損傷

二次元再構築画像による股関節疾

患の診断及び治療

二次元再構築画像による股関節疾

患の診断及び治療

高度欠損又は高度の変

形を有する股関節疾患

セメン ト固定人工股関節再置換術

におけるコンピュータ支援フルオ

ロナビゲーションを用いたセメン

ト除去術 (人工股関節のたるみに係

るものに限る。)

セメン ト固定人工股関節再置換術

におけるコンピュータ支援フルオ

ロナビゲーシヨンを用いたセメン

ト除去術

再置換を要する人工股

関節症例

実物大臓器立体モデルによる手術

支援 (骨盤、四肢骨又は関節に著し

い変形又は欠損を伴う疾患又は外

傷に係るものに限る。)

実物大臓器立体モデルによる手術

支援

骨盤、四肢骨又は関節

に著しい変形又は欠損

を伴う疾患又は外傷

二次元形状解析による顔面の形態

的診断 (頭蓋、顔面又は頸部の変形

性疾患に係るものに限る。)

頭蓋、顔面又は頸部の

変形性疾患

切除手術における画像支援ナビ

ゲーシヨン (原発性肝がん、肝内胆

管がん、転移性肝がん又は生体肝移

植 ドナーに係るものに限る。)

肝切除手術における画像支援ナビ

ゲーション

原発性肝がん、肝内胆

管がん、転移性肝がん

又は生体肝移植 ドナー

先進医療技術名称 (略称、以下同) 現  行 修 正 案

整

形

外

科

関

係

膝靭帯再建手術における画像支援ナ ビゲ

ーション
整形外科 (変更なし)

二次元再構築画像による股関節疾患の診

断及び治療
整形外科 (変更なし)

セメント固定人工股関節再置換術におけ

るコンピュータ支援フルオロナビゲーシ

ョンを用いたセメント除去術

整形外科 (変更なし)

実物大臓器立体モデルによる手術支援 整形外科 (変更なし)

そ

の

他

三次元形状解析による顔面の形態的診断

形成外科、脳神経外科、小児

外科、眼科、耳鼻いんこう科

又は歯科口1空外科

(変更なし)

肝切除手a子における画像支援ナビゲーシ

ョン
外科 (変更なし)

I‐02資格

か療手番月 先進医療技術名称 (略称、以下同) 現   行 修 正 案

整

形

外

科

関

係

膝靭帯再建手術における画像支援ナビゲ

ーション
整形外科専門医 (変更なし)

二次元再構築画像による股関節疾患の診

断及び治療
整形外科専門医 (変更なし)

セメント固定人工股関節再置換術におけ

るコンピュータ支援フルオロナビゲーシ

ョンを用いたセメント除去術

整形外科専門医 (変更なし)

実物大臓器立体モデルによる手術支援 整形外科専門医 (変更なし)

そ

の
他

二次元形状解析による顔面の形態的診断

形成外科専門医、脳神経外科

専門医、小児外科専門医、眼

科専門医、耳鼻咽喉科専門医

又は口腔外科専門医

(変更なし)

肝切除手術における画像支援ナビゲーシ

ョ ン
消化器外科専門医 (変更なし)



分類 l  ② 画像等による手術支援 (6技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

1‐03当該診療科の経験年数

番号 先進医療技術名称 (略称、以下同) 現   行 修 正 案

整

形

外

科

関

係

2
膝靭帯再建手術における画像支援ナ ビゲ

ーション
5年以上

二次元再構築画像による股関節疾患の診

断及び治療
5年以上

セメント固定人工股関節再置換術におけ

るコンピュータ支援フルオロナビゲーシ

ョンを用いたセメント除去術

5年以上 (変更なし)

実物大臓器立体モデルによる手術支援 6年以上 5年以上

そ

の
他

二次元形状解析による顔面の形態的診断 4年以上 (変更なし)

肝切除手術における画像支援ナビゲーシ

ョ ン
10年以上 (変更なし)

I‐05当該技術の経験症例数

'療

11 野号 先進医療技術名称 (略称、以下同) 現   行 修 正 案

整

形

外

科

関

係

2
膝靱帯再建手術における画像支援ナビゲ

ーション

助手又は術者 として 8例 以

上、うち術者として 3例以上
(変更なし)

二次元再構築画像による股関節疾患の診

断及び治療
術者として5例以上 (変更なし)

セメント固定人工股関節再置換術におけ

るコンピュータ支援フルオロナビゲーシ

ョンを用いたセメント除去術

術者として 3例以上 (変更なし)

実物大臓器立体モデルによる手術支援 術者として 5例以上 (変更なし)

そ

の

他

二次元形状解析による顔面の形態的診断 術者として 5例以上 術者として 3例以上

肝切除手術における画像支援ナビゲーシ

ョ ン
術者として 1例以上 (変更なし)

I‐04当核技術の経験年数

)療 i 鵬号 先進医療技術名称 (略称、以下同) 現   行 修 正 案

整

形

外

科

関

係

膝靭帯再建手術における画像支援ナ ビゲ

ーション
1年以上 (変更なし)

二次元再構築画像による股関節疾患の診

断及び治療
5年以上 1年以上

セメント固定人工股関節再置換術におけ

るコンピュータ支援フルオロナビゲーシ

ョンを用いたセメント除去術

1年以上 (変更なし)

実物大臓器立体モデルによる手術支援 5年以上 1年以上

そ

の
他

二次元形状解析による顔面の形態的診断 1年以上 (変更なし)

肝切除手術における画像支援ナビゲーシ

ョ ン
1年以上 (変更なし)

I‐06その他 (医師)

番 号 先進医療技術名称 (略称、以下同) 1     現  行     1  修 正 案

整

形

外

科

関

係

2
膝靭帯再建手術における画像支援ナ ビゲ

ーション
(変更なし)

三次元再構築画像による股関節疾患の診

断及び治療
(変更なし)

セメント固定人工股関節再置換術におけ

るコンピュータ支援フルオロナビゲーシ

ョンを用いたセメント除去術

(変更なし)

実物大臓器立体モデルによる手術支援 (変更なし)

そ

の

他

三次元形状解析による顔面の形態的診断 (変更なし)

肝切除手術における画像支援ナビゲーシ

ョ ン
(変更なし)



分類 l  ⑦ 画像等による手術支援 (6技術)

E.医療機関の要件
1‐01診療科 (医療機関)

平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

番鍔 先進医療技術名称 (略称、以下同) 現   行 修 正 案

整

形

外

科

関

係

2
膝靭帯再建手術における画像支援ナ ビゲ

ーション
整形外科 整形外科及び麻酔科

二次元再構築画像による股関節疾患の診

断及び治療
整形外科及び麻酔科 (変更なし)

セメント固定人工股関節再置換術におけ

るコンピュータ支援フルオロナビゲーシ

ョンを用いたセメント除去術

整形外科及び麻酔科 (変更なし)

実物大臓器立体モデルによる手術支援 整形外科 (変更なし)

そ

の
他

二次元形状解析による顔面の形態的診断

形成外科、脳神経外科、小児

外科、眼科、耳鼻いんこう科

又は歯科口li外科、及び麻酔

科

形成外科、1出神経外

科、小児外科、眼科、

耳鼻いんこう科又は

歯科口腔外科

肝切除手術における画像支援ナビゲーシ

ョ ン
外科及び麻酔科 (変更なし)

I‐03他診療科の医師数

'療

わ番号 先進医療技術名称 (略称、以下同) 現   行 修 正 案

整

形

外

科

関

係

膝靱帯再建手術における画像支援ナ ビゲ

ーション
(変更なし)

二次元再構築画像による股関節疾患の診

断及び治療
(変更なし)

セメント固定人工股関節再置換術におけ

るコンピュータ支援フルオロナビゲーシ

ョンを用いたセメント除去術

麻酔科医師 1名以上 (削除)

実物大臓器立体モデルによる手術支援 (変更なし)

そ

の
他

三次元形状解析による顔面の形態的診断 (変更なし)

肝切除手aiにおける画像支援ナビゲーシ

ョ ン
麻酔科常勤医師 1名 以上 (肖 1除 )

n‐02実施診瞭科の医師数

番号 先進医療技術名称 (略称、以下同) 現  行 修 正 案

整

形

外

科

関

係

膝靭帯再建手術における画像支援ナビゲ

ーション
常動医師2名以上 (変更なし)

二次元再構築画像による股関節疾患の診

断及び治療
常勤医師 2名以上 (変更なし)

セメント固定人工ll■関節再置換術におけ

るコンピュータ支援フルオロナビゲーシ

ョンを用いたセメント除去術

常勤医師 2名以上 (変更なし)

実物大臓器立体モデルによる手術支援 常勤医師 2名以上 (変更なし)

そ

の
他

二次元形状解析による顔面の形態的診断
常勤の医師又は歯科医師 1名

以上
(変更なし)

肝切除手afにおける画像支援ナビゲーシ

ョ ン
常勤医師 2名以上 (変更なし)

Π‐04その他医療従事者の配置

爵月 先進医療技術名称 (略称、以下同) 現  行 修 正 案

整

形

外

科

関

係

膝靭帯再建手術における画像支援ナビゲ

ーション

臨床工学技± 1名 以上

二次元再構築画像による股関節疾患の診

断及び治療

臨床工学技± 1名 以上

セメント固定人工股関節再置換術におけ

るコンピュータ支援フルオロナビゲーシ

ョンを用いたセメント除去術

臨床工学技± 1名 以上 (変更なし)

実物大臓器立体モデルによる手術支援 臨床工学技± 1名 以上

そ

の

他

二次元形状解析による顔面の形態的診断 (変更なし)

肝切除手術における画像支援ナビゲーシ

ョ ン
臨床工学技± 1名 以上 (変更なし)



分類 l  ⑦ 画像等による手術支援 (6技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

1‐05病床数

先進医療技術名称 (略称、以下同) 現   行 修 正 案

整

形

外

科

関

係

膝靭帯再建手術における画像支援ナビゲーション 1床以上 〈変更なし)

二次元再構築画像による股関節疾患の診断及び治療 (変更なし)

セメント固定人工股関節再置換術におけるコンピュー

タ支援フルオロナビゲーションを用いたセメント除去

術

200床 以上 20床以上

実物大臓器立体モデルによる手術支援 20床以上 (変更なし)

そ

の

他

三次元形状解析による顔面の形態的診断 (変更なし)

肝切除手術における画像支援ナビゲーション 20床以上 (変更なし)

1‐ 07当直体制

夕療14 番号 先進医療技術名称 (略称、以下同) 現   行 修 正 案

整

形

外

科

2 膝靭帯再建手術における画像支援ナビゲーション 要 (変更なし)

三次元再構築画像による股関節疾患の診断及び治療 要 (変更なし)

セメント固定人工股関節再置換術におけるコンピュータ支援

フルオロナビゲーションを用いたセメント除去術
要 (変更なし)

実物大臓器立体モデルによる手術支援 要 (変更なし)

そ

の
他

二次元形状解析による顔面の形態的診断 (変更なし)

肝切除手術における画像支援ナビゲーション 要 (変更なし)

1‐06看護配置

先進医療技術名称 (略称、以下同) 現   行 修 正 案

整

形

外

科

関

係

膝靭帯再建手術における画像支援ナビゲ

ーション
(変更なし)

二次元再構築画像による股関節疾患の診

断及び治療
(変更なし)

セメント固定人工股関節再置換術におけ

るコンピュータ支援フルオロナビゲーシ

ョンを用いたセメント除去術

入院患者の数が 10又 はその端

数を増すごとに 1名 以上 (ただ

し、当該病棟において、一日に看

護を行 う看護職員の数が前段に

規定する数に相当する数以上で

ある場合には、当該病棟における

夜勤を行う看護職員の数が、前段

の規定にかかわらず、二以上であ

ること。)

(肖 1除 )

実物大臓器立体モデルによる手術支援 (変更なし)

そ

の

他

三次元形状解析による顔面の形態的診断 (変更なし)

肝切除手術における画像支援ナビゲーシ

ョ ン

入院患者の数が 10又 はその端
数を増すごとに 1名 以上 (た だ
し、当該病棟において、一日に看

護を行 う看護職員の数が前段に

規定する数に相当する数以上で

ある場合には、当該病棟における

夜勤を行う看護職員の数が、前段
の規定にかかわらず、二以上であ
ること。)

(削除 )

Π-08緊急手術の実施体制

夕療ll 番号 先進医療技術名称 (略称、以下同) 現   行 修 正 案

整

形

外

科

２

一
４８

膝靭帯再建手術における画像支援ナビゲーション

三次元再構築画像による股関節疾患の診断及び治療

セメント固定人工股関節再置換術におけるコンピュータ支援

フルオロナビゲーションを用いたセメント除去術
要 (変更なし)

実物大臓器立体モデルによる手術支援 要 (変更なし)

そ

の

他

二次元形状解析による顔面の形態的診断 (変更なし)

肝切除手術における画像支援ナビゲーション 要 (変更なし)

Π‐09院内検査 (24時間実施体制)

,書 14 番号 先進医療技術名称 (略称、以下同) 現  行 修 正 案

整

形

外

科

関

係

膝靭帯再建手術における画像支援ナビゲーション 要 (変更な し)

二次元再構築画像による股関節疾患の診断及び治療 要 (変更なし)

セメント固定人工股関節再置換術におけるコンピュータ支援

フルオロナビゲーションを用いたセメント除去術
要 (変更なし)

実物大臓器立体モデルによる手術支援 要 (変更なし)

そ

の

他

二次元形状解析による顔面の形態的診断 (変更なし)

肝切除手術における画像支援ナビゲーション 要 (変更なし)



分類 l  ⑦ 画像等による手術支援 (6技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

I‐ 10他の医療機関との連携体制

,療キ 先進医療技術名称 (略称、以下同) 現  行 修 正 案

整

形

外

科

膝靭帯再建手術における画像支援ナビゲーション (変更なし)

二次元再構築画像による股関節疾患の診断及び治療 (変更なし)

セメント固定人工股関節再置換術におけるコンピュータ支援

フルオロナビゲーションを用いたセメント除去術
(変更なし)

実物大臓器立体モデルによる手術支援 (変更なし)

そ

の
他

二次元形状解析による顔面の形態的診断 (変更なし)

肝切除手術における画像支援ナビゲーション (変更なし)

Π‐13医療安全管理委員会の設置

先進医療技術名称 (略称、以下同) 現   行 修 正 案

整

形

外

科

2 膝靭帯再建手術における画像支援ナビゲーション 要 (変更なし)

二次元再構築画像による股関節疾患の診断及び治療 要 (変更なし)

セメント固定人工股関節再置換術におけるコンピュータ支援

フルオロナビゲーションを用いたセメント除去術
要 (変更なし)

実物大臓器立体モデルによる手術支援 要 (変更なし)

そ

の

他

二次元形状解析による顔面の形態的診断 (変更なし)

肝切除手術における画像支援ナビゲーション 要 (変更なし)

I‐ 11医療機器の保守管理体制

多療千 先進医療技術名称 (略称、以下同) 現  行 修 正 案

整

形

外

科

2 膝靭帯再建手術における画像支援ナビゲーション 要 (変更なし)

二次元再構築画像による股関節疾患の診断及び治療 要 (変更なし)

セメント固定人工股関節再置換術におけるコンピュータ支援

フルオロナビゲーションを用いたセメント除去術
要 (変更なし)

実物大臓器立体モデルによる手術支援 要 (変更なし)

そ

の
他

二次元形状解析による顔面の形態的診断 要 (変更なし)

肝切除手術における画像支援ナビゲーション 要 (変更なし)

I‐ 14当該技術の実施症例数

夕療1 先進医療技術名称 (略称、以下同) 現  行 修 正 案

整

形

外

科

膝靭帯再建手術における画像支援ナビゲーション 5例以上 (変更なし)

二次元再構築画像による股関節疾患の診断及び治療 5例以上 (変更なし)

セメント固定人工股関節再置換術におけるコンピュータ支援

フルオロナビゲーションを用いたセメント除去af
3例以上 (変更なし)

実物大臓器立体モデルによる手術支援 5例以上 (変更なし)

そ

の
他

二次元形状解析による顔面の形態的診断 5例以上 3例以上

肝切除手術における画像支援ナビゲーション 5例以上

1‐ 12倫理委員会による審査体制

番号 先進医療技術名称 (略称、以下同) 現   行 修 正 案

整

形

外

科

膝靱帯再建手術における画像支援ナビゲーション (変更なし)

二次元再構築画像による股関節疾患の診断及び治療 (変更なし)

セメント固定人工股関節再置換術におけるコンピュータ支援

フルオロナビゲーションを用いたセメント除去術
(変更なし)

実物大臓器立体モデルによる手術支援 (変更なし)

そ

の
他

二次元形状解析による顔面の形態的診断 (変更なし)

肝切除手術における画像支援ナビゲーション (変更なし)

Ⅱ‐15その他 (医療機関)

署号 先進医療技術名称 (略称、以下同) 現  行 1 修 正 案

整

形

外

科

膝靱帯再建手術における画像支援ナビゲーション (変更なし)

三次元再構築画像による股関節疾患の診断及び治療 (変更なし)

セメント固定人工股関節再置換術におけるコンピュータ支援

フルオロナビゲーションを用いたセメント除去術
(変更なし)

実物大臓器立体モデルによる手術支援 (変更なし)

そ

の

他

三次元形状解析による顔面の形態的診断 (変更なし)

肝切除手術における画像支援ナビゲーション (変更なし)



分類 l  ⑦ 画像等による手術支援 (6技術)

Ⅲ.その他の要件
皿‐01頻回の実績報告

平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

番場 先進医療技術名称 (略称、以下同)    1   現  行 修 正 案

整

形

外

科

膝靭帯再建手術における画像支援ナビゲーション
20症例まで又は 6月

間は、 1月 毎の報告
(肖 1除 )

二次元再構築画像による股関節疾患の診断及び治療 (変更なし)

セメント固定人工股関節再置換術におけるコンピュータ

支援フルオロナビゲーションを用いたセメント除去術
(変更なし)

実物大臓器立体モデルによる手術支援 (変更なし

そ

の

他

二次元形状解析による顔面の形態的診断 (変更なし)

肝切除手術における画像支援ナビゲーション (変更なし)

Ⅲ‐02その他

先進医療技術名称 (略称、以下同) 現   行 修 正 案

整

形

外

科

関

係

膝靱帯再建手術における画像支援ナビゲーション (変更なし)

二次元再構築画像による股関節疾患の診断及び治療 (変更なし)

セメント固定人工股関節再置換術におけるコンピュータ

支援フルオロナビゲーションを用いたセメント除去術
(変更なし)

実物大臓器立体モデルによる手術支援 (変更なし)

そ

の
他

二次元形状解析による顔面の形態的診断 (変更なし)

肝切除手術における画像支援ナビゲーション (変更なし)

6/6



番

号

先 進 医 療 技 術 名 称

適応症修正案現    行 新 技 術 名 (案 )

粒
子
線

悪性腫瘍に対する陽子線治療 (固形が
んに係るものに限る。)

陽子線治療 限局性固形がん

重粒子線治療 (固形がんに係るものに
限る。)

重粒子線治療 限局性固形がん

再
生
医
療
関
係

骨髄細胞移植による血管新生療法 (閉
塞性動脈硬化症又はバージャー病 (従
来の治療法に抵抗性のもので、フォン
タン分類 Ⅲ度又は同分類Ⅳ度のもの
に限る。)に係るものに限る。)

骨髄細胞移植による血
管新生療法

閉塞性動脈硬化症又はパージャ
ー病 (従来の治療法に抵抗性の
もので、フォンタン分類III度又
は同分類Ⅳ度のものに限る。)

末梢血幹細胞による血管再生治療 (慢
性閉塞性動脈硬化症又はバージャー病
(重篤な虚血性心疾患又は脳血管障害
を有するものを除く。)に係るものに限
る。)

末梢血幹細胞による血
管再生治療

慢性閉塞性動脈硬化症又はパー
ジャー病 (重篤な虚血性心疾患
又は脳血管障害を有するものを
除く。)

末梢血単核球移植による血管再生治療
(慢性閉塞性動脈硬化症又はバージャ
ー病 (従来の内科的治療又は外科的治
療が無効であるものに限り、二年以内
の悪性新生物の既往又は未治療の糖尿
病性網膜症のあるものを除く。)に係る
ものに限る。)

末梢血単核球移植によ
る血管再生治療

慢性閉塞性動脈硬化症又はパー
ジャー病 (従来の内科的治療又
は外科的治療が無効であるもの
に限りt三年以内の悪性新生物
の既往又は未治療の糖尿病性網
膜症のあるものを除く。)

免
疫
療
法
関
係

樹状細胞及び腫瘍抗原ペプチドを用い
たがんワクチン療法 (腫瘍抗原を発現
する消化管悪性jln瘍 (食道がん、胃が
ん又は大腸がん)、進行再発乳がん又は
原発性若しくは転移性肺がんに係るも
のに限る。)

樹状細胞及び腫瘍抗原
ペプチ ドを用いたがん
ワクチン療法

腫瘍抗原を発現する消化管悪性
腫瘍 (食道がん、胃がん又は大
腸がん)、 進行再発手しがん又は原
発性若しくは転移性肺がん

自己ll■瘍・組織を用いた活性化自己リ
ンパ球移入療法 (が ん性の胸水、腹水
又は進行がんに係るものに限る。)

自己腫瘍・組織を用い
た活性化自己リンパ球
移入療法

がん性の胸水、腹水又は進行が
ん

自己ll■瘍・組織及び樹状細胞を用いた
活性化自己リンパ球移入療法 (がん性
の胸水、腹水又は進行がんに係るもの
に限る。)

自己腫瘍・組織及び樹
状細胞を用いた活性化
自己リンパ球移入療法

がん性の胸水、腹水又は進行が
ん

分類 l ③ 放射線治療・再生医療・免疫療法 (8技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

1,実施責任医師の要件
1‐01診療科 (医師)

1/6

爵月 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

粒
子
線

悪性腫瘍に対する陽子線治療 放射線科 (変更なし)

重粒子線治療 放射線科 (変更なし)

再
生
医
療
関
係

骨髄細胞移植による血管新生療法
循環器科、外科又は心臓血
管外科

(変更なし)

末梢血幹細胞による血管再生治療
循環器科、外科又は心臓血
管外科

(変更なし)

末梢血単核球移植による血管再生治療
循環器科、外科又は心臓血
管外科

(変更なし)

免
疫
療
法
関
係

樹状細胞及び腫瘍抗原ペプチドを用し
たがんワクチン療法

内科、消化器科又は外科

血液内科、消化器内科、呼
吸器外科、消化器外科又は
手L腺外科

自己腫瘍・組織を用いた活性化自己リ
ンパ球移入療法

内科、呼吸器科、消化器科
又は外科

血液内科、消化器内科、呼
吸器外科、又は消化器外科

自己腫瘍・組織及び樹状細胞を用いた
活性化自己リンパ球移入療法

内科、呼吸器科、消化器科
又は外科

血液内科、消化器内科、呼
吸器外科、又は

'肖

化器外科

I‐02資格

番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

粒
子
線

悪性腫瘍に対する陽子線治療 枚射線科専門医 (変更なし)

重粒子線治療 放射線科専門医 (変更なし)

再
生
医
療
関
係

骨髄細胞移植による血管新生療法 循環器専門医又は心臓血管外科専門医 (変更なし)

末梢血幹細胞による血管再生治療 循環器専門医又は心臓血管外科専門医 (変更なし)

末梢血単核球移植による血管再生治療 循環器専門医又は心臓血管外科専門医 (変更なし)

免
疫
療
法
関
係

樹状細胞及びIIn瘍抗原ペプチドを用い
たがんワクチン療法

血液専門医、消化器病専門医、呼吸器
外科専門医、消化器外科専門医又は乳
腺専Fi医

(変更なし)

自己腫瘍・組織を用いた活性化自己比
ンパ球移入療法

血液専門医、消化器病専門医、呼吸器
外科専門医又は消化器外科専「1医

(変更なし)

自己腫瘍・組織及び樹状細胞を用いた
活性化自己リンパ球移入療法

血液専門医、消化器病専門医、呼吸器
外科専門医又は消化器外科専門医

(変更なし)



分類 l ③ 放射線治療・再生医療・免疫療法 (8技術) 平成21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

1‐03当該診療科の経験年数

番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

粒
子
線

悪性腫瘍に対する陽子線治療 10年以上 (変更なし)

重粒子線治療 10年以上 (変更なし)

再
生
医
療

骨髄細胞移植による血管新生療法 10年以上 (変更なし)

末梢血幹細胞による血管再生治療 10年以上 (変更なし)

末梢血単核球移植による血管再生治療 10年以上 (変更なし)

免
疫
療
法
関
係

樹状細胞及び腫瘍抗原ペプチドを用いたが
んワクチン療法

(変更なし)

自己腫瘍 .組織を用いた活性化自己ソンパ球
移入療法

(変更なし)

自己腫瘍・組織及び樹状細胞を用いた活性化
自己リンバ球移入療法

く変更なし)

1‐05当該技術の経験症例数

番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

粒
子
線

悪性腫瘍に対する陽子線治療
助手又は術者として10例以上、
うち術者として5例以上

(変更なし)

重粒子線治療
助手又は術者として 10例以上、
うち術者として5例以上

(変更なし)

再
生
医
療
関
係

骨髄細胞移植による血管新生療法 術者として5例以上 (変更なし)

末梢血幹細胞による血管再生治療 術者として 5例以上 (変更なし)

末梢血単核球移植による血管再生治療 術者として 5例以上 (変更なし)

免
疫
療
法
関
係

樹状細胞及び腫瘍抗原ペプチドを用い
たがんワクチン療法

術者として 5例以上 (変更なし)

自己腫瘍・組織を用いた活性イヒ自己リ
ンパ球移入療法

術者として 5例以上 (変更なし)

自己腫瘍・組織及び樹状細胞を用いた
活性化自己リンパ球移入療法

術者として 5例以上 (変更なし)

1‐04当該技術の経験年数

旨毒 先進医療技術名称      i   現  行 修 正 案

粒
子
線

悪性腫瘍に対する陽子線治療 2年以上 (変更なし)

重粒子線治療 2年以上 (変更なし)

再
生
医
療

骨髄細胞移植による血管新生療法 5年以上 (変更なし)

末梢血幹細胞による血管再生治療 5年以上 (変更なし)

末梢血単核球移植による血管再生治療 5年以上 (変更なし)

免
疫
療
法
関
係

樹状細胞及び腫瘍抗原ペプチ ドを用いたがん
ワクチン療法

5年以上 く変更なし)

自己腫瘍・組織を用いた活性化自己リンパ球
移入療法

5年以上 (変更なし)

自己腫瘍・組織及び樹状細胞を用いた活性化
自己リンパ球移入療法

5年以上 (変更なし)

I‐06その他 (医師)

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

粒
子
線

悪性腫瘍に対する陽子線治療 (変更なし)

重粒子線治療 (変更なし)

再
生
医
療
関
係

骨髄細胞移植による血管新生療法 (変更なし)

末梢血幹細胞による血管再生治療 (変更なし)

末梢血単核球移植による血管再生治療 (変更なし)

免
疫
療
法
関
係

樹状細胞及び腫瘍抗原ペプチ ドを用い

たがんワクチン療法
(変更なし)

自己腫瘍・組織を用いた活性化自己リ
ンパ球移入療法

(変更なし)

自己腫瘍・組織及び樹状細胞を用いた
活性化自己リンパ球移入療法

(変更なし)
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分類 l ③ 放射線治療 。再生医療・免疫療法  (3技術)

I.医療機関の要件
■‐01診療科 (医療機関)

平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

番号 先進医療技術名称 現  行 修正案

粒
子
線

悪性腫瘍に対する陽子線治療 放射線科 (変更なし)

重粒子線治療 放射線科 (変更なし)

再
生
医
療
関
係

骨髄細胞移植による血管新生療法
循環器科、外科、心臓血管
外科及び麻酔科

循環器内科、外科又は心臓
血管外科及び麻酔科

末梢血幹細胞による血管再生治療
循環器科、外科又は心臓血

管外科、及び麻酔科
循環器内科、外科又は心臓
血管外科及び麻酔科

末梢血単核球移植による血管再生治療
循環器科、外科又は心臓血

管外科及び麻酔科
循環器内科、外科又は心臓
血管外科及び麻酔科

免
疫
療
法
関
係

樹状細胞及び腫瘍抗原ペプチ ドを用し

たがんワクチン療法
内科、消化器科又は外科 内科又は外科

自己腫瘍・組織を用いた活性化自己ソ
ンパ球移入療法

内科、呼吸器科、消化器科
又は外科

内科又は外科

自己腫瘍・組織及び樹状細胞を用いた
活性化自己リンパ球移入療法

内科、呼吸器科、消化器科
又は外科

内科又は外科

I‐03他診療科の医師数

番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

粒
子
線

悪性腫瘍に対する陽子線治療 (変更なし)

重粒子線治療 (変更なし)

再
生
医
療
関
係

骨髄細胞移植による血管新生療法
麻酔科医師 1名以上及び輸
血部門常勤医師 1名以上

輸血部門常勤医師
1名 以上

末梢血幹細胞による血管再生治療
麻酔科医師1名以上及び輸
血部門常勤医師 l名以上

輸血部Fl常勤医師
1名 以上

末梢血単核球移植による血管再生治療
麻酔科医師 1名 以上及び輸
血部F5常勤医師 1名 以上

輸血部門常勤医師
1名 以上

免
疫
療
法
関
係

樹状細胞及び腫瘍抗原ペプチ ドを用いたが
んワクチン療法

病理医 1名以上及び輸血部
門常勤医師 1名以上

(変更なし)

自己腫瘍・組織を用いた活性化自己リンパ球
移入療法

(変更なし)

自己腫瘍・組織及び樹状細月包を用いた活性化
自己リンパ球移入療法

(変更なし)

E‐02実施診療科の医師数

番鍔 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

粒
子
線

悪性腫瘍に対する陽子線治療 常勤医師 2名 以上 (変更なし)

重粒子線治療 常勤医師 2名以上 (変更なし)

再
生
医
療
関
係

骨髄細胞移植による血管新生療法 常勤医師 2名以上 (変更なし)

末梢血幹細胞による血管再生治療 常勤医師 2名以上 (変更なし)

末梢血単核球移植による血管再生治療 常勤医師 2名以上 (変更なし)

免
疫
療
法
関
係

樹状細胞及び腫瘍抗原ペプチ ドを用し
たがんワクチン療法

常勤医師 2名以上 (変更なし)

自己腫瘍・組織を用いた活性化自己リ
ンパ球移入療法

常勤医師 2名以上 (変更なし)

自己腫瘍・組織及び樹状細胞を用いた
活性化自己リンパ球移入療法

常勤医師 2名 以上 (変更なし)

n‐04その他医療従事者の配置

野月 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

粒
子
線

悪性腫瘍に対する陽子線治療 診療放射線技師 1名 以上 (変更なし)

重粒子線治療 診療放射線技師 1名以上 〈変更なし)

再
生
医
療
関
係

骨髄細胞移植による血管新生療法
専任の細胞培養を担当する
者 1名 以上

(変更なし)

末梢血幹細胞による血管再生治療
専任の細胞培養を担当する
者 1名以上

(変更なし)

末梢血単核球移植による血管再生治療
専任の細胞培養を担当する
者 1名以上

(変更なし)

免
疫
療
法
関
係

樹状細胞及び腫瘍抗原ペプチ ドを用いたが
んワクチン療法

専任の細胞培養を担当する
者 1名 以上

(変更なし)

自己Л重瘍・組織を用いた活性化自己リンパ球
移入療法

専任の細胞培養を担当する
者 1名以上

(変更なし)

自己腫瘍・組織及び樹状細胞を用いた活性化
自己リンパ球移入療法

専任の細胞培養を担当する
者1名以上

(変更なし)
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分類 l ③ 放射線治療・再生医療口免疫療法 (8技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

I‐05病床数

番男 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

粒
子
線

悪性腫瘍に対する陽子線治療 (変更なし)

重粒子線治療 (変更なし)

再
生
医
療

骨髄細lla移植による血管新生療法 200床以上 (変更なし)

末梢血幹細胞による血管再生治療 200床以上 (変更なし)

末オ肖血単核球移植による血管再生治療 200床以上 (変更なし)

免
疫
療
法
関
係

樹状細胞及び腫瘍抗原ペプチ ドを用い

たがんワクチン療法
(変更なし)

自己腫瘍・組織を用いた活性化自己リ
ンパ球移入療法

(変更なし)

自己腫瘍・組織及び樹状細胞を用いた

活性化自己リンパ球移入療法
(変更なし)

I‐07当直体制

辞烏 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

粒
子
線

悪性腫瘍に対する陽子線治療 (変更なし)

重粒子線治療 (変更なし)

再
生
医
療

骨髄細胞移植による血管新生療法 要 (変更なし)

末liV血幹細胞による血管再生治療 要 (変更なし)

末梢血単核球移植による血管再生治療 要 (変更なし)

免
疫
療
法

樹状細胞及び腫瘍抗原ペプチドを用いたがんワクチン療法 要 (変更なし)

自己腫瘍・組織を用いた活性化自己リンパ球移入療法 要 (変更なし)

自己腫瘍・組織及び樹状細胞を用いた活性化自己リンパ球移入療法 要 (変更なし)

1‐06看護配置

爵号 先進医療技術名称  |
´
丁現 修 正 案

粒
子
線

悪性腫瘍に対する陽子線治
療

(変更なし)

重粒子線治療 (変更なし)

再
生
医
療
関
係

骨髄細胞移植による血管新
生療法

入院患者の数が 10又はその端数を増すごとに 1名
以上 (ただし、当該病棟において、一日に看護を行

う看護職員の数が前段に規定する数に相当する数以
上である場合には、当該病棟における夜勤を行う看
護職員の数が、前段の規定にかかわらず、二以上で

あること。)

(不要 )

末梢血幹細胞による血管再

生治療

入院患者の数が 10又はその端数を増すごとに 1名
以上 (ただし、当該病棟において、一日に看護を行

う看護職員の数が前段に規定する数に相当する数以

上である場合には、当該病棟における夜動を行 う看

護職員の数が、前段の規定にかかわらず、二以上で

あること。)

(不要 )

末梢血単核球移植による血
管再生治療

入院患者の数が 10又はその端数を増すごとに 1名
以上 (ただし、当該病棟において、一日に看護を行

う看護職員の数が前段に規定する数に相当する数以
上である場合には、当該病棟における夜動を行 う看
護職員の数が、前段の規定にかかわらず、二以上で

あること。)

(不要 )

免
疫
療
法
関
係

樹状細胞及び腫瘍抗原ペプ

チ ドを用いたがんワクチン

療法

(変更なし)

自己ll■瘍・組織を用いた活
性化自己リンパ球移入療法

(変更なし)

自己腫瘍・組織及び樹状細

胞を用いた活性化自己リン
パ球移入療法

(変更なし)

n‐03緊急手術の実施体制

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

粒
子
線

悪性腫瘍に対する陽子線治療 (変更なし)

重粒子線治療 (変更なし)

再
生
医
療

骨髄細胞移植による血管新生療法 要 (変更なし)

末梢血幹細胞による血管再生治療 要 (変更なし)

末梢血単核球移植による血管再生治療 要 (変更なし)

免
疫
療
法

樹状細胞及び腫瘍抗原ペプチドを用いたがんワクチン療法 要 (変更なし)

自己腫瘍・組織を用いた活性化自己リンパ球移入療法 要 (変更なし)

自己腫瘍・組織及び樹状細胞を用いた活性化自己リンパ球移入療法 要 (変更なし)

1‐09院内検査 (24時間実施体制)

番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

粒
子
線

悪性腫瘍に対する陽子線治療 (変更なし)

重粒子線治療 (変更なし)

再
生
医
療

骨髄細胞移植による血管新生療法 要 (変更なし)

末梢血幹細胞による血管再生治療 要 変更なし)

末梢血単核球移植による血管再生治療 要 変更なし)

免
疫
療
法

樹状細胞及び腫瘍抗原ペプチドを用いたがんワクチン療法 要 変更なし)

自己腫瘍・組織を用いた活性化自己リンパ球移入療法 要 変更なし)

自己腫瘍・組織及び樹状細胞を用いた活性化自己リンパ球移入療法 要 変更なし)
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分類 l ③ 放射線治療。再生医療・免疫療法 (3技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

コ‐10他の医療機関との連携体制

番鍔 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

粒

子

悪性腫瘍に対する陽子線治療 (変更なし)

重粒子線治療 (変更なし)

再
生
医
療

骨髄細胞移植による血管新生療法 (変更なし

末梢血幹細胞による血管再生治療 (変更なし

末梢血単核球移植による血管再生治療 (変更なし)

免
疫
療

樹状細胞及びll■瘍抗原ペプチドを用いたがんフクチン療法 (変更なし

自己ll■瘍・組織を用いた活性化自己リンパ球移入療法 (変更なし

自己腫瘍・組織及び樹状細胞を用いた活性化自己リンパ球移入療法 (変更なし

番月 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

粒
子
線

悪性腫瘍に対する陽子線治療 要 (変更なし)

重粒子線治療 要 (変更なし)

再
生
医
療

骨髄細胞移植による血管新生療法 要 (変更なし)

末梢血幹細胞による血管再生治療 要 (変更なし)

末梢血単核球移植による血管再生治療 要 (変更なし)

免
疫
療

樹状細胞及び腫瘍抗原ペプチ ドを用いたがんワクチン療法 要 (変更なし)
自己腫瘍・組織を用いた活性化自己リンパ球移入療法 要 (変更なし)

自己腫瘍・組織及び樹状細胞を用いた活性化自己リンパ球移入療法 要 (変更なし)

工‐11医療機器の保守管理体制

先進医療技術名称 現   行 修 正 案

粒
子
線

悪性llE瘍に対する陽子線治療 要 (変更なし)

重粒子線治療 要 (変更なし)

再
生
医
療

骨髄細胞移植による血管新生療法 要 (変 更 な し )

末梢血幹細胞による血管再生治療 要 (変更なし)

末梢血単核球移植による血管再生治療 要 (変更なし)

免
疫
療

樹状細胞及び腫瘍抗原ペプチ ドを用いたがんワクチン療法 要 (変更なし)

自己腫瘍・組織を用いた活性化自己リンパ球移入療法 要 (変更なし)

自己腫瘍・組織及び樹状細胞を用いた活性化自己リンパ球移入療法 要 (変更なし)

番煽 先進医療技術名称 現 行 修 正 案

粒
子
線

悪性腫瘍に対する陽子線治療 10例以上 (変更なし)

重粒子線治療 10例以上 (変更なし)

再
生
医
療

骨髄細胞移植による血管新生療法 51711以 上 (変更なし)

末梢血幹細胞による血管再生治療 5例以上 (変更なし)

末梢血単核球移植による血管再生治療 5例以上 (変更なし)

免
疫
療

樹状細胞及び腫瘍抗原ペプチ ドを用いたがんワクチン療法 15例以上 (変更なし)
自己腫易・組織を用いた活 lV■化自己リンパ球移入療法 15例以上 (変更なし)
自己腫瘍・組織及び樹状細胞を用いた活性化自己リンパ球移入療法 15例以上 (変更なし)

I‐ 12 こよる

階号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

粒
子
線

悪性腫瘍に対する陽子線治療 要 (必要なときは必ず事前に開催) (変更なし)

重粒子線治療 要 (必要なときは必ず事前に開催) (変更なし)

再
生
医
療
関
係

骨髄細胞移植による血管新生療法
要 (届出後当該療菱を初めて実施す
るときは必ず事前に開催)

(変更なし)

末梢血幹細胞による血管再生治療
要 (届出後当該療養を初めて実施す
るときは必ず事前に開催)

(変更なし)

末梢血単核球移植による血管再生治療
要 (届 出後当該療養を初めて実施す
るときは必ず事前に開催)

(変更なし)

免
疫
療
法
関
係

樹状細胞及び腫瘍抗原ペプチドを用いたが
んワクチン療法

要 (必要なときは必ず事前に開催) (変更なし)

自己月重瘍・組織を用いた活性化自己リンパ

球移入療法
要 (必要なときは必ず事前に開催) (変更なし)

自己腫瘍・組織及び樹状細胞を用いた活性
化自己リンパ球移入療法

要 (必要なときは必ず事前に開催) (変更なし)

I・

口
「
モ
雪 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

粒
子
線

悪性腫瘍に対する陽子線治療 (変更なし)

重粒子線治療 (変更なし)

再
生
医
療
関
係

骨髄細胞移植による血管新生療法
輸血部P5が設置されていること、院内で
細胞培養を実施していること

〈変更なし)

末梢血幹細胞による血管再生治療
輸血部門が設置されていること、院内で
細胞培養を実施していること

(変更なし)

末梢血単核球移植による血管再生治療
輸血部門が設置されていること、院内で
細胞培養を実施していること

(変更なし)

免
疫
療
法
関
係

樹状細胞及び腫瘍抗原ペプチ ドを用し
たがんワクチン療法

病理部門が設置されていること、輸血部
門が設置されていること、院内で細胞培
養を実施していること

(変更なし)

自己腫療 組織を用いた活性化自己リ
ンパ球移入療法

院内で細胞培養を実施していること (変更なし)

自己腫瘍・組織及びlll状細胞を用いた
活性化自己リンパ球移入療法  ' 院内で細胞培養を実施していること (変更なし)

5/6



分類 l ③ 放射線治療・再生医療・免疫療法 (8技術)

皿=その他の要件
皿‐01頻回の実績報告

平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

先進医療技術名称 現  行 修 正 案

粒
子
線

悪性腫瘍に対する陽子線治療 (変更なし)

重粒子線治療 (変更なし)

再
生
医
療

骨髄細胞移植による血管新生療法 5例まで又は6月 間は、 1月 毎の報告 (変更なし)

末梢血幹細胞による血管再生治療 5例 まで又は6月 間は、 1月 毎の報告 (変更なし)

末梢血単核球移植による血管再生治療 5例まで又は6月 間は、 1月 毎の報告 (変更なし)

免
疫
療
法
関
係

樹状細胞及び腫瘍抗原ベプチ ドを用し

たがんワクチン療法
10例まで又は 6月 間は、1月 毎の報告 (変更なし)

自己腫瘍・組織を用いた活性化自己リ
ンパ球移入療法

10例まで又は6月 間は、1月 毎の報告 (変更なし)

自己腫瘍・組織及び樹状細胞を用いた

活性化自己リンパ球移入療法
10例まで又は6月 間は、1月 毎の報告 (変更なし〉

皿-02その他

番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

粒
子
線

悪性腫瘍に対する陽子線治療 (変更なし)

重粒子線治療 (変更なし)

再
生
医
療

骨髄細胞移植による血管新生療法 (変更なし)

末梢血幹細胞による血管再生治療 (変更なし)

末梢血単核球移植による血管再生治療 (変更なし)

免
疫
療
法
関
係

樹状細胞及び腫瘍抗原ペプチ ドを用い

たがんワクチン療法
(変更なし)

自己腫瘍・組織を用いた活性化自己リ
ンパ球移入療法

(変更なし)

自己腫瘍・組織及び樹状細胞を用いた

活性化自己リンパ球移入療法
(変更なし)



先進医 療技 術名 称 (正 式 名称 )

新 技 術 名 (案 )

インプラント義歯 (顎骨の過度の吸
収により、従来の可撤性義歯では咀
IIR機 能の回復が困難なものに限
る。)

インプラント義歯

次の 1又は2のいずれかに該当
する症例

1 腫瘍、顎骨骨髄炎、外傷等
の疾患による広範囲の顎骨欠損
症例又は歯槽骨欠損症例 (上顎
にあっては、連続した3分の 1
顎程度以上若しくは上顎洞又は
鼻腔への交通が認められる顎骨
欠損症例。下顎にあっては、連
続した3分の 1顎程度以上の歯
槽骨欠損症例 (歯周疾患及び加
齢による歯槽骨吸収を除く。)若
しくは下顎区域切除以上の顎骨
欠損症例)又はこれらが骨移植
等により再建された症例のう
ち、従来のブリッジや可撤性義
歯 (顎堤形成後の可撒性義歯を
含む。)では咀昭機能の回復が困
難な症例

2 Cawood&Howellの 顎堤吸
収分類のV級、Ⅵ級相当の顎骨
の過度の吸収が全顎にわたつて
認められ、従来の全部床義歯(顎
堤形成後の全部床義歯を含む。)
では咀嘔機能の回復が困難な無
歯顎症例

難鷺誦 繹鶉顎顔面補綴
のに限る。)         |

腫瘍手術、外傷及び炎症その他
の原因により顔面領域に生じた
広範囲の実質欠損症例

光学印象採得による陶材歯冠修復
法 (歯冠部師蝕の修復に係るものに
限る。)

歯冠部師蝕の修復症例

落[著1:         曇1希彎晶属異警鷺雷[彗雇礁馬
根管治療では効果が認められない 1除手術
ものに係るものに限る。)

難治性根尖性歯周炎であって、
通常の根管治療では効果が認め
られない症例

歯周外科治療におけるバイオ・リジ
ェネレーション法 (歯周炎による重
度垂直性骨欠損に係 るものに限
る。)

歯周外科治療におけるパイ
オ・リジェネレーション法

歯科用CADoCAMシ ステムを用
いたハイプリッドレジンによる歯
冠補綴 (小臼歯の重度の麟蝕に対し
て全部被覆冠による歯冠補綴が必
要な場合に限る。)

歯科用CAD・ CAMシ ステ
ムを用いたハイプリッドレジ
ンによる歯冠補綴

小日歯の重度の臨蝕に対して全
部被覆冠による歯冠補綴が必要
な症例

分類 |   ヽ ③ 歯科 (6技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類男11比較)

I,実施責任医師の要件

1/5

I‐01診療科 (医師)

旨号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

5 インプラント義歯 歯科又は歯科口腔外科 (変更なし)

6 顎顔面補綴
形成外科又は歯科若 しくは歯科
口腔外科

形成外科、耳鼻いんこう
科、歯科又は歯科口腔外科

光学印象採得による陶材歯冠修復法 歯科 (変更なし)

XttC T画像診断に基づく手術用顕
微鏡を用いた歯根端切除手術

歯 科 (変更なし)

歯周外科治療におけるバイオ・リジェ
ネレーション法

歯科又は歯科口月空外科 (変更なし)

歯科用CADoCAMシ ステムを用い
た
'ヽ

イプリッドレジンによる歯冠補綴
歯科 (変更なし)

I‐02資格

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

5 インプラント義歯
歯周病専門医、日腔外科専門医、
補綴歯科専門医又は日本国腔イ
ンプラント学会専門医

(変更なし)

顎顔面補綴
形成外科専門医又は口腔外科専
門医若しくは補綴歯科専門医

形成外科専Fl医、耳鼻いん
こう科専Pl医、口腔外科専
Pl医又は補綴歯科専門医

光学印象採得による陶材歯冠修復法
補綴歯科専門医又は歯科保存治
療専門医

(変更なし)

XttC T画像診断に基づく手術用顕
微鏡を用いた歯根端切除手術

歯科保存治療専門医 (変更なし)

歯周外科治療におけるバイオ・リジェ

ネレーション法
歯周病専F5医又は口腔外科専門
医

(変更なし)

歯科用 CADoCAMシ ステムを用い

たハイブリッドレジンによる歯冠補綴
補綴歯科専門医又は歯科保存治
療専門医

(変更なし)

I‐03当該診療科の経験年数

番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

インプラント義歯 5年以上 (変更なし)

6 顎顔面補綴 5年以上 (変更なし)

光学印象採得による陶材歯冠修復法 3年以上 5年以上

XttC T画像診断に基づく手術用顕
微鏡を用いた歯根端切除手術

5年以上 (変更なし)

歯周外科治療におけるパイオ・リジェ
ネレーション法

5年以上 (変更なし)

歯科用 CADoCAMシ ステムを用い

たハイプリッドレジンによる歯冠補綴
3年以上 5年以上



分類 l      ⑨ 歯科 (6技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

Ⅱ.医療機関の要件
Ⅱ‐01診療科 (医療機関)

1‐04当該技術の経験年数

番月 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

5 インプラント義歯 3年以上 (変更なし)

顎顔面補綴 5年以上 3年以上

光学印象採得による陶材歯冠修復法 3年以上 (変更なし)

XttC T画像診断に基づく手術用顕
微鏡を用いた歯根端切除手術

3年以上 (変更なし)

歯周外科治療におけるバイオ・リジェ

ネレーション法
3年以上 (変更なし)

歯科用 CAD・ CAMシ ステムを用い
たハイプ リッドレジンによる歯冠補綴

1年以上 (変更なし)

雪号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

インプラント義歯 歯科又は歯科口腔外科 (変更なし)

顎顔面補綴 形成外科又は歯科若しくは歯科口1空外科
形成外科、耳鼻い
んこう科、歯科又
は歯科口腔外科

光学印象採得による陶材歯冠修復法 歯科 (変更なiし )

XttC T画像診断に基づく手術用顕
微鏡を用いた歯根端切除手術

歯科 (変更なし)

歯周外科治療におけるバイオ・リジェ

ネレーション法
歯科又は歯科口腔外科 (変更なし)

歯科用CAD・ CAMシ ステムを用い
たハイプリッドレジンによる歯冠補綴

歯科 (変更なし)I‐05当該技術の経験症例数

番男 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

インプラント義歯 10例以上 (変更なし)

顎顔面補綴 術者として5例以上 術者として2例以上

光学印象採得による陶材歯冠修復法 術者として 5例以上 (変更なし)

XttC T画像診断に基づく手術用顕
微鏡を用いた歯根端切除手術

助手又は術者として6例以上、
うち術者として5例以上

(変更なし)

歯周外科治療におけるバイオ・リジェ

ネレーション法
助手又は術者として 6例以上、
うち術者として5例以上

(変更なし)

歯科用 CAD・ CAMシ ステムを用し`
たハイブリッドレジンによる歯冠補綴

5例以上 (変更なし)

n‐02実施診療科の医師数

先進医療技術名称 現  行 修 正 案

インプラント義歯
実施責任医師の要件のうち診療科経験年
数、医師資格及び当該療養の経験年数を満
たす常勤の歯科医師3名以上

常 勤歯 科 医師
3名 以上

顎顔面補綴
実施責任医師の要件のうち診療科経験年
数、医師資格及び当該療養の経験年数を満
たす常勤の医師又は歯科医師2名以上

常勤の医師又は

歯科医師 2名 以
上

光学印象採得による陶材歯冠修復法
実施責任医師の要件のうち診療科経験年
数、医師資格及び当該療養の経験年数を満
たす常動の歯科医師3名以上

常 勤 歯 科 医師
1名 以上

XttC T画像診断に基づく手術用顕
微鏡を用いた歯根端切除手術

実施責任医師の要件のうち診療科経験年
数及び当該療養の経験年数を満たす常勤
歯科医師 2名以上、うち歯科保存治療専門
医 1名 以上

常 勤 歯 科 医師
2名 以上 (う ち 1

名は、常勤の歯科
保存治療専 Pη 医
であること)

歯周外科治療におけるパイオ・リジェ
ネレーション法

実施責任医師の要件のうち医師資格及び
当該療養の経験年数を満たす常勤歯科医
師 1名以上

常 勤歯 科 医 師
1名 以上

歯科用cADoCAMシ ステムを用い
たハイブリッドレジンによる歯冠補綴

常勤歯科医師 1名以上 (変更なし)

I‐06その他 (医師)

爵号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

5 インプラント義歯 (変更なし)

6 顎顔面補綴 (変更なし)

光学印象採得による陶材歯冠修復法 (変更なし)

XttC T画像診断に基づく手術用顕
微鏡を用いた歯根端切除手術

(変更なし)

歯周外科治療におけるバイオ・リジェ

ネレーション法
(変更なし)

歯科用 CADoCAMシ ステムを用い

たハイブリッドレジンによる歯冠補綴
(変更なし)



分類 l      ⑨ 歯科 (6技術) 平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

工‐03他診療科の医師数

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

5 インプラント義歯 (変更なし)

6 顎顔面補綴 (変更なし)

光学印象採得による陶材歯冠修復法 (変更なし)

XttC T画像診断に基づく手術用顕
微鏡を用いた歯根端切除手術

(変更なし)

歯周外科治療におけるパイオ・リジェ
ネレーション法 (変更なし)

歯科用CAD・ CAMシ ステムを用い
たハイブリッドレジンによる歯冠補綴

(変更なし)

Π‐06看護配置

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

5 インプラント義歯

入院患者の数が 15又はその端数を増すごと
に 1名以上 (ただし、当該病棟において、一
日に看護を行う看護職員の数が前段に規定す
る数に相当する数以上である場合には、当該
病棟における夜勤を行う看護職員の数が、前
段の規定にかかわらず、二以上であること。)

(削除 )

顎顔面補綴

入院患者の数が 15又はその端数を増すごと
に 1名以上 (ただし、当該病1束において、一
日に看護を行う看護職員の数が前段に規定す
る数に相当する数以上である場合には、当該
病棟における夜勤を行う看護職員の数が、前
段の規定にかかわらず、二以上であること。)

(削除)

光学印象採得による陶材歯冠修復法 (変更なし)

XttCT画像診断に基づく手術用顕
微鏡を用いた歯根端切除手術 (変更なし)

歯周外科治療におけるバイオ・リジェ
ネレーション法 (変更なし)

歯科用 CAD・ CAMシ ステムを用い
たハイプリッドレジンによる歯冠補綴

(変更なし)

1‐04その他医療従事者の配置

番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

5 インプラント義歯
看護師又は歯科衛生
± 1名 以上

6 顎顔面補綴 (変更なし)

光学印象採得による陶材歯冠修復法 (変更なし)

XttC T画像診断に基づく手術用頭
微鏡を用いた歯根端切除手術

看護師又は歯科衛生± 1名 以上 (変更なし)

歯周外科治療におけるパイオ・リジェ
ネレーション法

看護師又は歯科衛生±1名 以上 (変更なし)

歯科用CAD,CAMシ ステムを用い
たハイプリッドレジンによる歯冠補綴

歯科衛生士及び歯科技工± 1名以上 (変更なし)

1‐05病床数

番号 先進医療技術名称 現   イテ 修 正 案

インプラント義歯 1床以上 (変更なし)

顎顔面補綴 1床以上 (変更なし)

光学印象採得による陶材歯冠修復法 (変更なし)

XttC T画像診断に基づく手術用顕
微鏡を用いた歯根端切除手術

(変更なし)

歯周外科治療におけるパイオ・リジェ
ネレーション法

(変更なし)

歯科用CAD・ CAMシ ステムを用い
たハイプリッドレジンによる歯冠補綴

(変更なし)

I‐07当直体制

先進医療技術名称 現   行 修 正 案

5 インプラント義歯 要 (変更なし)

6 顎顔面補綴 (変更なし)

光学Fp象採得による陶材歯冠修復法 (変更なし)

XttC T画像診断に基づく手術用顕
微鏡を用いた歯根端切除手術

(変更なし)

歯周外科治療におけるバイオ・リジェ
ネレーション法

(変更なし)

歯科用 CAD・ CAMシ ステムを用い
たハイプリッドレジンによる歯冠補綴

〈変更なし)

1‐08緊急手術の実施体制

晏号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

5 インプラント義歯 要

6 顎顔面補綴 (変更なし)

光学印象採得による陶材歯冠修復法 (変更なし)

XttC T画像診断に基づく手術用顕
微鏡を用いた歯根端切除手術

(変更なし)

歯周外科治療におけるバイオ・リジェ
ネレーション法

(変更なし)

歯科用CAD・ CAMシステムを用い
たハイプリッドレジンによる歯冠補綴

(変更なし)



分類 l      ③ 歯科 (6技術) 平成 21年度先進医療 医療機関め要件 (分類別比較)

1-09院内検査 (24時間実施体制)

蜃鍔 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

5 インプラン ト義歯 要

6 顎顔面補綴 (変更なし)

光学印象採得による陶材歯冠修復法 (変更なし)

Xtt C T画像診断に基づく手術用顕
微鏡を用いた歯根端切除手術

(変更なし)

歯周外科治療におけるバイオ・リジェ
ネレーション法

(変更なし)

歯科用CADoCAMシ ステムを用い
たハイプリッドレジンによる歯冠補綴

(変更なし)

Π‐12倫理委員会による審査体制

番鍔 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

5 インプラント義歯 (変更なし)

6 顎顔面補綴 (変更なし)

光学印象採得による陶材歯冠修復法 (変更なし)

XttC T画像診断に基づく手術用顕
微鏡を用いた歯根端切除手術

(変更なし)

歯周外科治療におけるバイオ・リジェ
ネレーション法 (変更なし)

歯科用 CADoCAMシ ステムを用い

たハイプリッドレジンによる歯冠補綴
(変更なし)

I‐10他の医療機関との連携体制

番号 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

5 インプラント義歯 (変更なし)

6 顎顔面補綴 (変更なし)

光学印象採得による陶材歯冠修復法 (変更なし)

XttC T画像診断に基づく手術用顕
微鏡を用いた歯根端切除手術

(変更なし)

歯周外科治療におけるバイオ・リジェ

ネレーション法
(変更なし)

歯科用CADoCAMシ ステムを用い

たハイプリッドレジンによる歯冠補綴
(変更なし)

E‐ 13医療安全管理委員会の設置

番号 先進医療技術名称 現    行 修 工 案

5 インプラント義歯 要 (変更なし)

6 顎顔面補綴 要 (変更なし)

光学印象採得による陶材歯冠修復法 要 (変更なし)

XttC T画像診断に基づく手術用顕
微鏡を用いた歯根端切除手術

要 (変更なし)

歯周外科治療におけるバイオ・リジェ

ネレーション法
要 (変更なし)

歯科用CAD・ CAMシ ステムを用い
たハイプリッドレジンによる歯冠補綴

要 (変更なし)

I‐ 11医療機器の保守管理体制

辞月 先進医療技術名称 現   行 修 正 案

5 インプラント義歯 要 (変更なし)

顎顔面補綴 要 (変更なし)

光学印象採得による陶材歯冠修復法 要 (変更なし)

XttC T画像診断に基づく手術用顕
微鏡を用いた歯根端切除手術

要 (変更なし)

歯周外科治療におけるバイオ・リジェ

ネレーション法
要 (変更なし)

歯科用CADoCAMシ ステムを用い
たハイプリッドレジンによる歯冠補綴

要

要 (歯科診療所において医療
機器の保守管理体制が整備さ
れている場合を含む。)

n‐14当該技術の実施症例数

番号 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

5 インプラント義歯 10例 以上 (変更なし)

6 顎顔面補綴 10例以上 2例 以上

光学Fp象採得による陶材歯冠修復法 10例以上 (変更なし〉

XttC T画像診断に基づく手術用顕
微鏡を用いた歯根端切除手術

10例以上 (変更なし)

歯周外科治療におけるバイオ・リジェ
ネレーション法

10例以上 (変更なし)

歯科用CADoCAMシ ステムを用い
たハイプリッドレジンによる歯冠補綴

5例以上 (変更なし)



分類 l      ⑨ 歯科 (6技術)

皿=その他の要件
■‐01頻回の実績報告

平成 21年度先進医療 医療機関の要件 (分類別比較)

1‐15その他 (医療機関)

蜃号 先進医療技術名称 現   イテ 修 正 案

インプラント義歯

コンピューター断層撮影及び
診断を実施できる体制を整備
していること

顎顔面補綴 (変更なし)

光学印象採得による陶材歯冠修復法 (変更なし)

XttC T画像診断に基づく手術用顕
微鏡を用いた歯根端切除手術

(変更なし)

歯周外科治療におけるバイオ・リジェ

ネレーション法
(変更なし)

歯科用CADoCAMシ ステムを用い
たハイプリッドレジンによる歯冠補綴

当該技術に必要な機器を設置
している医療機関 (歯科診療
所を含む。)であること

監男 先進医療技術名称 現  行 修 正 案

インプラント義歯 10例まで又は 2月 間は、1月 毎の報告 (変更なし)

6 顎顔面補綴 10例まで又は 6月 間は、1月 毎の報告
5例 まで又は 6月
間は、1月 毎の報告

光学印象採得による陶材歯冠修復法 10例まで又は 6月 間は、1月 毎の報告 (変更なし)

XttC T画像診断に基づく手術用顕
微鏡を用いた歯根端切除手術

20例まで又は6月 間は、1月 毎の報告 (変更なし)

歯周外科治療におけるバイオ・リジェ
ネレーション法

20例まで又は 6月 間は、1月 毎の報告 (変更なし)

90
歯科用 CADoCAMシ ステムを用い

たハイプリッドレジンによる歯冠補綴
10例まで又は6月 間は、1月 毎の報告 (変更なし)

皿‐02その他

先進医療技術名称 現  行 修 正 案

5 インプラント義歯 (変更なし)

6 顎顔面補綴 (変更なし)

光学印象採得による陶材歯冠修復法 (変更なし)

XttC T画像診断に基づく手術用顕
微鏡を用いた歯根端切除手術

(変更なし)

歯周外科治療におけるバイオ・リジェ

ネレーション法
(変更なし)

歯科用CAD・ CAMシ ステムを用い
たハイブリッドレジンによる歯冠補綴

(変更なし)



参考 1

医政発第 0331042号
平成 20年 3月 31日

各都道府県知事 殿

厚生労働省医攻局長

広告可能な診療科名の改正について

平成 18年の良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等
の一部を改正する法律 (平成 18年法律第 84号。以下「医療法等改正」
という。)においては、「患者等への医療に関する情報提供の推進」に関
する取組として、適切な医療機関の選択と受診を支援する観点から、広
告可能な事項について大幅な規制緩和が行われたところである。
今般、このような改正趣旨等を踏まえ、患者や地域住民自身が自分の
病状等に合つた適切な医療機関の選択を行 うことを支援する観点から、
広告可能な診療科名の見直しを行 うこととし、「医療法施行令の下部を
改正する政令」 (平成 20年政令第 36号)及び「医療法施行規則の一部
を改正する省令 (平成 20年厚生労働省令第 13号 )」 が平成 20年 2月 27
日に公布され、同年 4月 1日 から施行されることとなったところである。
その改正概要等は下記のとおりである。これらについて御了知の上、
管内市町村、関係団体等にその周知徹底を図つていただくとともに、そ
の円滑な運用に万全の対応をしていただくようお願いしたい。

記

第 1 改正の趣旨・概要等

1 医療機関が標榜する診療科名として広告可能な範囲

医療法 (昭和 23年法律第 205号。以下「法」という。)第 6条の 6
第 1項の規定により、医業及び歯科医業については、医療法施行令 (昭



和 23年政令第 326号。以下「令」という。)において診療科名として
具体的に規定したものに限り広告可能としていたが、平成 18年の医療
法等改正の趣旨にかんがみ、患者や住民自身が自分の病状等に合った
適切な医療機関の選択を行うことを支援する観′点から、広告可能な診
療科名の改正を行つたところである。

具体的に診療科名については、従来、令に具体的名称を限定列挙し
て規定していたところであるが、この方式を改め、身体の部位や患者
の疾患等、一定の性質を有する名称を診療科名とする柔軟な方式に改
めたところである。

今回の改正により、

①  「内科」「外科」は、単独で診療科名として広告することが可能
であるとともに、

② 従来、診療科名として認められなかった事項である
(a)身体や臓器の名称
(b)患者の年齢、性別等の特性
(c)診療方法の名称
(d)患者の症状、疾患の名称
についても、令第 3条の 2第 1項ハに規定する事項に限り「内科」
「外科」と組み合わせることによって、新しい診療科名として広告
することが可能である。

③ その他、令第 3条の 2第 2項二 (1)に定める診療科名である「精
神科」、「アレルギー科」、「リウマチ科 J、 「小児科」、「皮膚科」、「泌
尿器科」、「産婦人科J(※ )、 「眼科」、「耳鼻いんこう科」、「リハビリ
テーション科」、「放射線科」(※ )、 「救急科」、「病理診断科」「臨床
検査科」についても、単独の診療科名として広告することが可能で
ある。
また、これらの診療科名と上記②の (a)から (d)までに掲げる事
項と組み合わせることによって、新しい診療科名として広告するこ
とも可能である。
(※ )「産婦人科Jについては、「産科」又は「婦人科」と代替することが可能。
「放射線科」については、「放射線治療科」又は「放射線診断科」と代替
することが可能。

以上のとおり、診療科名については、相当程度拡大することとした
ところである。特に、上記②のように、組み合わせによって新しく広
告することが可能となる診療科名については、患者や住民自身が自分



の病状に合うた適切な医療機関の選択を行うことを支援するという観
点から、虚偽、誇大な表示が規制されるのみでなく、診療内容の性格
に応じた最小限必要な事項の表示が義務づけられる。また、診療科名
の表記に当たっては、診療内容について客観的評価が可能で分かりや
すいものにする必要がある。

以上の点を踏まえ、広告するに当たって通常考えられる診療科名を
別表において例示する。

また、組み合わせに当たり、② (a)から (d)ま でに掲げる事項の
うち、異なる区分に属する事項であれば、複数の事項を組み合わせる
ことが可能である。
一方、同じ区分に属する事項同士を複数繋げることについては、不
適切な意味となるおそれがあることから、認められない。同じ区分に
属する事項を複数組み合わせる場合については、同じ区分に属する事
項を繋げることによって一つの名称にならないよう、例えば「老人・

小児内科」というように、それぞれの事項を区切る等の工夫をして組
み合わせる必要がある。

2 従来から広告可能とされてきた診療科名との関係

従来、広告可能と認められていた診療科名のうち以下に掲げる診療
科名については、今回の改正により平成 20年 4月 1日 以降、診療科名
として広告することは認められなくなる。
ただし、改正に係る経過措置として、同日前から広告していた診療
科名については、看板の書き換え等、広告の変更を行わない限り、引
き続き、広告することが認められる。
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第 2 診療科名の広告に関する留意事項

1 医療機関が広告する診療科名の数について

医療機関が広告することができる診療科名について、従来は、医療
機関が提供する医療機能に関する情報を効果的に患者、住民等に提示
し、患者、住民等による医療機関の選択が適切に行われるようにする
という観点から、広告する診療科名の数は、勤務する医師の数にかか
わらないとされていたところである。

今回の診療科名の改正においては、患者等による自分の病状等に合
つたより適切な医療機関の選択を行 うことを支援する観点から、医療
機関においては、当該医療機関に勤務する医師又は歯科医師一人に対
して主たる診療科名を原則 2つ以内とし、診療科名の広告に当たって
は、主たる診療科名を大きく表示するなど、他の診療科名と区別して
表記することが望ましいものとする。

2 診療科名の組み合わせの表示形式について

医療機関が広告する診療科名の表示形式については、患者等に対 し
当該医療機関における医療機能が適切に情報提供されるよう、以下に
掲げる表示形式を採るよう、配慮することが必要である。

①「○○ △△科」と組み合わせて表示する場合

表示例 :「呼吸器内科」             .
「消化器外科」

②「○〇・△△科」と組み合わせて表示する場合

表示例 :「肝臓・消化器外科」
「糖尿病・代謝内科」

③「○○科 (△△)」 と組み合わせて表示する場合

表示例 :「内科 (循環器)」

4



広告することができない診療科名の表示について

法令上根拠のない名称や、今回の改正による組み合わせの診療科名
のうち、診療内容が明瞭でないものや、医学的知見・社会通念に照ら
し、不適切な組み合わせである名称については、患者等に対して適切
な受診機会を喪失させることに繋がるとともに、不適切な医療を提供
するおそれがあることから、これらを診療科名とすることは認められ
ず、医療機関が当該不適切な診療科名を広告することは、法に規定す
る罰則をもつて禁止されているところである。

不適切な診療科名として、具体的には以下のとおりである。

(1)不適切な組み合わせとして認められない診療科名については、医
療法施行規則 (昭和 23年厚生省令第 50号。以下 唄JJという。)
に具体的に規定しているところ (則第 1条の 9の 4参照)。

診療科名 不合理な組み合わせとなる事項
内科 整形又は形成
外科 心療

アレルギー科 アレルギー疾患

小児科 小児、老人、老年又は高齢者

皮膚科 呼吸器、消化器、循環器、気管食道、心臓血管、腎lra、
脳神経、気管、気管支、肺、食道、胃腸、十二指腸、
小腸、大腸、肝臓、胆のう、膵臓、心臓又は脳

泌尿器科 頭頸部、胸部、腹部、呼吸器、消化器、循環器、気管
食道、心臓血管、脳神経、手L腺、頭部、頸部、気管、
気管支、肺、食道、胃腸、十二指腸、小腸、大腸、肝
臓、胆のう、膵臓、心臓又は脳

産婦人科 男性、小児又は児童

眼科 胸部、腹部、呼吸器、消花暮、循環器、気管食道、肛
門、心臓血管、腎臓、乳腺、内分泌、頸部、気管、気
管支、肺、食道、胃腸、十二指腸、小腸、大腸、肝臓、
胆のう、膵臓又は心臓

耳鼻いんこ う

科

胸部、腹部、消化器、循環器、肛門、心臓血管、腎臓、
乳腺、内分泌、胃腸、十二指腸、小腸、大腸、肝臓、
胆のう、膵臓又は心臓



(2)その他、法令に根拠のない名称については、診療科名 として広告
することは認められない。具体的には、以下に例示する名称は診療

科名として認められない。

◎ 医科に関係する名称

「呼吸器科」、「循環器科」、「消化器科」、
「化学療法科」、「疼痛緩和科」、「ペインク

科」、「性感染症科」など

◎ 歯科に関係する名称

「女性科」、「老年科」、

リニック科」(「糖尿病

「インプラント科」、「審美歯科Jな ど

なお、これら法令に根拠のない名称と診療科名とを組み合わせた

場合であっても、その広告は認められない。



(別表) 診療科名具体例

医科 歯科

内科

呼吸器内科

循環器内科

消化器内科

心臓内科

血液内科

気管食道内科

胃腸内科

IIC瘍内科

糖尿病内科

代謝内科

内分泌内科

脂質代謝内科

腎臓内科

神経内科

心療内科

感染症内科

漢方内科

老年内科

女性内科

新生児内科

性感染症内科

内視鏡内科

人工透析内科

疼痛緩和内科
ペインクリニッ

ク内科

アレルギー疾患

内科

内科 (ペインク

リニック )

内科 (循環器 )

内科 (薬物療法 )

内科 (感染症 )

内科(骨髄移植 )

外科

呼吸器外科

心臓血管外科

心臓外科

消化器外科

乳腺外科

小児外科

気管食道外科

肛門外科

整形外科

月当神経外科

形成外科

美容外科

腫瘍外科

移植外科

頭頸部外科

胸部外科

腹部外科

肝lDi外科

膵臓外科

胆のう外科

食道外科

胃外科

大腸外科

内視鏡外科
ペインクリニッ

ク外科

外科 (内視鏡 )

外科 (がん )

精神科

アレルギー科

リウマチ科

小児科

皮膚科

泌尿器科

産婦人科

産科

婦人科

眼科

耳鼻いんこう科
リハビリテーシ

ョン科

放射線科

放射線診断科

放射線治療科

病理診断科

臨床検査科

救急科

児童精神科

老年精神科

小児眼科

小児耳鼻いんこ

う科

小児皮膚科

気管食道・耳鼻
いんこう科

腫瘍放射線科

男性泌尿器科

神経泌尿器科

小児泌尿器科

小児科(新生児 )
泌尿器科 (不妊

治療 )

泌尿器科 (人工

透析 )

産婦人科 (生殖

医療 )

美容皮膚科

など

歯科

小児歯科

矯正歯科

歯科口腔外科



※ 複数の事項を組み合わせた通常考えられる診療科名を以下に例示
する。

【例 :医科】

「血液・腫瘍内科」、 「糖尿病・代謝内科」、 「小児腫瘍外科」、

「老年心療内科」、「老年 ・呼吸器内科」、 「女性手L腺外科 J、

「移植・内視鏡外科」、 「消化器・移植外科上  「ペインクリニック
整形外科」、 「脳・血管外科」、 「頭頸部・耳鼻いんこう科」、

「肝臓・胆のう・膵臓外科」、 「大腸・肛門外科」、「消化器内科 (内

視鏡 )」、 「腎臓内科 (人工透析 )」、 「腫瘍内科 (疼痛緩和 )J、
「腎臓外科 (臓器移植 )」、 「美容皮膚科 (漢方 )」 など

【例 :歯科】

「小児矯正歯科」など
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参考 2
ホーム 1新着情報 1窓ロー覧 |よくあるご質問 |ご意見 |リンク集 |サイトマップ

トピックス

平成21年 11月 10日

医療に関する広告が可能となった医師等の専 門性 に関する資格名等について

平成14年4月 1日付けの医療機関の広告規制の緩和に伴い、医師又は歯科医師の専門性
に関し、告示で定める基準を満たすものとして厚生労働大臣に届出がなされた団体の認定する
資格名が広告できることとなりました。

また、平成19年4月 1日 より薬剤師、看護師その他の専門性についても、同様に告示で定め
る基準を満たすものとして厚生労働大臣に届出がなされた団体の認定する資格名が広告でき
ることとなりました。

現在、医師等の専門性については、以下の団体が認定する資格名について広告が可能とな
つております。

‐医 師   資格名の数55(団体の数57)
・歯科医師  資格名の数 4(団体の数 4)
・看護師  資格名の数26(団体の数 1)
(合 計   資格名の数85(団体の数62))

【医師の専門性資格】
(

0(社 )
0(社 )
O(社 )
O(社 )
O(財 )
○ (社 )
0(社 )
O(社 )
0(社 )
O(社 )
0(社 )
O(社)
0(社 )
0(社 )
O(社 )
○有限責任中間法人
O(社 )
O(社 )
O(社 )
O(財 )
O(社 )
0(社 )

団 体 名 )
日本整形外科学会
日本皮膚科学会
日本麻酔科学会
日本医学放射線学会
日本眼科学会
日本産科婦人科学会
日本耳鼻咽喉科学会
日本泌尿器科学会
日本形成外科学会
日本病理学会
日本内科学会
日本外科学会
日本糖尿病学会
日本肝臓学会
日本感染症学会
日本救急医学会
日本血液学会

日本循環器学会
日本呼吸器学会
日本消化器病学会
日本腎臓学会
日本小児科学会

(資 格 名 )
整形外科専門医
皮膚科専門医
麻酔科専門医
放射線科専門医
眼科専門医
産婦人科専門医
耳鼻咽喉科専門医
泌尿器科専門医
形成外科専門医
病理専門医
総合内科専門崖
外科専門医
糖尿病専門医
肝臓専門医
感染症専門医
救急科専門医
血液専門医
循環器専門医
呼吸器専門医
消化器病専門医
腎臓専門医
小児科専門医
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0(社)
0有限責任中間法人
0(社 )
○特定非営利活動法人
0(社 )
O(社 )

O(社 )

O(社 )
○特定非営利活動法人
O特定非営利活動法人
○特定非営利活動法人
O特定非営利活動法人
O特定非営利活動法人
O(社 )
O特定非営利活動法人
0有限責任中間法人
0有限責任中間法人
○有限責任中間法人
0有限責任中間法人
O(社 )
O特定非営利活動法人
○特定非営利活動法人
0(社 )
○有限責任中間法人
O特定非営利活動法人
0有限責任中間法人
○特定非営利活動法人
○有限責任中間法人
O有限責任中間法人
O特定非営利活動法人
O特定非営利活動法人
○一般社団法人
○ (社 )
○一般社団法人
0特定非営利活動法人
0有限責任中間法人

日本内分泌学会
日本消化器外科学会
日本超音波医学会
日本臨床細胞学会
日本透析医学会
日本 1図神経外科学会
日本リハビリテーション医学
会
日本老年医学会
日本胸部外科学会
日本血管外科学会
日本心臓血管外科学会
日本胸部外科学会
日本呼吸器外科学会
日本消化器内視鏡学会
日本小児外科学会
日本神経学会
日本リウマチ学会
日本乳癌学会
日本人類遺伝学会
日本東洋医学会
日本レーザー医学会
日本呼吸器内視鏡学会
日本アレルギー学会
日本核医学会
日本気管食道科学会
日本大腸肛門病学会
日本婦人科腫瘍学会
日本ベインクリニック学会
日本熱傷学会
日本脳神経血管内治療学会
日本臨床腫瘍学会
日本周産期・新生児医学会
日本生殖医学会
日本小児神経学会
日本心療内科学会
日本総合病院精神医学会

内分泌代謝科専門医
消化器外科専門医
超音波専門医
細胞診専門医
透析専門医
脳神経外科専門医

リハビリテーション科専門医

老年病専門医
心臓血管外科専門医
心臓血管外科専門医
心臓血管外科専門医
呼吸器外科専門医
呼吸器外科専門医
消化器内視鏡専門医
小児外科専門医
神経内科専門医
リウマチ専門医
早L腺専門医
臨床遺伝専門医
漢方専門医
レーザー専門医
気管支鏡専F]医
アレリレギー専門医
核医学専門医
気管食道科専門医
大腸肛門病専門医
婦人科腫瘍専門医
ペインクリニック専門医
熱傷専門医
脳血管内治療専門医
がん薬物療法専門医
周産期 (新生児)専門医
生殖医療専門医
小児神経専門医
心療内科専門医
一般病院連携精神医学専門医

【歯科医師の専門性資格】
(団 体

0(社 )
○特定非営利活動法人
○有限責任中間法人
○有限責任中間法人

名 )
日本回腔外科学会
日本歯周病学会
日本歯科麻酔学会
日本小児歯科学会

(資 格 名 )
日腔外科専門医
歯周病専門医
歯科麻酔専門医
小児歯科専門医

【看護師の専門性資格】
(団 体 名 )
O(社)日本看護協会
O(社 )日本看護協会

(資 格 名 )
がん看護専門看護師
小児看護専門看護師
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0(社 )日本看護協会
O(社 )日本看護協会
O(社 )日本看護協会
O(社 )日本看護協会
○ (社 )日本看護協会
O(社 )日本看護協会
○ (社 )日本看護協会
O(社 )日本看護協会
0(社 )日本看護協会
O(社 )´日本看護協会
O(社 )日本看護協会
O(社 )日本看護協会
0(社 )日本看護協会
O(社 )日本看護協会
O(社 )日本看護協会
O(社 )日本看護協会
0(社 )日本看護協会
O(社 )日本看護協会
O(社 )日本看護協会
○ (社)日本看護協会
○ (社 )日本看護協会
O(社 )日本看護協会
○ (社 )日本看護協会
○ (社)日本看護協会

精神看護専門看護師
地域看護専門看護師
母性看護専門看護師
老人看護専門看護師
がん化学療法看護認定看護師
がん性疼痛看護認定看護師
感染管理認定看護師
救急看護認定看護師
手術看護認定看護師
小児救急看護認定看護師
新生児集中ケア認定看護師
摂食口嘩下障害看護認定看護師
透析看護認定看護師
糖尿病看護認定看護師
乳がん看護認定看護師
訪間看護認定看護師
感染症看護専門看護師
急性・重症患者看護専門看護師
慢性疾患看護専門看護師
緩和ケア認定看護師
集中ケア認定看護師
認知症看護認定看護師
皮膚。排泄ケア認定看護師
不妊症看護認定看護師

照会先  医政局総務課
0卜52531111(代 表 )
高橋 (内線2522)

【参考】

○医業、歯科医業若しくは助産師の業務又は病院、診療所若しくは助産所に関して広告するこ
とができる事項 (平成十九年厚生労働省告示第百八号 )

第一条 医療法 (昭和二十三年法律第二百五号。以下「法」という。)第六条の五第一項第七号
に規定する厚生労働大臣の定める事項は、次のとおりとする。

一 (略 )

二 次に掲げる研修体制、試験制度その他の事項に関する基準に適合するものとして厚生
労働大臣 1手届け出た団体が行う医師、歯科医師、薬剤師、看護師その他の医療従事者の
専門性に関する認定を受けた旨

イ 学術団体として法人格を有していること。
日 会員数が千人以上であり、かつ、その八割以上が当該認定に係る医療従事者であるこ
と。

ハ ー定の活動実績を有し、かつ、その内容を公表していること。
二 外部からの問い合わせに対応できる体制が整備されていること。

ホ 当該認定に係る医療従事者の専門性に関する資格 (以下「資格」という。)の取得条件
を公表していること。
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へ 資格の認定に際して、医師、歯科医師、薬剤師においては五年以上、看護師その他の
医療従事者においては三年以上の研修の受講を条件としていること。

卜 資格の認定に際して適正な試験を実施していること。

チ 資格を定期的に更新する制度を設けていること。

り 会員及び資格を認定した医療従事者の名簿が公表されていること。

(写 )

医政総発第0618001号
平成19年6月 18日

厚生労働省医政局総務課長

各都道府県衛生主管部 (局 )長 殿

広告が可能な医師等 の専門性に関する資格名等について

「医業、歯科医業若しくは助産師の業務又は病院、診療所若しくは助産所に関して広告する
ことができる事項」(平成19年厚生労働省告示第108号 )第 1条第2号に基づき広告することが
できる医師、歯科医師、薬剤師、看護師その他の医療従事者の専門性に関する資格名等は別
紙のとおりであり、それぞれの届出受理年月日欄に記載の日以降、広告することが可能になつ
たので通知する。

なお、医師等の専門性に関する資格名を広告するに当たつては、「医業若しくは歯科医業又 _

は病院若し〈は診療所に関して広告し得る事項等及び広告適正化のための指導等に関する指
針 (医療広告ガイドライン)」 (平成 19年3月 30日付け医政発第0330014号別添)の第3の5(7)
イ(lpflこあるように、「医師0000(00学 会認定OO専門医 )」のような形態を主に想定して
いるので、当該ガイドラインの趣旨を踏まえた広告内容となるよう、貴管下の医療機関口関係団
体等に対する周知・指導等に当たっては特に留意されたい。

おつて、「広告が可能な医師及び歯科医師の専門性に関する資格名等について」(平成 14年
7月 1フ 日付け医政総発第0717001号)は、廃止する。

(別紙 )

略

トップヘ

トビックス  厚生労働省ホームページ
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